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1.1 研究の背景 
コンクリートの歴史は古く、その起源は数千年前に遡る。現存する最古のコンクリートは，約
2000年前のローマ帝国時代に造られたパンテオン（神殿）やコロッセオ（競技場）で用いられた
ローマンコンクリートとされている。近年のコンクリートは，数千年前のものと比べセメントの
種類こそ異なるものの，力学的特性，経済性や施工性の観点から，現在でも最も優れた建設資材
の一つとされており，その使用用途は，ダム・トンネル・橋梁・港湾設備や高層建築などの大規
模な構造物から歩道の縁石に至るまで多岐に亘っている。特に、圧縮力に強い反面引張力には弱
いというコンクリートの欠点を補うために，1853 年に Hyattga によりその理論が提案された鉄筋
コンクリートの開発に伴い，コンクリートの使用用途は飛躍的に増大したといえる。また，鉄筋
コンクリートの開発は，その後のプレストレストコンクリートや鉄骨鉄筋コンクリートの開発と
も併せ，コンクリート構造物の大型化を進める要因ともなった。 
 一方，引張力に弱いという特性から，生来よりひび割れはコンクリートの宿命とも言われてい
る。鉄筋の導入により，構造物の破壊に繋がるような設計上の問題は解決できるようになった反
面，即時破壊に繋がらないひび割れでも漏水や美観を損なう原因となるのに加え，ひび割れが酸
素，二酸化炭素や水分などの劣化因子の侵入を助け，鋼材の腐食による耐久性の低下に繋がると
いう新たな問題が発生した。そのため、長期間に渡りコンクリートのひび割れに関する研究は、
コンクリート工学分野における重要な研究課題の一つとなっている。特に，近年では，高度経済
成長期に大量に建設されたコンクリート構造物の劣化が顕在化しており，これら構造物の維持・
管理が大きな課題となっていることから，構造物の早期劣化に繋がるとされるひび割れに対する
関心は，過去にも増して高まっている。 
土木分野においては，構造物の大型化に伴いマスコンクリートの温度応力に起因したひび割れ
（以下，「温度ひび割れ」と称する）に関する研究が，1970年代より精力的に行われてきた 1)。1986
年には，「マスコンクリートのひび割れ制御指針」2)が出版され，マスコンクリート構造物を設計・
施工する上で必要な，温度ひび割れの制御計画，解析方法や管理手法など基本的な考え方が示さ
れた。また，同年出版された「昭和 61年制定 コンクリート標準示方書・施工編」3)には，初めて
マスコンクリートの章が設けられ，温度ひび割れの制御方法，発生の検討方法および管理方法に
ついて示された。その後，設計思想が許容応力度法から性能照査型へ移行するに伴い，「平成 11
年版 コンクリート標準示方書・耐久性照査型」4)では，施工段階におけるひび割れ照査として，
温度ひび割れの照査方法が示された。また，本書より，セメント硬化時に発生する自己収縮につ
いても考慮することが盛り込まれた。 
海外におけるマスコンクリートの温度ひび割れに関する動向としては，米国の ACI（American 
Concrete Institute）において，ACI 207委員会がひび割れ幅の制御方法やひび割れ幅の算定方法な
どについて報告を行っている 5)。また，英国では，1992 年に若材齢時の温度ひび割れの制御方法
が示されたガイダンスが出版され，2007年には改訂版が出版されている 6)。 
このように，マスコンクリートの温度ひび割れの問題は，徐々に認知され，近年では，特に重
要構造部については，事前に温度応力解析によるひび割れ制御対策を検討することが一般的とな
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りつつある。また，建設投資が減少する中，ダンピングによる不良工事の発生を防止し，公共工
事の品質の確保を目的として，「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」が 2005年に
施行されてからは，入札時の技術提案の項目として温度ひび割れの制御対策が盛り込まれること
が多くなった。さらに，温度ひび割れの制御対策は配合設計など設計時に検討すべき項目もある
ことから，今までは施工者の責任として施工時に行っていたひび割れ制御対策の検討を，設計時
から検討する物件も増加している。 
温度ひび割れが一般的に認知されつつあることを示す一例として，設計・施工経験のある技術
者（総数 200 人）を対象として，2005 年に(社)日本コンクリート工学協会「マスコンクリートの
ひび割れ制御に関する研究委員会」7)が行ったマスコンクリートの施工に関する技術者の意識調査
の結果がある。調査の結果，「マスコンクリート工事に従事する際に，温度ひび割れを意識してい
るか」という設問に対し，約 90%の技術者が意識していると回答した。また，「意識する理由」と
して，約 60%が「構造物の構造上・耐久性上の問題」を挙げている。また，佐藤ら 8)が中国地方・
関東地方の事業者および大手建設会社の施工者（総数 72人）を対象として行ったアンケートにお
いても，約 95%がひび割れは問題と考え，その理由として約 60%がひび割れは劣化原因となるこ
とを挙げている。このように，ひび割れに対して高い関心を示していることが分かる。 
また，「マスコンクリートのひび割れ制御に関する研究委員会」7)では，事前に温度応力解析を
実施し，ひび割れ発生の事前予測を行った物件に対して，その解析手法および解析結果と実際と
の一致度についてもアンケートを行っている。応力解析を行う場合の手法は，有限要素法（以下，
FEMと称する）による場合がほとんどで，全体の 75%程度を占め，次いで応力計算の簡便な近似
計算方法である CP・CL法が 25%となった。検討対象構造物がその適用範囲である場合，FEMと
比べてより短時間で同等の精度の結果が得られる CP・CL法が選択される場合も，1/4程度はある
ようである。また，解析結果と実際との一致度については，「一致した」と回答したのは 52％の
およそ半数で，「一部が一致せず」が 12%，「一致しなかった」が 19%となり，約 1/3 程度が一致
していないと回答した。 
このように，温度ひび割れの認知度が高くなり，温度応力解析による事前予測を行う機会が増
加しているものの，残念ながらその解析精度は十分に満足しているとは言い難い。 
マスコンクリートの温度ひび割れ発生の予測には，材齢の経過とともに逐次変化する温度およ
び応力の算出が必要となることから，温度応力解析が汎用化されたのは，計算機が普及した 1970
年代以降である。近年では，計算環境の向上や解析手法の開発により，解析技術が飛躍的に進歩
したことから，3 次元による複雑な形状の構造物を対象とした解析も，ある程度解析時間をかけ
れば可能となってきた。 
一方で前述のように，その解析精度は未だ満足のいく結果までには至っていない。これは，温
度応力解析においては，想定しなくてはならない要因が多々あり，解析結果がそれらの想定要因
の影響を大きく受けるためである。 
温度応力解析によるひび割れ発生の検討フローおよび考慮すべき要因を図－1. 1. 1に示す。 
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図－1. 1. 1 温度応力解析によるひび割れ発生の検討フロー 
START 
解析メッシュ作成 
温度解析 
応力解析 
ポスト処理 
結果評価 
¾ 構造物形状 
¾ 施工リフト・ブロック割 
¾ 比熱 
¾ 熱伝導率 
¾ 密度 
¾ 断熱温度上昇量 
¾ 打込み時期 
¾ 打込み温度 
・ セメント種類 
・ 単位セメント量 
・ 打込み温度 
・ 打込み時期 
・ 外気温 
¾ 比熱 
¾ 熱伝導率 
¾ 単位体積質量 
¾ 発生時期 
¾ 初期温度 ・ 発生時期 ・ 外気温 
・ 養生条件 ¾ 熱伝達率 
¾ 外気温 
¾ 固定温度 
¾ ヤング係数 
¾ 引張強度 
¾ 自己収縮 
¾ クリープの影響 
¾ ポアソン比 
¾ 線膨張係数 
・ セメント種類 
・ 水セメント比 
¾ ヤング係数 
¾ ポアソン比 
¾ 線膨張係数 
¾ 拘束点・拘束方向 
¾ 拘束係数（CP・CL法） 
発熱を考慮するコンクリート 
発熱を考慮しないモデル化部位 
境界条件 
発熱を考慮するコンクリート 
発熱を考慮しないモデル化部位 
拘束条件 
End 
入力条件 
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温度応力解析を実施する場合，まず検討対象とする構造物に対し，ひび割れ発生の可能性が高
い部分を経験的に見極め，熱の移動や施工リフトなどの施工手順を考慮したモデル化を行う。温
度解析では，使用材料の比熱，熱伝導率などの熱特性を設定し，さらに発熱を考慮するコンクリ
ートは，打込み時の温度を想定し，その温度に応じた発熱特性を設定する必要がある。また，境
界条件としては，養生材料や養生方法に応じたコンクリート表面の熱伝達率と施工場所の外気温
を設定する。応力解析では，使用材料のヤング係数や引張強度などの強度特性を設定する。この
場合，コンクリートの強度特性は，材齢の増加や温度変化とともに逐次変化することを考慮する
必要がある。さらに，自己収縮など温度変化以外の原因で生じる体積変化やクリープの影響につ
いても考慮する必要がある。このように，想定要因が多々ある温度応力解析を事前のひび割れ発
生の予測に用いる場合，これらの想定要因を精度良く設定すること，あるいはその要因が解析結
果に及ぼす影響について定量的に把握しておくことは，解析精度を向上する上で重要であると考
える。 
また，温度応力解析は，前述のように，対象構造物のモデル化を行い，多くの解析条件を設定・
入力し，逐次変化する材料特性を考慮した逐次解析を実施し，解析結果を評価するという一連の
作業を実施する必要がある。そのため，多大な労力と時間を要することとなり，迅速な対応には
不向きである。これに対し，実施工においては，施工時期の変更や異常気象など事前には予測で
きない不測の事態が発生することも多々ある。その様な事態に直面した場合，迅速に対応できる
手法を保持しておくことは，意義あることと考える。また，温度ひび割れの発生には，温度変化
や拘束状態など複数の要因が影響することから，構造物の形状のみからひび割れ制御対策の検討
の要否を判断することは難しい。しかしながら，全ての構造物を対象として多大な労力と時間を
必要とする温度応力解析を実施するのは，経済的観点からも合理的とは言い難い。そこで，解析
モデルを作成することなく，簡易な計算のみでひび割れ発生の可能性の目安が得られるようにす
ることは，実用的で有益であると考える。 
以上の背景から，温度応力解析の解析精度の向上を図ること，および簡易なひび割れ発生評価
手法を検討することは，今後の高耐久・高品質のマスコンクリート構造物を構築することを目的
として，より合理的な温度ひび割れの制御対策を実施するためにも，重要であると考える。 
 
1.2 研究の目的 
 本研究は，1.1節に示した背景を踏まえ，温度ひび割れ発生の可能性の事前予測のための解析精
度の向上を図ることと，温度応力解析を実施せずに，簡易な計算式のみで温度ひび割れ発生の評
価を行う手法を提案することを目的とした。 
 解析精度の向上については，温度解析ではコンクリートの発熱特性を表す断熱温度上昇量の材
料特性の把握による解析精度の向上を目的として，断熱温度上昇量の実験による推定およびひび
割れ発生に及ぼす影響について検討を行った。また，応力解析では自己収縮がひび割れ発生に及
ぼす影響の把握，および膨張材の使用効果の評価手法を提案することで，解析精度の向上を図っ
た。さらに，施工要因が温度応力に及ぼす影響を把握する目的で，施工要因の一つである散水お
よび保温の養生方法に着目し，養生に伴う躯体表面の温度が温度応力に及ぼす影響について検討
を行った。 
 また，温度ひび割れ発生評価の迅速な対応，および温度ひび割れ発生評価の必要性を判断する
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上でその判断材料を簡易に得ることを目的として，CP法によるパラメータ解析の解析結果を基に，
解析を行うことなく，簡易な計算のみによる温度ひび割れ発生評価手法について提案した。 
 
1.3 本論文の構成 
 本論文における構成を図－1. 3. 1に示す。本論文は 6章から構成されており，各章の概略は以
下の通りである。 
 
「第 1 章 序論」では，本研究の背景および目的について示した。また，本論文の構成を示すと
ともに，各章の概要を記載した。 
「第 2 章 温度解析の精度向上に関する研究」では，温度解析における入力条件であるコンクリ
ートの発熱特性を表す断熱温度上昇量に着目し，温度制御を実施しない測定装置から得られた温
度の測定結果から，最小二乗法を用いた逆解析手法により断熱温度上昇量を推定する方法につい
て検討した。また，一般的に使用されている温度制御を行う試験装置から得られた断熱温度上昇
量と比較し，これらの取得方法が異なる断熱温度上昇量の違いが 3次元 FEMによる解析結果に及
ぼす影響についても解析的に検討した。 
「第 3 章 応力解析の精度向上に関する研究」では，セメントの水和に伴い発生する自己収縮に
ついて，その考慮の有無が壁状構造物の貫通ひび割れに及ぼす影響について，パラメータスタデ
ィを行った。さらに，自己収縮が若材齢時のコンクリートの表面の発生応力に及ぼす影響につい
て，自己収縮の温度依存性および鉄筋拘束による影響を考慮した検討を行った。また，温度ひび
割れの制御対策として使用される膨張材について，室内試験を基に解析における考慮方法を提案
し，さらに実構造物の計測結果からその考慮方法の適用性について検証した。 
「第 4 章 施工時の養生条件がひび割れの発生に及ぼす影響に関する研究」では，壁状構造物を
対象として，施工時の散水および保温養生による躯体表面の温度がひび割れの発生に及ぼす影響
について，3次元 FEMによる温度応力解析により解析的に検討した。施工時に実施できるひび割
れ制御対策として，散水および保温による養生対策が挙げられるが，これらの対策の実施効果は，
対象とする部材に発生する温度応力の拘束条件によって異なり，養生方法が不適切な場合には，
反って温度ひび割れの発生を助長する可能性も考えられる。そこで，壁厚を検討パラメータとし
て，それぞれの養生時の躯体表面の温度がひび割れの発生に及ぼす影響について検討を行った。 
「第 5章 ひび割れの簡易評価手法に関する研究」では，壁状構造物を対象に，FEM や CP法に
より解析モデルを作成することなく，簡易な計算で最小ひび割れ指数を求める手法について提案
した。温度応力解析は，コンクリートの時間に依存した非定常な物性をも考慮することができる
ことから，精度良い結果が得られる反面，条件の入力，解析や結果整理に多大な時間と労力を必
要とする。そのため，迅速な対応には不向きであり，長期耐久性を有する構造物など比較的限ら
れた重要構造物を対象に実施することが一般的である。したがって，より簡易にひび割れ発生の
可能性を照査する手法を検討する必要があると考える。そこで，壁状構造物を対象とし，温度ひ
び割れの発生に影響があると考えられる解析条件を変化させた CP 法によるパラメータ解析を行
った結果を基に，解析モデルを作成せず簡易な計算のみでひび割れ指数を算出する手法について
提案した。 
「第 6章 結論」では，各章における検討から得られた知見を総括した。 
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図－1. 3. 1 本論文の構成 
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1.4 用語の定義 
 温度ひび割れ：セメントの水和および自己収縮に伴うコンクリートの体積変化が拘束作用を受
けることで発生する温度応力に起因したひび割れ。 
 最小ひび割れ指数：着目部材および着目要素における検討期間中のひび割れ指数の最小値。 
 CP法：Compensation Plane 法の略称。擬似 3次元により簡便に応力を算出する近似計算手法。
2 次元有限要素法により算定した温度解析結果を基に，拘束係数を用いて面外の温度応力を
算定する手法。 
 CL法：Compensation Line 法の略称。擬似 3次元により簡便に応力を算出する近似計算手法。1
次元有限要素法により算定した温度解析結果を基に，拘束係数を用いて面外の温度応力を算
定する手法。 
 逆解析手法：従来の温度解析であるコンクリートの発熱特性を表した断熱温度上昇量から躯体
の温度分布を求める方法とは逆に，温度分布から断熱温度上昇量を算出する手法。 
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第 2章 温度解析の精度向上に関する研究 
 
2.1 はじめに 
温度応力解析の解析精度の向上を図る上で，まず，第一のステップとして，温度の履歴と分布
の予測精度の向上を図る必要がある。温度解析における 2 次元熱伝導の基本方程式を式[2.1.1]に
示す。温度解析の予測精度の向上を図るには，式[2.1.1]の発熱量（Q）に適用するコンクリートの
発熱特性を適切に評価する必要がある。 
 
2 2
2 2
T T Tρ c λ Q
t x y
§ ·w w w   ¨ ¸¨ ¸w w w© ¹
     [2.1.1] 
ここに， 
T： 温度(=(x,y,t) ) 
ρ： 単位体積質量 
c： 比熱 
λ： 熱伝導率 
Q： 発熱量 
 
温度解析におけるコンクリートの発熱特性を考慮する手法としては，断熱状態におかれたコン
クリートの温度上昇量である断熱温度上昇量を用いて考慮する方法と，セメントの水和による発
熱過程をモデル化した水和反応モデルを用いて考慮する手法 1)～7)が挙げられる。このうち，水和
反応モデルについては，特に近年盛んに研究が進められている手法であり，まだ一般化までには
至っていないものの，提案されているいくつかのモデルでは，クリンカーの鉱物組成，養生温度
および水セメント比等の影響を考慮することができるもの 5)～7)もあり，汎用化に向けて今後の更
なる研究の進展が期待される。 
コンクリートの断熱温度上昇量は，古くから用いられており，既往の研究も多く 8)～15)，現状で
も最も一般的な手法として広く使用されている。コンクリートの断熱温度上昇量は，セメントの
種類や単位量，打込み温度などの要因の影響を受ける。また，骨材や混和剤などの使用材料やセ
メントを製造するメーカーによっても異なる。そのため，この断熱温度上昇量を正確に把握する
ためには，実際に使用するコンクリートを用いて断熱温度上昇試験を実施するのが良いとされて
いる。 
一般的に用いられる断熱温度上昇試験としては，断熱状態に近い非常にマッシブなコンクリー
ト供試体を作製する方法と，温度制御装置を有する断熱温度上昇試験装置を用いる方法の 2 種類
が挙げられる。このうち，断熱状態に近いマッシブなコンクリート供試体を用いる場合は，試験
が大掛かりとなり，経済的，設備的制約を受ける場合も多いことから，あまり汎用的とは言い難
い。 
比較的使用頻度が高い温度制御装置を有する断熱温度上昇試験装置を用いる場合については，
制御方法やコンクリート供試体の形状および寸法などの違いにより，試験手法や装置が複数存在
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する。いずれも試験機内に設置したコンクリート供試体の中心温度と同値となるように，試験機
の槽内温度を制御することで断熱状態を作り出すという考え方に基づいており，全ての試験装置
は原理的には同様の理論に基づいて製作・操作されている。しかしながら，JIS規格のように規格
化された試験装置および試験方法が無いのが現状である。このため，試験装置間で試験結果のば
らつきが大きいとの指摘がある 10)･15)。12の試験所が保有する断熱温度上昇試験装置を用いて共通
試験を実施し，その試験結果から試験装置間のばらつきについて検討した結果 15)によれば，式
[2.1.2]で定義される材齢 t日の断熱温度上昇量を表す式において，断熱温度上昇量の最終値 Q∞の
値の範囲が 6.0～10.4℃程度，温度上昇速度を表す定数γの値の範囲が 0.177～0.439程度あったと
の報告がある。 
 
^ `Q(t) Q 1 exp( t)f u   γ       [2.1.2] 
ここに， 
Q(t)： 材齢 t日の断熱温度上昇量(℃) 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値(℃)  
γ： 温度上昇速度を表す定数 
 
また同報告では，ばらつきの原因としては，コンクリート供試体の量，コンクリートを入れる
型枠の材質，寸法，厚さ，外槽の有無および装置のキャリブレーションの方法の違いが挙げられ
るとしている。これらは，いずれも試験装置の温度制御に影響を及ぼす要因であることから，温
度制御という行為を行うことそのものがばらつきを生む原因となっているとも考えられる。 
さらに，いずれの試験装置も高価であることから保有機関は限られており，試験装置自体が大
掛かりのため設置箇所を固定する必要がある。そのため，特定の使用材料を使用して断熱温度上
昇量を測定する場合は，試験装置を保有する機関に，予め使用材料を送付する必要があるなどの
準備作業が必要となる。したがって，前述の断熱状態に近いマッシブなコンクリート供試体を用
いる場合と同様，温度制御装置を有する断熱温度上昇試験装置による断熱温度上昇の試験も容易
に実施できる試験とは言い難い。 
本章では，温度解析精度の向上を目的として，断熱温度上昇量の推定精度の向上および推定作
業の簡素化を図るため，温度制御を行わない簡易なコンクリートの温度測定装置により測定した
コンクリート温度を用いて，最小二乗法を用いた解析手法（以下，「逆解析手法」と称する）によ
り断熱温度上昇量を推定する手法について検討した結果についてまとめる。 
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2.2 逆解析による断熱温度上昇量の推定方法 
2.2.1 断熱温度上昇量の推定手法の考え方 
断熱温度上昇量の逆解析による推定手法の全体の概要を，図－2. 2. 1に示す。温度制御を行わ
ない簡易な試験装置により測定した温度履歴のデータに基づいて，最小二乗法を用いた逆解析に
より，コンクリートの断熱温度上昇量を推定する。 
 
 
図－2. 2. 1  断熱温度上昇量の推定手法の概要 
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逆解析による断熱温度上昇量の推定のフローを，図－2. 2. 2に示す。 
 
図－2. 2. 2 逆解析による断熱温度上昇量推定のフロー 
 
まず，算出対象とする材齢（timei）における断熱温度上昇量（Q(timei)）を求めるために，図－
2. 2. 3に示すように，前ステップの材齢（timei-1）における断熱温度上昇量（Q(timei-1)）からの増
分量(ΔQ(timei))を仮定する。この増分量(ΔQ(timei))を複数変化させ，それぞれの増分量(ΔQ(timei))
を用いて温度解析を実施する。次に，これらの温度解析結果とコンクリート供試体における各部
位の温度計測結果を用いて，以下に示す式[2.2.1]により実測値と解析値との差の二乗和（Jtimei）
を算出する。この実測値と解析値との差の二乗和は，前ステップからの断熱温度上昇量の増分量
(ΔQ(timei)) の仮定した数だけ存在する。そこで，これらの実測値と解析値の差の二乗和（Jtimei）
と前ステップからの断熱温度上昇量の増分量(ΔQ(timei)) との関係を算出する。 
前ステップからの断熱温度上昇量の増分量(ΔQ(timei)) が適切に定義できれば，実測値と解析値
との差の二乗和（Jtimei）と増分量(ΔQ(timei))との関係は，図－2. 2. 4のイメージ図に示すように
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2 次関数で表せる。そこで，この 2 次関数が最小(Jtimei(min)）となるΔQ(timei)を設定する。2 次
関数を使用することにより，仮定したΔQ(timei)の算出点以外での最適値も推測することができる
と考えた。 
 
図－2. 2. 3 断熱温度上昇量の増分量のイメージ 
 
図－2. 2. 4 実測値と解析値との差の二乗和（Jtimei）と増分量(ΔQ(timei))との関係 
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なお，式[2.2.1]で評価する温度計測箇所としては，コンクリートと発泡スチロールの両者を考
慮している。そこで，計測点毎に重み係数（ρ）を設定し，コンクリート温度については，この値
を大きくすることで，コンクリート温度を重点的に評価できるようにした。 
算出した実測値と解析値との差の二乗和が最小となるΔQ(timei)を前ステップまでの断熱温度
上昇量に加算し，対象とする材齢（timei）の断熱温度上昇量を算出する。次に，この算出した材
齢（timei）の断熱温度上昇量を入力条件として温度解析を実施し，解析モデルにおける各節点の
材齢（timei）における温度を算出し，この温度を初期値として，次ステップの材齢（timei+1）につ
いて，同様の推定作業を繰り返す。 
以上の作業を計測ステップ毎に逐次行うことにより，断熱温度上昇量を算定する。 
 
2.2.2 解析による推定手法の検証 
本節では，「2.2.1 断熱温度上昇量の推定手法の考え方」で述べた最小二乗法を用いた推定手法
により，断熱温度上昇量の推定が可能か否かについて，図－2. 2. 5に示すフローに従い，解析に
より検証した。 
 
図－2. 2. 5 推定方法の検証フロー 
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温度履歴を入力条件
として逆解析を実施
比較
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図－2. 2. 6 解析モデル 
 
解析による検証では，まず断熱温度上昇量を仮定する。次に，その仮定した断熱温度上昇量を
用いて，温度計測装置をモデル化した図－2. 2. 6に示す軸対称の解析モデルを用いて，従来行っ
ている 2次元 FEMによる温度解析を実施する。得られた解析結果から，仮定した参照点の温度履
歴を抽出し，その履歴を計測温度の入力条件として，「2.2.1断熱温度上昇量の推定手法の考え方」
で示した最小二乗法を用いた逆解析による推定手法により，断熱温度上昇量を算出する。この逆
解析により算出した断熱温度上昇量と，始めに仮定した断熱温度上昇量とを比較する。両者が一
致すれば，本推定方法による断熱温度上昇量の推定は，解析上において可能であると考えられる。 
実測値と解析値との差の二乗和（Jtimei）と前ステップからの断熱温度上昇量の増分量(Δ
Q(timei))との関係を，図－2. 2. 4のイメージ図に示したような 2次関数で表せるようにするため
には，2次関数の最小値(Jtimei(min)）となるΔQ(timei)を間に挟むようにΔQ(timei)を設定する必要
がある。ΔQ(timei)の設定においては，中心部計測温度の前ステップからの変化量（ΔTm(timei)）
を参照することとした。ΔQ(timei)は，ΔTm(timei)を下回ることはないと考えられる。また，前述
の温度計測装置を使用した場合において，単位時間当たりの発熱量がかなり大きくなる場合（早
強ポルトランドセメントを使用し，かつ単位セメント量を 500kg/m3と多量に使用した場合）を仮
定し，従来の温度解析により検証した結果，断熱温度上昇量の算出時間間隔を 60分とした場合の
ΔQ(timei)は，ΔTm(timei)に 3℃加算した値を上回ることはなかった。そこで，ΔTm(timei)から 3℃
引いた値を最小値とし，ΔTm(timei)に 5℃加算した値を最大値とした場合を，ΔQ(timei)の検討幅
とし，この検討幅を等分割することで，実測値と解析値との差の二乗和（Jtimei）を算出するΔ
Q(timei)を設定することとした。ここでは，ΔQ(timei)の検討幅の分割数を 10とした。 
検証に用いたコンクリートのセメント種類は，普通ポルトランドセメントおよび低熱ポルトラ
ンドセメントの 2種類とした。また，単位セメント量はいずれも 300kg/m3とした。打込み温度は，
普通ポルトランドセメントは 25℃，低熱ポルトランドセメントは 20℃を想定した。仮定した断熱
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温度上昇量は，式[2.2.2]により算出した。仮定した断熱温度上昇量を 図－2. 2. 8に示す。断熱温
度上昇量の設定にあたっては，普通ポルトランドセメントについては，土木学会「コンクリート
標準示方書・施工編」16)を，低熱ポルトランドセメントについてはセメントのメーカーの技術資
料 17)を参照した。式[2.2.2]および 図－2. 2. 8に示した断熱温度上昇量を用いた温度解析により得
られた解析結果のうち，逆解析の入力値として使用した温度の参照点は図－2. 2. 7に示す 7箇所
とした。なお，式[2.2.1]で定義した参照点の重み係数（ρ）については，コンクリートの参照点の
重み係数を全て 1.0 とし、発泡スチロールについては外気温との境界面に一番近い参照点の重み
係数を 0.9 とし、コンクリート境界面からの距離に応じて、発泡スチロールの参照点の重み係数
を線形補間した。 
逆解析に用いた参照点のうち，コンクリート中心部の温度の履歴図を，図－2. 2. 9に示す。 
 
^ `Q(t) Q 1 exp( t )f u    βγ      [2.2.2] 
ここに， 
Q(t)： 材齢 t日の断熱温度上昇量(日) 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値(℃) 表－2. 2. 1参照 
γ，β： 温度上昇速度を表す定数 表－2. 2. 1参照 
 
表－2. 2. 1 断熱温度上昇式の各種セメントの係数 
セメントの種類 Q∞ γ β 
普通ポルトランドセメント 45.5 1.321 1.000 
低熱ポルトランドセメント 46.2 0.368 0.601 
 
図－2. 2. 7 逆解析に使用した温度の計測箇所 
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 図－2. 2. 8 仮定した断熱温度上昇量 
図－2. 2. 9 コンクリートの中心温度 
図－2. 2. 10 断熱温度上昇量の比較 
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逆解析により得られた断熱温度上昇量と仮定した断熱温度上昇量の比較を図－2. 2. 10に示す。
セメント種類に関わらず，仮定した断熱温度上昇量と逆解析により算出した断熱温度上昇量はよ
く一致している。したがって，本逆解析手法による断熱温度上昇量の推定は解析的には可能であ
ると考えられる。 
 
2.2.3 参照点数および検討幅の分割数の影響 
逆解析時に使用する参照点の数が断熱温度上昇量の推定結果に及ぼす影響について，パラメー
タスタディにより検討を行った。逆解析時に使用する参照点の数を，3，4，6，9 と変化させた 4
ケースについて検討した。各ケースの参照点の位置を図－2. 2. 11に示す。 
 
参照点数 9                                  参照点数 6 
 
参照点数 4                                  参照点数 3 
 
図－2. 2. 11 参照点の位置 
 
本検討では，式[2.2.1]で定義した各参照点の重み係数は全て 1.0とした。各参照点数における逆
解析により得られた断熱温度上昇量と仮定した断熱温度上昇量の比較を 図－2. 2. 12に示す。参
照点数の逆解析により算出した断熱温度上昇量と仮定した断熱温度上昇量との相関係数と参照点
数の関係を図－2. 2. 13に示す。 
150
75
10 95
200
150
75
105
200
150
25
25
15
10 10 35 60
200
95
150
40 35
10 95
200
95
（単位：mm）
第 2章 温度解析の精度向上に関する研究 
- 19 - 
 図－2. 2. 12 断熱温度上昇量の比較 
 
図－2. 2. 13 断熱温度上昇量の相関係数と参照点数との関係 
 
逆解析により算出した断熱温度上昇量は，参照点の数に関わらず仮定した断熱温度上昇量と良
く一致する結果を示した。また，各参照点数の逆解析により算出した断熱温度上昇量と仮定した
断熱温度上昇量との相関係数は，参照点の数に関わらずほぼ 1.0に近い値を示した。したがって，
参照点の数は 3点以上あれば，十分精度良く断熱温度上昇量を推定できると考えられる。 
次に，ΔQ(timei)の検討幅の分割数が断熱温度上昇量の推定結果に及ぼす影響について，パラメ
ータスタディーにより検討した。検討幅の分割数については，3，5，10，15と変化させた 4ケー
スについて検討した。各検討幅の分割数において，逆解析により得られた断熱温度上昇量と仮定
した断熱温度上昇量の比較を図－2. 2. 14に示す。各検討幅の分割数の逆解析により算出した断熱
温度上昇量と仮定した断熱温度上昇量との相関係数を，検討幅の分割数と関連付けて図－2. 2. 15
に示す。 
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図－2. 2. 14 断熱温度上昇量の比較 
 
図－2. 2. 15 断熱温度上昇量の相関係数とΔQ(timei)の検討幅の分割数との関係 
 
逆解析により算出した断熱温度上昇量は，ΔQ(timei)の検討幅の分割数に関わらず仮定した断熱
温度上昇量と良く一致する結果を示した。また，各検討幅の分割数の逆解析により算出した断熱
温度上昇量と仮定した断熱温度上昇量との相関係数は，わずかではあるが，分割数が増えるに従
い 1.0に漸近する傾向を示し，分割数 10でほぼ 1.0となる結果となった。したがって，ΔQ(timei)
の検討幅の分割数は 10以上あれば，精度良く断熱温度上昇量を推定できると考えられる。 
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2.3 断熱温度上昇量の推定方法の実測による検証 
解析による検証により、温度制御を実施しない測定装置の温度の計測結果を用いて，逆解析に
より断熱温度上昇量を推定する手法を適用できることが明らかとなった。そこで，実際の供試体
を用いた実測値により，本解析手法の適用性について検証を行った。 
 
2.3.1 温度計測試験装置の概要 
（1）温度計測装置の形状寸法および温度の計測位置 
温度計測装置の形状は，対称性を持たせることで熱の移動の単純化による予測精度の向上およ
び解析時間の短縮化が可能となると考え，円筒形を採用した。またコンクリート供試体の寸法に
ついては，下記に示す 2つの要因を考慮して設定することとした。 
(1)本検討は，断熱温度上昇量試験の汎用化のため試験装置の簡易化を図ることを目的の一つと
していることから，コンクリート供試体の採取および計測後の廃棄作業の作業性を考慮して，
試料の採取量を 10ℓ程度以下と，比較的少量とする。 
(2)１次元方向の熱の移動を顕著にすることで温度の計測点数が少なくでき，予測作業の簡素化
が図れると考え，コンクリート供試体の直径に対し高さを充分とることにより，水平方向の
熱移動を顕著にする。 
 本手法では，ある時間でのコンクリートの温度分布の実測値を，断熱温度上昇量を推定して算
出した解析値と比較することにより，最適な断熱温度上昇量を推定するものであることから，理
論上はコンクリートの温度分布の計測値があれば断熱温度上昇量は推定可能である。したがって，
コンクリート供試体の境界面は放熱状態としても良いと考えられる。しかしながら，上述のよう
に，作業性を考慮して少ない容量のコンクリート供試体を用いた場合，その温度上昇量は断熱温
度上昇量に比べ，非常に小さくなると考えられる。そのため，断熱温度上昇量を推定する際に，
その推定精度に問題が生じる可能性が懸念される。そこで，コンクリート供試体を断熱性の高い
発泡スチロールで覆うことによりコンクリート供試体の境界面からの放熱を低減し，できる限り
温度上昇量を大きくすることを考えた。発砲スチロールの厚さは 20cm とした。また，コンクリ
ートを直接発泡スチロールに打ち込んだ場合，フレッシュな状態でコンクリート中の水分が発泡
スチロールに移動し，発泡スチロールとの境界面のコンクリートの水和が阻害される可能性が考
えられる。そのため，コンクリートと発泡スチロールとの間に透水性の低い厚さが 8mmの塩化ビ
ニールの管（以下，「塩ビ管」と略称する）を設置することとした。 
 コンクリート供試体の直径を 15cm とした場合の供試体の高さを設定するために，実測により
比較検討した。比較したコンクリートの供試体の高さは，30cm，45cm，60cm の 3 種類とした。
コンクリート供試体は，前述のようにいずれも 8mmの塩ビ管および 20cmの発泡スチロールで覆
った。各供試体の概略図を図－2. 3. 1に示す。 
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図－2. 3. 1 供試体の概略図 
 
各コンクリート供試体の高さにおけるコンクリート中心部の温度の比較を，図－2. 3. 2に示す。
コンクリート供試体の中心部の最高温度は，供試体の高さを小さくするに従い低くなる傾向を示
した。しかしその差は小さく，供試体高さを最も高くした 60cmに対し，半分の 30cmとした場合
においてもおよそ 4℃程度低くなるに留まった。そこで作業性を考慮し，コンクリート供試体の
高さは 30cmとすることとした。 
また，温度の計測位置については，前節「2.2.3参照点数および検討幅の分割数の影響」におけ
る参照点数の影響の検討結果において，参照点の数は 3 点以上あれば十分精度良く断熱温度上昇
量を推定できると考えられたことから，図－2. 3. 3に示す 3点を計測することとした。 
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図－2. 3. 2 コンクリート中心部温度の比較 
 
図－2. 3. 3 計測位置 
 
（2）使用材料の熱特性の設定 
逆解析による推定方法の実測による検証を行うに当たり，前節で設定した温度計測試験装置（以
下，「簡易断度試験装置」と称する）のコンクリート以外の熱物性値を設定する必要がある。そこ
で，コンクリートの代わりに発熱せず熱特性が明らかな 70℃にしたお湯を入れ，水温および発泡
スチロール内に設置した熱伝対により発泡スチロール内部の温度を計測し，その温度の履歴と解
析結果が一致するように塩ビ管および発泡スチロールの比熱，熱伝導率と外気温との境界面の熱
伝達率を変化させ，フィッティングを行った。 
なお，簡易断度試験装置の違いによる影響を比較するため，試験装置は同種の 3 装置について
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検討した。それぞれの装置に対して，フィッテングで得られた塩ビ管および発泡スチロールの比
熱，熱伝導率および外気温との境界面の熱伝達率を表－2. 3. 1に示す。また，各簡易断度試験装
置における温度の計測値とフィッテングで得られた解析値との比較を，図－2. 3. 4～図－2. 3. 6
に示す。 
 
表－2. 3. 1 フィッテング解析で得られた熱特性値 
試験装置 
塩ビ管 発泡スチロール 
熱伝達率 
(W/m2･℃) 比熱 
(kJ/kg･℃) 
熱伝導率 
(W/m･℃) 
密度 
(kg/m3) 
比熱 
(kJ/kg･℃) 
熱伝導率 
(W/m･℃) 
密度 
(kg/m3) 
装置① 1.5 0.01 1400 0.7 0.039 60 14 
装置② 1.5 0.01 1400 0.7 0.038 60 14 
装置③ 1.5 0.01 1400 0.7 0.037 60 14 
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コンクリート中心（計測点 a） 
境界面（計測点 b） 
発泡スチロール中心（計測点 c） 
図－2. 3. 4 計測値と解析値の比較（試験装置①） 
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コンクリート中心（計測点 a） 
境界面（計測点 b） 
発泡スチロール中心（計測点 c） 
図－2. 3. 5 計測値と解析値の比較（試験装置②） 
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コンクリート中心（計測点 a） 
境界面（計測点 b） 
発泡スチロール中心（計測点 c） 
図－2. 3. 6 計測値と解析値の比較（試験装置③） 
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2.3.2 推定手法の実測による検証 
（1）試験概要 
実測で用いたコンクリートには、普通ポルトランドセメントを用いた水セメント比が 55%の比
較的使用頻度の高い配合を使用した。また，打込み温度の影響を検討するため，コンクリートの
練り上がり温度を 20℃および 30℃程度とした 2種類について検討した。さらに，普通ポルトラン
ドセメントに比べ発熱量が小さい低熱ポルトランドセメントを使用した場合についても検討した。
実測に用いたコンクリートの配合を表－2. 3. 2に，フレッシュ性状の試験結果を表－2. 3. 3に示
す。 
 
表－2. 3. 2 コンクリートの配合 
試験 
No. 
セメント 
種類* 
粗骨材の
最大寸法 
(mm) 
水セメント
比 
(%) 
空気量 
 
(%) 
細骨材率 
 
(%) 
単位量(kg/m3) 
水 セメント 細骨材 粗骨材 混和剤 
(C×%) 
No.1 N 20 55.0 4.5 45.0 160 291 829 1025 0.25 
No.2 N 20 55.0 4.5 47.0 170 309 846 965 0.25 
No.3 L 20 55.0 4.5 45.0 165 300 822 1016 0.25 
＊セメントの種類 N：普通ポルトランドセメント 
L：低熱ポルトランドセメント 
 
表－2. 3. 3 フレッシュ性状の試験結果 
試験 No. スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
温度 
(℃) 
No.1 12.0 5.1 20.9 
No.2 14.5 4.7 32.0 
No.3 14.0 5.2 21.4 
 
 実測は，3 機の簡易断熱試験装置に加え，比較用として既往の温度制御を行う断熱温度上昇試
験装置（以下，「温度制御断熱温度上昇試験装置」と称する）による計測も行った。温度制御断熱
温度上昇試験装置の概要を図－2. 3. 7に，仕様を表－2. 3. 4に示す。 
 本検討で用いた温度制御断熱温度上昇測定装置は，恒温槽内に配置したコンクリートを入れた
容器内のコンクリート温度と恒温槽内の温度差がゼロになるように，加熱ヒーターおよび冷却ガ
スの ON・OFFによる空気循環により制御を行う。 
 簡易断熱試験装置は，20℃の恒温恒湿室に設置し，図－2. 3. 3に示す計測位置に加え，簡易断
熱試験装置周囲の室温についても計測を行った。 
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図－2. 3. 7 温度制御断熱温度上昇量試験装置の概要 
 
表－2. 3. 4 温度制御断熱温度上昇試験装置の仕様 
項 目 仕 様 
温度範囲 +10℃ ～ +80℃ 
供試体容積 直径 400mm×高さ 400mm 容量約 50ℓ 
供試体内外温度差 
（供試体中心温度と内部断熱容器外周温度との差） ±0.1℃（計器類の精度含まず） 
供試体無発熱時の温度上昇，下降精度 ±0.05℃/day 50ℓ 
所要電源 三相交流 200V 15A 
所要電力 約 1.7kW 
 
（2）試験結果 
 各試験ケースおよび簡易断熱試験装置における計測結果を図－2. 3. 8～図－2. 3. 10に示す。普
通ポルトランドセメントを使用して，コンクリートを約 20℃で打ち込んだ試験 No.1 では，コン
クリート中心での最高温度は 41℃程度となり，21℃程度上昇する結果を示した。同様に普通ポル
トランドセメントを使用して，コンクリートを約 30℃で打ち込んだ試験 No.2 では，コンクリー
ト中心での最高温度は 50℃程度となり，20℃程度上昇する結果を示した。また，低熱ポルトラン
ドセメントを使用して，コンクリートを約 20℃で打ち込んだ試験No.3では，試験No.1およびNo.2
に比べ温度上昇量が小さく，コンクリート中心での最高温度は 32℃程度となり，12℃程度上昇す
る結果を示した。 
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簡易断熱試験装置① 
簡易断熱試験装置② 
簡易断熱試験装置③ 
図－2. 3. 8 簡易断熱試験装置の温度計測結果（試験 No.1） 
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簡易断熱試験装置① 
簡易断熱試験装置② 
簡易断熱試験装置③ 
図－2. 3. 9 簡易断熱試験装置の温度計測結果（試験 No.2） 
10
20
30
40
50
60
0 2 4 6 8 10 12
温
度
(℃
）
材齢(日）
凡例 計測位置
コンクリート中心(a)
境界面(b)
発泡スチロール中心(c)
10
20
30
40
50
60
0 2 4 6 8 10 12
温
度
(℃
）
材齢(日）
凡例 計測位置
コンクリート中心(a)
境界面(b)
発泡スチロール中心(c)
10
20
30
40
50
60
0 2 4 6 8 10 12
温
度
(℃
）
材齢(日）
凡例 計測位置
コンクリート中心(a)
境界面(b)
発泡スチロール中心(c)
第 2章 温度解析の精度向上に関する研究 
- 32 - 
簡易断熱試験装置① 
簡易断熱試験装置② 
簡易断熱試験装置③ 
図－2. 3. 10 簡易断熱試験装置の温度計測結果（試験 No.3） 
10
20
30
40
50
60
0 2 4 6 8 10 12
温
度
(℃
）
材齢(日）
凡例 計測位置
コンクリート中心(a)
境界面(b)
発泡スチロール中心(c)
10
20
30
40
50
60
0 2 4 6 8 10 12
温
度
(℃
）
材齢(日）
凡例 計測位置
コンクリート中心(a)
境界面(b)
発泡スチロール中心(c)
10
20
30
40
50
60
0 2 4 6 8 10 12
温
度
(℃
）
材齢(日）
凡例 計測位置
コンクリート中心(a)
境界面(b)
発泡スチロール中心(c)
第 2章 温度解析の精度向上に関する研究 
- 33 - 
温度制御断熱温度上昇試験装置の断熱温度上昇量測定結果を図－2. 3. 11に示す。普通ポルトラ
ンドセメントを使用して，コンクリートを約 20℃で打ち込んだ試験 No.1に比べ，約 30℃で打ち
込んだ試験 No.2の断熱温度上昇量は，初期の温度上昇が大きくなる傾向を示した。また，低熱ポ
ルトランドセメントを使用して，コンクリートを約 20℃で打ち込んだ試験 No.3 では，試験 No.1
および No.2に比べ断熱温度上昇量は小さく，初期の温度上昇も緩やかになる傾向を示した。 
 
図－2. 3. 11 温度制御断熱温度上昇試験装置の断熱温度上昇量の測定結果 
 
（3）逆解析による断熱温度上昇量の推定 
各試験ケースで得られた測定結果を用いて，前節「2.2 逆解析による断熱温度上昇量の推定方
法」で示した最小二乗法を用いた逆解析による推定方法により，断熱温度上昇量を推定した。パ
ラメータスタディーにより，ΔQ(timei)の検討幅の分割数は 10 以上あれば精度良く断熱温度上昇
量を推定できることが明らかとなったことから，ΔQ(timei)の検討幅の分割数は 10 として解析を
行った。 
 各試験ケースの断熱温度上昇量の推定結果を図－2. 3. 12～図－2. 3. 14に示す。各試験ケース
において，簡易断熱試験装置の違いによる断熱温度上昇量の推定値の差は，最大で試験 No.1では
1.5℃，試験 No.2 では 2.5℃，試験 No.3 では 2.0℃程度となり，概ね±2℃程度の誤差の範囲で推
定できることが明らかとなった。 
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図－2. 3. 12 断熱温度上昇量の推定結果（試験 No.1） 
図－2. 3. 13 断熱温度上昇量の推定結果（試験 No.2） 
図－2. 3. 14 断熱温度上昇量の推定結果（試験 No.3） 
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簡易断熱試験装置による断熱温度上昇量の推定結果と温度制御断熱温度上昇試験装置による計
測結果の比較を図－2. 3. 15～図－2. 3. 17に示す。また，初期材齢における比較結果を図－2. 3. 18
～図－2. 3. 20に示す。 
普通ポルトランドセメントを使用して，コンクリートを約 20℃で打ち込んだ試験 No.1 では，
温度制御断熱温度上昇試験装置による計測結果に比べ，簡易断熱試験装置による推定値の方が小
さくなる傾向を示した。その差は，材齢 4 日以降徐々に大きくなり，最大で 4℃程度となった。
また，図－2. 3. 18に示したように材齢 1日未満の初期材齢においても，差が大きくなる傾向を示
し，その差は最大で 4℃程度となった。 
普通ポルトランドセメントを使用して，コンクリートの打込み温度を約 30℃とした試験 No.2
では，試験 No.1と同様に，初期材齢において温度制御断熱温度上昇試験装置による計測結果に比
べ，簡易断熱試験装置による推定値の方が小さくなる傾向を示し，その差は最大で 3℃程度とな
った。材齢 3 日以降については，温度制御断熱温度上昇試験装置による計測結果は漸増せず一定
値に収束したのに対し，簡易断熱試験装置による推定値は徐々に断熱温度上昇量が大きくなり，
材齢が経過するにつれて温度制御断熱温度上昇試験装置による計測結果と乖離する傾向を示した。
表－2. 3. 4の仕様に示したように，温度制御断熱温度上昇試験装置の計測可能な温度範囲は，+10
～+80℃となっている。試験ケース No.2は約 30℃でコンクリートを打ち込んだことから，計測値
の最高温度は 80℃を超えている。このため，温度制御断熱温度上昇試験装置を用いた場合 80℃を
超える高温域では計測結果が実際とは異なる可能性が考えられる。そこで，本試験結果は，温度
制御断熱温度上昇試験装置の測定温度が 80℃を下回る材齢 3日までを検討対象とすることとした。 
低熱ポルトランドセメントを使用して，コンクリートを約 20℃で打ち込んだ試験 No.3 では，
材齢 3 日程度までの初期材齢においては，簡易断熱試験装置による推定値は，温度制御断熱温度
上昇試験装置による計測結果とほぼ同値となる結果を示した。しかしながら，材齢 3 日以降につ
いては，簡易断熱試験装置による推定値はほぼ直線的に温度が上昇しているのに対し，温度制御
断熱温度上昇試験装置による計測結果は，材齢 10日程度まで断熱温度上昇量が簡易断熱試験装置
による推定値に比べ大きくなる傾向を示した。 
普通ポルトランドセメントを使用した試験 No.1 および No.2 において，温度制御断熱温度上昇
試験装置による計測結果に比べ，簡易断熱試験装置による推定値の方が小さくなる傾向を示した
原因として，以下の 2つの要因が考えられる。 
①セメントの水和発熱は温度履歴の依存性があり、断熱状態と放熱状態では水和反応過程が異
なることが報告されている 2)。簡易断熱試験装置はコンクリートの容積が約 5ℓと小さく，温
度上昇量も試験 No.1 のコンクリート中心で 20℃程度と小さいことから，断熱状態を機械的
に作り出している温度制御断熱温度上昇試験装置の場合と比べ，水和反応過程が異なる可能
性が考えられる。 
②逆解析時に使用する断熱温度上昇量以外のコンクリートの熱特性値である熱伝導率および比
熱は、土木学会「コンクリート標準示方書 施工編」16)に示されたコンクリートの一般的な
値の平均値を用いて，材齢に関わらず一定値としている。使用したコンクリートの熱伝導率
および比熱を表－2. 3. 5に示す。特に比熱については，セメント硬化過程において変化する
という報告 18)もあり，これらの値が実際とは異なる可能性が考えられる。 
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表－2. 3. 5 逆解析に使用したコンクリートの熱伝導率および比熱 
項目 単位 逆解析で使用した値 「コンクリート標準示方書 施工編」16)に示された値 
熱伝導率 W/m℃ 2.7 2.6～2.8 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 1.05～1.26 
 
また，低熱ポルトランドセメントを使用した試験 No.3において，材齢 3日から 10日かけて温
度制御断熱温度上昇試験装置による計測結果に比べ，簡易断熱試験装置による推定値の方が小さ
い値を示した原因としては，前述の①に示したように，セメント水和発熱の温度履歴の依存性に
より，断熱状態と放熱状態では水和反応過程が異なることが考えられる。 
そこで，①の要因については，簡易断熱試験装置のコンクリート供試体の寸法を大きくし，温
度上昇量を大きくした場合について検討した。また，②の要因については，逆解析時にコンクリ
ートの熱伝導率および比熱を変化させたパラメータスタディーを行い，これらの値が断熱温度上
昇量の推定値に及ぼす影響について検討した。 
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図－2. 3. 15 断熱温度上昇量の比較（試験 No.1） 
図－2. 3. 16 断熱温度上昇量の比較（試験 No.2） 
図－2. 3. 17 断熱温度上昇量の比較（試験 No.3） 
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図－2. 3. 18 初期材齢での断熱温度上昇量の比較（試験 No.1） 
図－2. 3. 19 初期材齢での断熱温度上昇量の比較（試験 No.2） 
図－2. 3. 20 初期材齢での断熱温度上昇量の比較（試験 No.3） 
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①供試体寸法の影響 
 簡易断熱試験装置のコンクリート供試体の寸法を大きくした場合の供試体の概要を図－2. 3. 
21に示す。また，温度の計測位置を図－2. 3. 22に示す。計測位置は，直径が 150mmとした小さ
い供試体と同様に，コンクリートの中心，塩ビ管との境界面および発泡スチロールの中心の 3 箇
所とした。簡易断熱試験装置は 1体とした。 
図－2. 3. 21 φ400供試体の概要 
 
図－2. 3. 22 計測位置 
 
試験ケースは，直径が 150mmの小さい供試体の試験時と同様とした。各試験ケースの温度の計
測結果を図－2. 3. 23～図－2. 3. 25に示す。また，簡易断熱試験装置による断熱温度上昇量の推
定結果と温度制御断熱温度上昇試験装置による計測結果の比較を図－2. 3. 26～図－2. 3. 28に，
初期材齢における比較結果を図－2. 3. 29～図－2. 3. 31に示す。 
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図－2. 3. 23 φ400簡易断熱試験装置の温度計測結果（試験 No.1） 
 図－2. 3. 24 φ400簡易断熱試験装置の温度計測結果（試験 No.2） 
図－2. 3. 25 φ400簡易断熱試験装置の温度計測結果（試験 No.3） 
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図－2. 3. 26 断熱温度上昇量の比較（試験 No.1） 
図－2. 3. 27 断熱温度上昇量の比較（試験 No.2） 
図－2. 3. 28 断熱温度上昇量の比較（試験 No.3） 
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図－2. 3. 29 初期材齢での断熱温度上昇量の比較（試験 No.1） 
図－2. 3. 30 初期材齢での断熱温度上昇量の比較（試験 No.2） 
図－2. 3. 31 初期材齢での断熱温度上昇量の比較（試験 No.3） 
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コンクリートの供試体の寸法を大きくすることで，コンクリートの中心部の最高温度は直径が
150mmの小さい供試体に比べ，試験 No.1で 7℃，試験 No.2で 8℃，試験 No.3で 4℃程度それぞ
れ大きくなる結果を示した。直径が 400mmとした場合の計測結果から求めた断熱温度上昇量の推
定値は，直径が 150mmの場合に比べ，普通ポルトランドセメントを使用した試験 No.1および No.2
では，特に初期材齢において断熱温度上昇量が大きくなり，温度制御断熱温度上昇試験装置の計
測結果により近づく傾向を示した。これに対し，低熱ポルトランドセメントを使用した試験 No.3
については，コンクリート供試体のサイズを大きくしても材齢 3 日以降の断熱温度上昇量が上昇
する現象は認められなかった。 
②コンクリートの熱伝導率および比熱の影響 
簡易断熱試験装置の計測結果を用いて逆解析を実施する場合，コンクリートの熱伝導率および
比熱を使用するが，これらの値は推定値を使用することとなる。そこで，試験 No.1の計測結果を
基に，コンクリートの熱伝導率および比熱が断熱温度上昇量の推定結果に及ぼす影響について検
討を行った。土木学会「コンクリート標準示方書 施工編」16)によると，表－2. 3. 5に示したよ
うに，一般のコンクリートの熱伝導率は 2.6～2.8W/m℃，比熱は 1.05～1.26kJ/kg℃程度とされてい
る。そこで，この範囲で設定値を変えたパラメータスタディーを行った。検討を行った解析ケー
スを表－2. 3. 6に示す。 
 
表－2. 3. 6 解析ケース 
解析ケース 
熱伝導率 
（W/m℃） 
比熱 
（kJ/kg℃） 備考 
No.1 2.6 1.15 
熱伝導率の影響検討 
No.2 2.8 1.15 
No.3 2.7 1.05 
比熱の影響検討 
No.4 2.7 1.26 
 
 コンクリートの熱伝導率の違いが逆解析による断熱温度上昇量の推定値に及ぼす影響について
比較した結果を図－2. 3. 32に，比熱の違いが逆解析による断熱温度上昇量の推定値に及ぼす影響
について比較した結果を図－2. 3. 33に示す。また，比熱については，初期材齢での比較結果を図
－2. 3. 34に示す。 
コンクリートの熱伝導率の違いが逆解析による断熱温度上昇量の推定値に及ぼす影響について
比較した図－2. 3. 32では，コンクリートの熱伝導率を2.6W/m℃および2.8W/m℃と変化させても，
断熱温度上昇量はほぼ同値を示している。したがって，コンクリートの熱伝導率が逆解析による
断熱温度上昇量の推定値に及ぼす影響は小さいと考えられ，一般的なコンクリートの熱伝導率の
平均値 2.7 W/m℃を使用してよいと考える。これに対し，コンクリートの比熱の違いが逆解析に
よる断熱温度上昇量の推定値に及ぼす影響について比較した図－2. 3. 33では，比熱が小さくなる
と逆解析による断熱温度上昇量の推定値が大きくなる結果を示した。また，逆解析では，材齢が
経つにしたがって，比熱が異なることによる断熱温度上昇量の推定値の差が大きくなる傾向を示
した。 
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図－2. 3. 32 熱伝導率の違いによる断熱温度上昇量の比較 
図－2. 3. 33 比熱の違いによる断熱温度上昇量の比較 
図－2. 3. 34 初期材齢での比熱の違いによる断熱温度上昇量の比較 
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 簡易断熱試験装置のコンクリート供試体の寸法を大きくすることで，温度上昇量を大きくした
場合，逆解析による断熱温度上昇量の推定値が特に初期材齢において大きくなったことから，断
熱温度上昇量には，その温度履歴による依存性の影響があると考えられる。したがって，本手法
を用いて断熱温度上昇量を推定する場合，ある程度のコンクリートの温度上昇量を確保する必要
があり，そのためには，コンクリート供試体の寸法，あるいはコンクリート供試体を覆うための
より断熱効果が高い材料および方法について検討する必要があると考える。 
また，低熱ポルトランドセメントを使用した場合，温度制御断熱温度上昇試験装置による計測
結果では認められた材齢 3 日以降の断熱温度上昇の急激な上昇が，逆解析による推定値には認め
られなかった。この差が生じた原因については，明らかにすることができなかったことから，今
後さらに検討する必要があると考える。 
さらに，逆解析時に使用するコンクリートの熱伝導率および比熱が及ぼす影響について検討し
た結果，熱伝導率については影響が小さいが，比熱については材齢が進むに従って影響が大きく
なった。このことから，対象とするコンクリートの比熱の逆解析時の考慮方法については，さら
に検討する必要があると考える。 
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2.4 断熱温度上昇量の解析結果への影響 
逆解析による推定値と、温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果の断熱温度上昇量の違
いが、3次元 FEMによる温度応力の解析結果に及ぼす影響について、壁厚が 1m、長さが 10mの
壁状構造物を対象として比較検討を行った。 
 
2.4.1 温度応力解析の概要 
 3次元 FEMによる温度応力解析の比較では，外部拘束による温度ひび割れが発生し易い壁状構
造物を対象とした。対象とした側壁は，壁厚は 1.0m，長さは 10m，打込み高さは 3mとし，既設
の底版の上部に施工するものとした。温度応力解析で使用した解析モデルを図－2. 4. 1に示す。
解析モデルは，対称面を考慮し 1/4断面とした。解析のモデルーコードは、ASTEA-MACS Vol.4.0
を用いた。 
 
図－2. 4. 1 解析モデル 
 
ここでは，普通ポルトランドセメントを使用し，コンクリートの打込み温度を約 20℃とした試
験 No.1 と，低熱ポルトランドセメントを使用し，コンクリートの打込み温度を約 20℃とした試
験 No.3の断熱温度上昇量が，温度応力の解析結果に及ぼす影響について比較を行った。検討した
断熱温度上昇量を，表－2. 4. 1，図－2. 4. 2および図－2. 4. 3に示す。 
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表－2. 4. 1 比較した断熱温度上昇量 
試験 No. セメントの 種類* 
打込み温度 
(℃) 断熱温度上昇量 
試験 No.1 普通 20 
φ150簡易断熱試験装置①の逆解析による推定値 
φ400簡易断熱試験装置の逆解析による推定値 
温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果 
試験 No.3 低熱 20 
φ150簡易断熱試験装置①の逆解析による推定値 
φ400簡易断熱試験装置の逆解析による推定値 
温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果 
＊セメント種類 普通：普通ポルトランドセメント，低熱：低熱ポルトランドセメント 
 
図－2. 4. 2 断熱温度上昇量比較（試験 No.1） 
 
図－2. 4. 3 断熱温度上昇量比較（試験 No.3） 
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断熱温度上昇量以外のコンクリートの物性値については、全て同条件とし、土木学会「コンク
リート標準示方書・施工編」16)および「コンクリート標準示方書・構造性能照査編」19)を参照し
た。なお、圧縮強度は実測値を使用し，積算温度により強度発現の温度依存性を考慮した。解析
に用いたコンクリートの物性値を表－2. 4. 2に示す。 
 
表－2. 4. 2 コンクリートの物性値 
項目 単位 条 件 
試験 No.  試験 No.1 試験 No.3 
熱伝導率 W/m℃ 2.7 2.7 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 1.15 
単位容積質量 kg/m3 2305 2303 
熱伝達率 W/m2℃ 
側壁側面  鋼製型枠：14 
その他：14 
圧縮強度 N/mm2 
t<0.28day 
f’c(t)＝0 
0.28≦t<0.39 
f’c(t)＝4.11･logM－9.45 
0.39≦t<14.0 
f’c(t)＝20.81･logM－50.37 
7.0≦t<91.0 
f’c(t)＝12.62･logM－17.54 
91.0≦t 
f’c(t)＝f’c(91) 
M：積算温度(℃･hr) 
t<0.32day 
f’c(t)＝0 
0.32≦t<0.44 
f’c(t)＝4.39･logM－10.38 
0.44≦t<7.0 
f’c(t)＝4.31･logM－10.17 
7.0≦t<91.0 
f’c(t)＝34.01･logM－120.34 
91.0≦t 
f’c(t)＝f’c(91) 
M：積算温度(℃･hr) 
引張強度 N/mm2 
t cf (t) 0.44 f ' (t) u  
ft(t)：材齢 t日におけるコンクリートの引張強度 
fc(t)：材齢 t日におけるコンクリートの圧縮強度 
有効ヤング 
係数 N/mm
2 
3
e cE (t) φ 4.7 10 f ' (t) u u u  
eE (t)：材齢 t日における有効弾性係数 
φ  ：温度上昇時におけるクリープの影響が 
大きいことによる弾性係数の補正係数 
      材齢 3日まで；0.73，材齢 5日以降；1.00 
ポアソン比 － 0.2 0.2 
線膨張係数 μ/℃ 10.0 10.0 
 
なお，外気温は 20℃一定とし，解析期間は断熱温度上昇量を算出した材齢 12日までとした。 
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2.4.2 温度応力解析結果 
各試験ケースにおける解析結果の一覧を表－2. 4. 3に示す。なお，最小ひび割れ指数は，貫通
ひび割れに着目し，断面中央部での最小となるひび割れ指数とした。最高温度および最小ひび割
れ指数を示した節点および要素は，検討ケースに関わらず同位置となった。最高温度および最小
ひび割れ指数を示した節点および要素位置を図－2. 4. 4に示す。 
 
表－2. 4. 3 解析結果一覧 
試験 No. 断熱温度 上昇量* 
温度解析結果 応力解析結果 
最高温度 
 
(℃) 
最高温度 
となる材齢 
(日) 
最小ひび割れ 
指数時応力 
(N/mm2) 
最小ひび割れ 
指数時材齢 
(日) 
最小ひび割れ 
指数 
 
試験 No.1 
φ150簡易断熱 47.3 1.25 2.01 12.0 1.26 
φ400簡易断熱 49.5 1.25 2.24 12.0 1.13 
温度制御 49.5 1.25 2.18 12.0 1.17 
試験 No.3 
φ150簡易断熱 35.6 1.00 0.42  8.5 3.33 
φ400簡易断熱 35.5 1.00 0.51 11.0 3.19 
温度制御 34.9 1.00 0.63 12.0 2.76 
＊断熱温度上昇量 φ150簡易断熱：φ150簡易断熱試験装置①の逆解析による推定値 
φ400簡易断熱：φ400簡易断熱試験装置の逆解析による推定値 
温度制御：温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果 
 
図－2. 4. 4 最高温度および最小ひび割れ指数抽出箇所 
 
図－2. 4. 4における抽出箇所の各試験ケースにおける温度，応力およびひび割れ指数の履歴図
を，図－2. 4. 5～図－2. 4. 10に示す。 
 
 
最高温度抽出箇所
最小ひび割れ指数
抽出箇所 
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図－2. 4. 5 温度の履歴図（試験 No.1） 
図－2. 4. 6 応力の履歴図（試験 No.1） 
図－2. 4. 7 ひび割れ指数の履歴図（試験 No.1） 
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図－2. 4. 8 温度の履歴図（試験 No.3） 
図－2. 4. 9 応力の履歴図（試験 No.3） 
図－2. 4. 10 ひび割れ指数の履歴図（試験 No.3） 
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普通ポルトランドセメントを使用した試験 No.1の解析結果では，φ400の簡易断熱試験装置の
逆解析による推定値と温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合の最高温度は
同値となった。これに対し，他の 2 ケースに比べ初期の温度上昇が遅いφ150 の簡易断熱試験装
置の逆解析による推定値を用いた場合は，最高温度が 2℃程度低くなる結果を示した。ひび割れ
指数については，最高温度が低くなったφ150 の簡易断熱試験装置の逆解析による推定値を用い
た場合，他の 2ケースに比べ 1割程度最小ひび割れ指数が大きくなる傾向を示した。 
低熱ポルトランドセメントを使用した試験 No.3の解析結果では，断熱温度上昇量として簡易断
熱試験装置の逆解析による推定値を使用した場合，簡易試験装置の寸法に関わらず最高温度はほ
ぼ同値となった。温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合，簡易試験装置に
よる2ケースに比べ，最高温度が0.7℃程度低くなる結果を示した。最小ひび割れ指数については，
温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合が最も小さい値を示し，φ150 の簡
易断熱試験装置の逆解析による推定値を用いた場合に比べ，およそ 2 割程度，φ400 の簡易断熱
試験装置の逆解析による推定値を使用した場合と比較すると，1.5割程度小さい値となった。図－
2. 4. 3の断熱温度上昇量の履歴図に示したように，簡易断熱試験装置の逆解析による推定値は，
材齢 3日から 10日において，断熱温度が直線的に上昇しているのに対し，温度制御断熱温度上昇
試験装置による試験結果は，温度上昇が大きくなる傾向が認められる。その影響に伴い，図－2. 4. 
8 に示した温度解析結果の履歴図では，温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた
場合，他の 2ケースに比べ材齢 3日から 10日の温度降下が緩やかになっている。そのため，図－
2. 4. 9に示した応力の履歴図では，材齢 3日から 10日にかけて引張応力の増加も緩やかになって
いる。これに対し，簡易断熱試験装置の逆解析による推定値を用いた場合は，材齢 3 日以降の断
熱温度上昇量が，断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合に比べ小さくなることから，
材齢 3日から 10日にかけての温度降下量が大きくなり，引張応力の増加が大きくなる。そのため，
温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合に比べ，早い時期にひび割れ指数が
低下する傾向を示した。また，断熱温度上昇量について，簡易断熱試験装置の逆解析による推定
値は，材齢 10日以降も断熱温度上昇量が直線的に増加するのに対し，温度制御断熱温度上昇試験
装置による試験結果は，断熱温度上昇の増加が緩やかになり収束する傾向を示す。このため，図
－2. 4. 8に示した温度の履歴図では温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合
の方が，温度低下が急激になる傾向を示し，この温度低下の違いにより，温度制御断熱温度上昇
試験装置による試験結果を用いた場合の方が，他の 2ケースに比べ，材齢 10日以降のひび割れ指
数の低下が大きくなったと考えられる。 
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2.5 まとめ 
本章では，温度制御を行わない簡易な温度の計測装置により計測した温度の結果を基に，最小
二乗法を用いた逆解析により断熱温度上昇量を求める手法について検討した。その結果明らかと
なった知見を以下にまとめる。 
 
逆解析による断熱温度上昇量の算出手法の解析による検証結果については，次の通りである。 
1）温度制御を行わない試験装置により測定した温度履歴のデータを基に，最小二乗法を用いた逆
解析により，コンクリートの断熱温度上昇量を推定する手法について，解析データを基にその
適用性について検証を行った。その結果，セメントの種類に関わらず，仮定した断熱温度上昇
量と逆解析により算出した断熱温度上昇量はよく一致したことから，本逆解析手法による断熱
温度上昇量の推定は解析的には可能である。 
2）逆解析時に使用する温度の参照点の数が断熱温度上昇量の推定結果に及ぼす影響について，パ
ラメータスタディーにより検討を行った。その結果，温度の参照点が 3点以上あれば，十分精
度良く断熱温度上昇量を推定できることが明らかとなった。 
3）逆解析時に仮定する timeiにおける前ステップからの断熱温度上昇量の増分量ΔQ(timei)の検討
幅の分割数が断熱温度上昇量の推定結果に及ぼす影響について，パラメータスタディーにより
検討を行った。その結果，分割数が 10 以上あれば精度良く断熱温度上昇量を推定できること
が明らかとなった。 
 
逆解析による断熱温度上昇量の算出手法の実測による検証結果については，次の通りである。 
4）温度履歴を計測する簡易断熱試験装置は，作業性を考慮してコンクリートは直径が 150mm，
高さが 300mmの円柱供試体とし，その周りを厚さが 8mmの塩ビ管および 200mmの発泡スチ
ロールで覆うことで熱の急激な逸散を防止した。 
5）上記簡易断熱試験装置による計測結果を基に，逆解析により断熱温度上昇量を推定した。逆解
析により推定した断熱温度上昇量を，温度制御を行う断熱温度上昇試験装置により測定した結
果と比較すると，初期材齢での温度上昇量が比較的大きい普通ポルトランドセメントを使用し
た場合，簡易断熱試験装置による推定値の方が小さくなる傾向を示した。 
6）簡易断熱試験装置のコンクリート供試体の寸法を直径が 400mm，高さが 400mmと大きくする
ことで温度上昇量を大きくした場合，逆解析による断熱温度上昇量の推定値が初期材齢におい
て大きくなり，温度制御を行う断熱温度上昇試験装置により測定した結果に近づいたことから，
断熱温度上昇量には，その温度履歴による依存性の影響があると考えられる。 
7）低熱ポルトランドセメントを使用した場合，温度制御を行う断熱温度上昇試験装置による計測
結果では認められた材齢 3日以降の断熱温度上昇の急激な上昇が，逆解析による推定値には認
められなかった。この差が生じた原因については，明らかにすることができなかったことから，
今後更に検討する必要がある。 
8）逆解析時に使用するコンクリートの熱伝導率および比熱が及ぼす影響について，パラメータス
タディーにより検討した。その結果，熱伝導率については影響が小さいが，比熱については材
齢が進むにつれてその影響が大きくなることから，対象とするコンクリートの比熱の逆解析時
の考慮方法について検討する必要がある。 
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推定した断熱温度上昇量の解析結果への影響については，次の通りである。 
9）断熱温度上昇量の違いが、3 次元 FEM による温度応力解析結果に及ぼす影響について、壁厚
が 1m、長さが 10mの壁状構造物を対象として比較検討を行った。 
10）普通ポルトランドセメントを使用した試験ケースについては，直径が 150mmの簡易断熱試験
装置の逆解析による推定値を用いた場合，他の 2 ケースに比べ最高温度が 2℃程度低くなり，
貫通ひび割れに対する最小ひび割れ指数は 10%程度大きくなる結果を示した。 
11）低熱ポルトランドセメントを使用した試験ケースについては，最小ひび割れ指数については，
温度制御断熱温度上昇試験装置による試験結果を用いた場合が最も小さい値を示し，直径が
150mm の簡易断熱試験装置の逆解析による推定値を用いた場合に比べ，およそ 20%程度，直
径が 400mm の簡易断熱試験装置の逆解析による推定値を使用した場合と比較すると，15%程
度小さい値となった。 
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第 3章 温度応力解析の精度向上に関する研究 
 
3.1 はじめに 
温度応力解析の解析精度の向上を図る上で，まず，第一のステップとして，前章で述べたよう
に温度の履歴と分布の予測精度の向上を図る必要がある。さらに，次ステップでは，発生する温
度応力の予測精度の向上を図ることが求められる。温度応力の予測においては，図－3. 1. 1にそ
の流れを示したように，コンクリートの体積変化を基に，ヤング係数やクリープおよび拘束条件
を考慮し温度応力を算出する。したがって，温度応力の予測精度の向上を図る上では，コンクリ
ートの体積変化（膨張・収縮）の予測精度の向上を図ることが必要不可欠である。 
コンクリートの体積変化に影響を及ぼす要因としては，図－3. 1. 1に示すように，1）セメント
水和熱および環境温度の変化による部材の温度変化，2）セメントの水和反応により生じるコンク
リートの自己収縮，3）表面からの水分の逸散による乾燥収縮に加え，4）ひび割れ制御対策とし
て膨張材を使用する際の膨張が挙げられる。 
そこで，本章では，2）自己収縮，および 4）膨張材による膨張に着目し，温度応力解析の解析
精度の向上を図ることを目的とし，自己収縮が温度応力に及ぼす影響，および膨張材の使用効果
の考慮方法について検討した結果をまとめる。 
 
図－3. 1. 1 温度応力算出の流れ 
 
 
体積変化（膨張・収縮）の予測 温度履歴・分布 
熱膨張係数 
2）自己収縮 
4）膨張材による膨張 
3）乾燥収縮 
1）温度変化 
影響要因 
温度応力の予測 
2）クリープ 
3）拘束条件 
1）ヤング係数 
影響要因 
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3.2 自己収縮が温度応力に及ぼす影響 
セメントの水和反応により生じるコンクリートの自己収縮は，比較的古くから研究されている
現象であり，その大きさは 100×10-6程度とされてきた 1)。しかしながら近年の研究において，特
に水セメント比が小さくなると自己収縮は大きくなる傾向がある 2)･3)ことが明らかとなった。  
1996年 11月には，社団法人日本コンクリート工学協会により「自己収縮研究委員会報告書」4)
がまとめられ，本文では，「水和反応が原因となる自己収縮はコンクリート内部にも生じることが
明らかで，温度応力の解析でも無視できないことが予想され，また，従来は初期の乾燥収縮現象
とみなされてきたプラスチック収縮も，自己収縮の影響を含み，乾燥を防止するだけではひび割
れの十分な対策にならないことが考えられる」と言及されている。これらの検討結果を受け，(社)
土木学会「平成 11年版 コンクリート標準示方書－耐久性照査型－・施工編」5)からは，施工段階
におけるひび割れ照査時の温度応力の主原因として，セメント水和熱による体積変化に加え，自
己収縮による体積変化についても考慮することが盛り込まれた。 
既往の研究より，コンクリートの自己収縮は，セメント種類，混和材の種類，水結合材比，単
位粗骨材量の影響を受けることが明らかとなっている 4),6)～8)。更に近年では，自己収縮の温度依
存性に関する研究が盛んに行われている。自己収縮の温度依存性については，未だ統一された見
解はないが，いくつかの研究結果で，初期材齢において高温履歴を受けたコンクリートの自己収
縮ひずみは大きくなる傾向が認められる 9)～12)。 
自己収縮の考慮がマスコンクリートの温度応力に及ぼす影響について検討された事例は，多々
見受けられる 13)～17)。しかしながら，これらの研究はいずれも，自己収縮が大きくなるとされる水
結合材比が 40%程度以下の高強度コンクリートを対象とした場合である。更に，外部拘束応力が
卓越する条件下での断面中心部の温度応力を対象としたものがほとんどであり，内部拘束が卓越
する場合の表面部の温度応力について言及している研究は認められない。 
そこで，本節では，使用頻度が高い水結合材比が 50～55%程度の一般的なコンクリートを対象
とし，コンクリートの自己収縮が，以下の 2 種類の温度応力に及ぼす影響について，解析により
検討した結果をまとめる。 
 
①壁状構造物を対象とした外部拘束に起因した温度応力 
②部材断面の厚い柱状構造物を対象とした内部拘束に起因した温度応力 
 
このうち，表面の温度応力については，自己収縮の温度依存性に伴う同一断面内の自己収縮ひ
ずみの分布による内部拘束応力の影響についても検討した。更に，自己収縮が鉄筋に拘束される
ことによって発生する応力も無視できないとの検討例 18)もあることから，表面部に発生する温度
応力については，表面部に配置される鉄筋の拘束による影響についても併せて検討を行った。 
 
3.2.1 自己収縮が断面中心の温度応力に及ぼす影響 
 本節では，外部拘束による温度応力が卓越する壁状構造物を対象とし，その断面中心の温度応
力について自己収縮の考慮の有無が及ぼす影響について解析的に検討した結果について述べる。 
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（1）検討対象 
解析は，外部拘束応力が卓越し貫通ひび割れが発生し易い底版の上部に施工された壁状構造物
を対象とし，一般的な規模のもの（幅 1.0m，高さ 4.0m，長さ 20.0m）をモデル化した。 
図－3. 2. 1に本検討で用いた解析モデルに示す。解析モデルは，1/4断面をモデル化した 3次元
モデルとした。解析のモデルーコードは、ASTEA-MACS Vol.4.0を用いた。 
 
図－3. 2. 1 解析モデル 
 
本検討では，外部拘束によって発生する応力に対する自己収縮の考慮の有無の影響について検
討を行うことから，断面中心の値について着目し検討を行った。着目した部位を図－3. 2. 2に示
す。 
図－3. 2. 2 着目部位 
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（2）検討パラメータ 
検討パラメータは，自己収縮考慮の有無に加え，セメント種類，対象地域および打込み時期と
した。本検討で用いた解析水準を，表－3. 2. 1に示す。 
 
表－3. 2. 1 解析水準 
解析要因 解析水準 
自己収縮 考慮する，考慮しない 
セメント種別 
普通ポルトランドセメント(N) 
早強ポルトランドセメント(H) 
低熱ポルトランドセメント(L) 
高炉セメントＢ種(BB) 
対象地域 札幌，東京，宮崎 
打込み時期 2月，8月，11月 
 
セメント種類は，普通ポルトランドセメント(N)，早強ポルトランドセメント(H)，低熱ポルト
ランドセメント(L)，高炉セメント B種(BB)の 4種類，対象地域は，東京，札幌。宮崎の 3箇所，
打込み時期は，8月（夏期），2月（冬期），11月（秋期）の 3シーズンとし，合計 72ケースにつ
いて検討した。 
 
（3）解析条件 
a）コンクリートの配合 
コンクリートの配合は，一般的に用いられている水セメント比が 55%，単位セメント量が
300kg/m3程度のものを対象とした。 
本検討で考慮したコンクリートの配合を，表－3. 2. 2に示す。 
 
表－3. 2. 2 コンクリートの配合 
水セメント比 
(%) 
単位量(kg/m3) 
水 セメント 
55.0 165 300 
 
b）断熱温度上昇特性 
断熱温度上昇特性は，式[3.2.1]を用いて考慮することとした。なお，打込み温度および単位セ
メント量に依存する係数（Q∞，α，β）については，セメントメーカー各社の実験データの平均
値を使用することとした。本検討で用いた打込み温度および単位セメント量と各係数の関係を， 
表－3. 2. 3に示す。 
 
^ `Q(t) Q 1 exp( t )f u    βγ      [3.2.1] 
ここに， 
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Q(t)： 材齢 t日の断熱温度上昇量(日) 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値(℃) 
γ･β： 温度上昇速度を表す定数 
 
表－3. 2. 3 打込み温度および単位セメント量と各係数の関係 
セメント種類 打込み温度 
(℃) Q∞ α β 
普通ポルトランド 
セメント 
10 53.4 0.49 1.11 
20 50.5 1.03 1.12 
30 49.6 1.41 1.03 
早強ポルトランド 
セメント 
10 51.4 0.86 2.26 
20 50.2 1.76 1.49 
30 49.8 2.58 0.93 
低熱ポルトランド 
セメント 
10 40.2 0.37 0.72 
20 41.7 0.47 0.65 
30 41.3 0.61 0.61 
高炉セメント B種 
10 54.1 0.38 1.08 
20 50.9 0.78 0.96 
30 49.7 1.08 0.96 
 
c）外気温 
 外気温は，対象地域に最も近い観測場所での過去 4年間の日平均気温を用いることとした。 
 本検討で用いた検討対象地域の外気温を，図－3. 2. 3に示す。 
 
図－3. 2. 3 外気温 
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d）コンクリート物性値 
 断熱温度上昇特性を除く，本検討で用いたコンクリートの物性値を，表－3. 2. 4および表－3. 2. 
5に示す。 
 コンクリートの熱物性値（熱伝導率・比熱・熱伝達率）は，(社)土木学会「コンクリート標準示
方書・施工編」(2002 年制定)19)に準拠して設定した。コンクリートの強度特性（圧縮強度・引張
強度・ヤング係数）は，各セメントメーカーの技術資料をもとに算定した。クリープの影響につ
いては，低減係数によりヤング係数を低減した有効ヤング係数を用いることで考慮した。低減係
数は，(社)日本コンクリート工学協会「マスコンクリートのひび割れ制御指針」20)に準拠して設定
した。また，ポアソン比および熱膨張係数は，(社)土木学会「コンクリート標準示方書・構造性能
照査編」(2002年制定)21)に準拠した。 
 
表－3. 2. 4 コンクリートの物性値 
項目 単位 条 件 
熱伝導率 W/m℃ 2.7 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 
単位容積質量 kg/m3 2300 
熱伝達率 W/m2℃ 
側壁側面 鋼製型枠：14 
側壁上面 養生無し：14 
その他：14 
圧縮強度 N/mm2 
     e fc e f
t s
f ' t f ' 91
a b t s
 u    
f’c(t)：材齢 t日におけるコンクリート圧縮強度 
a･b：圧縮強度発現式の係数（参照） 
te：有効材齢(日) 
 
n
e i
i 1 i 0
4000t t exp 13.65
273 T t / T 
¦ § · '  ¨ ¸¨ ¸ '© ¹
 
Δti：温度が T(℃)である期間の日数(日) 
T0：1(℃) 
sf：硬化原点（凝結終結時間(日)） 
f'c(91)：材齢 91日の圧縮強度(N/mm2) 
引張強度 N/mm2     0.53t cf t 0.54 f ' t 0.74 u   
ft(t)：材齢 t日におけるコンクリート引張強度 
有効ヤング係数 N/mm2 
    0.453e cE t φ 6.3 10 f ' t u u u  
Ee(t)：材齢 t日における有効弾性係数 
φ  ：温度上昇時におけるクリープの影響が 
大きいことによる弾性係数の補正係数 
      材齢 3日まで；0.42 材齢 3日以降；0.65 
ポアソン比 － 0.2 
熱膨張係数 μ/℃ 10.0 
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表－3. 2. 5 圧縮強度発現式の係数 
セメント種類 a b Sf 
(日) 
普通ポルトランドセメント 3.98 0.956 0.37 
早強ポルトランドセメント 1.18 0.987 0.30 
低熱ポルトランドセメント 21.73 0.760 0.50 
高炉セメント B種 8.58 0.900 0.42 
 
自己収縮ひずみは，宮澤らが提案した予測式[3.2.2]を使用した 22)。 
ただし，上記予測式において，高炉セメント B種については，今回検討した水セメント比(W/C)
が 55%程度の比較的大きな範囲では，実測値に比べ宮澤らが提案している予測式よる推定値の方
が自己収縮ひずみの値が小さく算出される傾向がある。そこで，高炉セメント B種の予測式のセ
メントおよび混和材の種類の影響を表す係数については，自己収縮研究員会報告書 4)に記載され
た値を用いることとした。 
 
     c c0ε t ε W / C β t u uγ       [3.2.2] 
ここに， 
   ^ `c0ε W / C 3070 exp 7.2 W / C u  u  
   ^ `b0β t 1 exp a t t     
 cε t ： 材齢 tにおける自己収縮ひずみ（×10-6） 
γ： セメントおよび混和材の種類の影響を表す係数 
普通ポルトランドセメント：1.0 
早強ポルトランドセメント：1.2 
低熱ポルトランドセメント：0.4 
高炉セメント B種：1.3 
 c0ε W / C ： 自己収縮ひずみの終局値（×10-6） 
 β t ： 自己収縮の進行を表す関数 
W/B： 水結合材比 
a,b： 定数 → W/C=55%：a＝0.09，b=1.0 
 ^ `a 3.72 exp 6.83 W / C u  u   ^ `b 0.251 exp 2.49 W / C u  u  
t0： 凝結の始発（日）式[3.2.3]により有効材齢で考慮 
t： 材齢（日）式[3.2.3]により有効材齢で考慮 
 
n
i
i 1 i 0
4000t t exp 13.65
273 T t / T 
¦ § · '  ¨ ¸¨ ¸ '© ¹
    [3.2.3]
 
Δti： コンクリート温度が T℃である期間の日数 
T0： 1（℃） 
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本検討で用いた自己収縮ひずみの履歴図を，図－3. 2. 4に示す。 
 
図－3. 2. 4 自己収縮ひずみの履歴図 
 
e）解析結果 
対象地域を東京都，打込み時期を 2 月とした場合の解析結果について，温度，温度応力および
ひび割れ指数の履歴図を図－3. 2. 5～図－3. 2. 7に示す。なお，温度応力およびひび割れ指数は，
図－3. 2. 1の解析モデル図に示した Y方向の温度応力に対応した解析結果を示す。また，セメン
ト水和熱による影響と，外気温の変動による影響を区別するため，評価する材齢を短期（材齢 28
日まで）と長期（材齢 28日以降）の 2種類とした。 
セメント種別，自己収縮の有無に関わらず，いずれの検討ケースにおいても温度応力は，セメ
ント水和熱による温度上昇に伴い圧縮側に推移した後，温度が硬化するに従って徐々に引張側に
推移し，その後外気温の低下に伴い更に引張応力が大きくなる傾向を示した。 
自己収縮による影響については，自己収縮を考慮しない場合に比べ自己収縮を考慮した場合，
セメント種類に関わらず引張応力は大きくなり，ひび割れ指数は小さくなる結果を示した。また，
自己収縮の考慮の有無による温度応力およびひび割れ指数の差は，自己収縮の単位時間当たりの
増加量が大きい材齢初期において徐々に大きくなり，自己収縮の増加量が小さくなる材齢 40日あ
たり以降からは概ね収束し，温度応力・ひび割れ指数ともに平行に推移する傾向を示した。 
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図－3. 2. 5 温度の履歴図 
 
図－3. 2. 6 温度応力の履歴図 
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図－3. 2. 7 ひび割れ指数の履歴図 
 
検討ケースのうち対象地域を東京都とした場合の最高温度の比較を図－3. 2. 8に，発生した最
大の温度応力の比較を図－3. 2. 9に，最小ひび割れ指数の比較を図－3. 2. 10に示す。 
最高温度は，セメント種別に関わらず 8月の打込み時期が最も高く，次いで 11月，2月の順に
低くなる結果を示した。また，同一の打込み時期および対象箇所とした場合，早強ポルトランド
セメントを使用した場合が最も高く，次いで普通ポルトランドセメント，高炉セメント B種，低
熱ポルトランドセメントの順となった。 
最大温度応力は，いずれのセメント種別においても温度上昇量の大きい 8月が最も大きくなり，
次いで 11月，2月の順となった。同一の打込み時期および対象箇所とした場合は，早強ポルトラ
ンドセメントが最も大きく，次いで，普通ポルトランドセメント，高炉セメント B種，低熱ポル
トランドセメントの順となった。また，全てのケースにおいて，自己収縮なしに比べ自己収縮を
考慮した方が，温度応力は大きくなる結果を示した。 
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ひび割れ指数は，セメント種別に関わらず温度上昇量の大きい 8 月が最も小さくなり，次いで
11 月，2 月の順に大きくなった。同一の打込み時期および対象箇所とした場合は，早強ポルトラ
ンドセメントが最も小さく，次いで，普通ポルトランドセメント，高炉セメント B種，低熱ポル
トランドセメントの順となった。また，全てのケースにおいて，自己収縮なしに比べ自己収縮を
考慮した方が，温度応力が大きく，ひび割れ指数は小さくなる傾向を示した。 
 
図－3. 2. 8 最高温度の解析結果（対象地域：東京） 
 
図－3. 2. 9 最大温度応力の解析結果（対象地域：東京） 
 
図－3. 2. 10 最小ひび割れ指数の解析結果（対象地域：東京） 
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自己収縮の有無が最大温度応力に及ぼす影響について検討を行うため，式[3.2.4]に示す最大応
力比を用いた。 
 
ey
σy
ny
σ
R σ        [3.2.4] 
ここに， 
σey： 自己収縮を考慮した場合の最大温度応力(N/mm2) 
σny： 自己収縮を考慮しない場合の最大温度応力(N/mm2) 
 
短期および長期の最大応力比の範囲および平均値を表－3. 2. 6に示す。 
 
表－3. 2. 6 最大応力比の範囲 
セメントの種類 
短期 長期 
範囲 平均値 範囲 平均値 
普通ポルトランドセメント 1.12～1.15 1.14 1.11～1.27 1.17 
早強ポルトランドセメント 1.11～1.18 1.17 1.15～1.24 1.19 
低熱ポルトランドセメント 1.09～1.12 1.10 1.07～1.16 1.11 
高炉セメント B種 1.19～1.26 1.20 1.16～1.40 1.24 
 
最大応力比は，高炉セメント B種が最も大きく，次いで早強ポルトランドセメント，普通ポル
トランドセメントとなり，低熱ポルトランドセメントが最も小さい値を示した。最も大きな値を
示した高炉セメント B種については，最大応力比が最大で 1.40となる場合がある。したがって，
特に自己収縮ひずみが大きいと想定される高炉セメント B種を使用した場合，自己収縮を考慮す
ることにより，最大温度応力が 4 割程度増加する場合があり，外部拘束に起因した温度応力に対
して，自己収縮の考慮が大きな影響を与えることが明らかとなった。 
最大応力発生時の温度と最高温度との差を最大応力発生時までの温度降下量とした場合，各セ
メント種類におけるこの温度降下量と最大応力比の関係を図－3. 2. 11および図－3. 2. 12に示す。 
短期については，最大応力発生時までの温度降下量と最大応力比との明確な相関は認められな
かった。これに対し，長期ではいずれのセメント種類においても，最大応力発生時までの温度降
下量が小さくなるほど，最大応力比が大きくなる傾向が見られる。これは，長期材齢になると温
度降下量は大きいほど応力の発生要因として温度応力が支配的となるため，自己収縮の影響はそ
れ程顕著ではないのに対し，温度降下量が小さいほど，自己収縮の影響が顕在化するためである
と考えられる。 
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図－3. 2. 11 最大応力発生時までの温度降下量と最大応力比の関係（短期） 
 
図－3. 2. 12 最大応力発生時までの温度降下量と最大応力比の関係（長期） 
 
長期における最大応力発生時までの最高温度からの温度降下量と最大応力比との関係は，式
[3.2.5]により近似できる。 
 
2aσy 1 deR a T u        [3.2.5] 
ここに， 
Rσy： 最大応力比 
Tde： 最大応力発生時までの最高温度からの温度降下量(℃) 
a1・a2： 係数（表－3. 2. 7参照） 
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表－3. 2. 7 最大応力発生までの温度降下量と最大応力比の関係を表す係数 
セメントの種類 記号 a1 a2 相関係数 
普通ポルトランドセメント N 1.822 -0.1182 0.976 
早強ポルトランドセメント H 2.064 -0.1375 0.974 
低熱ポルトランドセメント L 1.393 -0.0689 0.982 
高炉セメント B種 BB 2.226 -0.1610 0.988 
 
同等の温度降下量における最大応力比は，短期においては，高炉セメント B種が最も大きく，
次いで早強ポルトランドセメント，普通ポルトランドセメントとなり，低熱ポルトランドセメン
トが最も小さい値を示した。長期においては，高炉セメント B種と早強ポルトランドセメントが
ほぼ同程度と大きく，次いで普通ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントの順となっ
た。 
以上より，外部拘束に起因した最大温度応力に対する自己収縮の考慮の有無が及ぼす影響につ
いて，以下のことが明らかとなった。 
1）自己収縮を考慮すると，考慮しない場合に比べ最大温度応力は大きくなる。 
2）大きくなる割合は，高炉セメント B種および早強ポルトランドセメントを使用した場合が大
きく，次いで普通ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントの順となる。 
3）長期材齢で考慮した場合，最大温度応力までの温度降下量が小さいほど自己収縮の影響を大
きく受ける。 
 
次に，自己収縮の有無が最小ひび割れ指数に及ぼす影響について検討を行うため，式[3.2.6]に
示す最小ひび割れ指数比（Rci）を用いた。 
 
leciRci
ln ci
        [3.2.6]
 
ここに， 
Ieci： 自己収縮を考慮した場合の最小ひび割れ指数 
Inci： 自己収縮を考慮しない場合の最小ひび割れ指数 
 
短期および長期の最大応力比の範囲および平均値を表－3. 2. 8に示す。 
 
表－3. 2. 8 最小ひび割れ指数比の範囲および平均値 
セメントの種類 
短期 長期 
範囲 平均値 範囲 平均値 
普通ポルトランドセメント 0.87～0.90 0.88 0.82～0.90 0.86 
早強ポルトランドセメント 0.84～0.90 0.86 0.81～0.90 0.85 
低熱ポルトランドセメント 0.91～0.94 0.92 0.86～0.93 0.90 
高炉セメント B種 0.84～0.87 0.85 0.76～0.86 0.82 
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最小ひび割れ比は，高炉セメント B種が最も小さく，次いで早強ポルトランドセメント，普通
ポルトランドセメントとなり，低熱ポルトランドセメントが最も大きな値を示した。最も小さな
値を示した高炉セメント B 種については，最小ひび割れ指数比が最小で 0.76 となる場合がある。
したがって，特に自己収縮ひずみが大きいと想定される高炉セメント B種を使用した場合，自己
収縮考慮することにより，最小ひび割れ指数が 2 割程度小さくなる場合があり，外部拘束に起因
した温度応力に対する最小ひび割れ指数について，自己収縮の考慮が大きな影響を与えることが
明らかとなった。 
最小ひび割れ指数発生時の温度と最高温度との差を最小ひび割れ指数発生時までの温度降下量
とした場合，各セメント種類におけるこの温度降下量と最大応力比の関係を図－3. 2. 13および図
－3. 2. 14に示す。 
 
図－3. 2. 13 最小ひび割れ指数時までの温度降下量と最大応力比の関係（短期） 
 
図－3. 2. 14 最小ひび割れ指数時までの温度降下量と最大応力比の関係（長期） 
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短期の最小ひび割れ指数比については，温度降下量との顕著な相関性認められない。長期につ
いては，最小ひび割れ指数時までの温度降下量が小さくなると最小ひび割れ指数比が小さくなる
傾向を示した。これは，最大温度応力と同様に，長期材齢になると温度降下量は大きいほど応力
の発生要因として温度応力が支配的になるため，自己収縮の影響はそれ程顕著ではないのに対し，
温度降下量が小さいほど，自己収縮の影響が顕在化するためであると考えられる。 
長期における最小ひび割れ指数発生時までの最高温度からの温度降下量と最小ひび割れ指数比
との関係は，式[3.2.7]により近似できる。 
 
2b
1 deRci b T u        [3.2.7] 
ここに， 
Rci： 最小ひび割れ指数比 
Tde： 最小ひび割れ指数時までの最高温度からの温度降下量(℃) 
b1・b2： 係数（表－3. 2. 9参照） 
 
表－3. 2. 9 最小ひび割れ指数発生までの温度降下量と最小ひび割れ指数比の関係を表す係数 
セメントの種類 記号 b1 b2 相関係数 
普通ポルトランドセメント N 0.6219 0.0880 0.980 
早強ポルトランドセメント H 0.4475 0.1603 0.920 
低熱ポルトランドセメント L 0.7241 0.0677 0.978 
高炉セメント B種 BB 0.5386 0.1158 0.984 
 
同等の温度降下量における最小ひび割れ指数比は，短期においては，高炉セメント B種が最も
小さく，次いで早強ポルトランドセメント，普通ポルトランドセメントとなり，低熱ポルトラン
ドセメントが最も大きな値を示した。長期においては，高炉セメント B種と早強ポルトランドセ
メントがほぼ同程度に小さく，次いで普通ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントの
順となった。 
以上より，外部拘束に起因した温度応力に対する最小ひび割れ指数に自己収縮の考慮の有無が
及ぼす影響について，以下のことが明らかとなった。 
1）自己収縮を考慮すると，考慮しない場合に比べ最小ひび割れ指数は小さくなる。 
2）その小さくなる割合は，高炉セメント B種および早強ポルトランドセメントを使用した場合
が大きく，次いで普通ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントの順となる。 
3）長期材齢で考慮した場合，最小ひび割れ指数までの温度降下量が小さいほど自己収縮の影響
を大きく受ける。 
 
3.2.2 自己収縮が若材齢時の表面部の温度応力に及ぼす影響 
近年では，高炉セメントＢ種を使用したコンクリート構造物で比較的若材齢時に格子状のひび
割れが発生した事例が報告されており，その原因として自己収縮の鉄筋拘束による影響が指摘さ
れている。そこで，本節では，自己収縮が若材齢時の表面部の温度応力に与える影響について，
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鉄筋を考慮した検討を行った。 
 
（1）温度履歴を与えた場合の自己収縮ひずみの測定 
a）実験概要 
自己収縮ひずみは，図－3. 2. 15に示すように高さが 900mm，直径が 150mmの円筒形型枠を用
いて，埋込み型ひずみ計により測定した 23)。なお，型枠は内面にスポンジとビニールシートを設
置することでコンクリートが自由に変形できる構造とした。また熱電対により，コンクリート温
度についても測定した。 
本実験で用いたコンクリートの使用材料および配合を，表－3. 2. 10および表－3. 2. 11に示す。
コンクリートは高炉セメントＢ種を使用し，水セメント比を 50%とした一般的な配合とした。 
 
図－3. 2. 15 自己収縮ひずみ測定装置 
 
表－3. 2. 10 コンクリートの使用材料 
項目 記号 仕様 
水 W 上水道  
セメント C 高炉セメント B種 密度：3.04g/m3 
細骨材 S 陸砂 表乾密度：2.63 g/m3，F.M.：2.50 
粗骨材 G 砕石 2005 表乾密度：2.65 g/m3，F.M.：6.74 
混和剤 AD AE減水剤（標準形）  
 
表－3. 2. 11 コンクリートの配合 
粗骨材の 
最大寸法 
(mm) 
スランプ 
 
(cm) 
W/C 
 
(%) 
空気量 
 
(%) 
s/a 
 
(%) 
単位量(kg/m3) 
W C S G AD 
20 12 50.0 4.5 43.0 160 320 780 1040 0.80 
 
 
10
0
埋込み型
ひずみ計
フェルト
 (t:3)
P.Pシート
バネ式
伸縮可能受台
発泡
スチロール
 (t:15)
30
0
φ150
単位 (mm)
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 打込み温度と養生条件を検討パラメータとし，表－3. 2. 12に示す 4ケースについて自己収縮ひ
ずみを測定した。 
 
表－3. 2. 12 検討ケース 
検討ケース 
名称 
打込み温度 
(℃) 
養生条件 
 
1)20℃一定 20 20℃一定 
2)30℃一定 30 30℃一定 
3)簡易断熱 20 簡易断熱養生*1 
4)断熱履歴 20 断熱履歴養生*2 
*1：厚さが 100mmの発泡スチロールで試験体を覆い 20℃一定の室内に設置 
*2：予め同種コンクリートを用いて断熱試験装置により測定した断熱温度上
昇特性と試験体温度が同値となるように，雰囲気温度を制御 
 
b）実験結果 
各ケースの試験体中止部の温度の履歴図を図－3. 2. 16に示す。 
また，各ケースのコンクリートの測定されたひずみ（以下，「実ひずみ」と称す）の履歴図を
図－3. 2. 17に示す。 
 
図－3. 2. 16 自己収縮ひずみ測定試験体の温度履歴 
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図－3. 2. 17 実ひずみ測定結果の履歴図 
 
自己収縮ひずみを算出するには，式[3.2.8]に示すように実ひずみから温度変化に起因した温度
ひずみを差し引く必要がある。 
 
   tas msi i i
i 1
ε t ε α T
 
¦ '  u'      [3.2.8]
 
ここに， 
εas(t)： 材齢 t日における自己収縮ひずみ 
Δεmsi： iステップにおける前ステップからの実ひずみの変化量 
αi： iステップにおける熱膨張係数 
ΔTi： iステップにおける前ステップからの温度変化量 
 
温度変化に起因した温度ひずみは，温度変化量に熱膨張係数を乗じることで算出できるが，熱
膨張係数は，若材齢時において変化することが既往の研究より明らかにされている 24)。しかしな
がら，その値については十分に把握できていない。そこで，本実験では，若材齢の線膨張係数に
ついては，既往の研究結果 25)を参照して，図－3. 2. 18に示す履歴図を設定した。 
温度，実ひずみの測定結果および想定した熱膨張係数から，式[3.2.8]を用いて算出した自己収
縮ひずみの履歴図を図－3. 2. 19に示す。なお，材齢と温度の影響は，CEB-FIP model code 90（以
下，CEB90と略称）を参照し，有効材齢で整理した。 
自己収縮ひずみは，有効材齢で整理したにもかかわらず，温度履歴の相違により異なる曲線と
なっており，高温履歴を受けるほど自己収縮ひずみが大きくなる傾向を示した。本実験結果より，
高温履歴を受けた場合の自己収縮ひずみについては，必ずしも有効材齢によって一義的に評価で
きない可能性が示された。 
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図－3. 2. 18 熱膨張係数の履歴図 
 
図－3. 2. 19 自己収縮ひずみの履歴図 
 
（2）自己収縮が表面部の温度応力に及ぼす影響 
a）解析手法 
解析は，内部拘束応力が卓越し比較的表面ひび割れが発生し易い橋脚下部工のような柱状構造
物を対象とし，一般的な規模のもの（断面 7m×3m，高さ 6.9m）をモデル化した。本検討で用い
た解析モデルを，図－3. 2. 20に示す。解析モデルは，1/4断面をモデル化した 3次元モデルとし
た。解析のモデルーコードは、ASTEA-MACS Vol.4.0を用いた。 
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図－3. 2. 20 解析モデル 
 
本解析の解析ケースの一覧を表－3. 2. 13に示す。図－3. 2. 19に示した実験結果では，自己収
縮ひずみの温度依存性が CEB90 の有効材齢を使用した１つの式では表現できない傾向を示した。
そこで，Case Cでは，図－3. 2. 20に示した解析モデルによる温度解析結果をもとに，温度上昇
量および最高温度に応じて簡易的に図－3. 2. 21に示す３つのグループに分け，それぞれの温度履
歴に近い条件下での自己収縮ひずみを入力した。 
 
表－3. 2. 13 検討ケース 
ケース 
名称 
自己収縮の 
有無 
自己収縮ひずみの 
温度依存性考慮方法 
使用した 
自己収縮ひずみ 考慮した応力 
Case A － － － 温度応力 
Case B ○ ・有効材齢 CEB90 1)20℃一定 温度応力+自己収縮応力 
Case C ○ 
・有効材齢 CEB90 
・温度履歴が近い条件下で
の実験値使用 
1)20℃一定 
3)簡易断熱 
4)断熱履歴 
温度応力+自己収縮応力 
 
 
（単位：mm） 
4750 4750 
10000
2500
3500 
6900
1500 
CL 
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図－3. 2. 21 自己収縮ひずみのグループ（ケース C） 
 
表－3. 2. 14 解析条件 
項 目 単 位 橋 脚 スラブ 地 盤 
断熱温度上昇 ℃ Q(t)＝55.1(1－exp(－0.645t)1.339) － － 
熱伝導率 W/m℃ 2.70 2.70 0.58 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 1.15 1.00 
単位容積質量 kg/m3 2270 2270 1750 
圧縮強度 N/mm2 
t<0.25(日) 
0.25<t<0.35 
0.35<t<7.0 
7.0<t<18.7 
18.7<t<91.0 
91.0<t 
f’c(t)＝0.0 
f’c(t)＝ 3.94･logM－ 8.87 
f’c(t)＝16.05･logM－38.03 
f’c(t)＝24.94･logM－70.94 
f’c(t)＝16.64･logM－36.65 
f’c(t)＝f’c(91) 
35.0 － 
logM：積算温度(℃･hr) （試験結果より）
引張強度 N/mm2 
t<14.2(日)  ft(t)=3.22×10-4×f’c(t)3－0.016753×f’c(t)2 
                ＋0.347198×f’c(t)＋7.194×10-3  
14.2<t  ft(t)=0.60329×Loge(f’c(t))＋1.08966 
（引張割裂試験結果より） 
－ 
有効ヤング 
係数 N/mm
2 
t<14.2(日)  Ee(t)=－7.2×10-5×f’c(t)3－6.73×10-4×f’c(t)2 
＋0.128513×f’c(t)＋1.185×10-3  
14.2<t  Ee(t)=1.09914×Loge(f’c(t))－1.43205 
（試験結果(1/3割線)より） 
－ 
ポアソン比 － 0.2 0.2 － 
線膨張係数 ×10-6/℃ 図－3. 2. 18参照 9.9 － 
C L
C L
4)断熱履歴 
3)簡易断熱
1)20℃一定 
第 3章 温度応力解析の精度向上に関する研究 
- 79 - 
なお，自己収縮ひずみの履歴に関して，極初期材齢に発生する膨張ひずみは温度応力に影響を
及ぼさない 26)として，解析に用いた自己収縮ひずみでは，図－3. 2. 19に示したひずみのうち初
期膨張ひずみを無視することとした。 
本検討に用いた解析条件を表－3. 2. 14に示す。 
c）解析結果および考察 
躯体中心と表面部の温度履歴を図－3. 2. 22に示す。中心部の最高温度は約 72℃となり，ほぼ
断熱状態に近い状態を示した。また，中心部と表面部の温度差は材齢 4.5 日で 40℃と大きく，表
面部には内部拘束による引張応力が発生すると考えられる。 
 
図－3. 2. 22 温度履歴 
 
自己収縮ひずみの温度依存性を考慮した Case Cの材齢 3日および 5日における Z―Y面躯体表
面の主応力図を図－3. 2. 23に示す。主応力方向についてはいずれの解析ケースもほぼ同様の傾向
を示した。解析期間中の主応力発生方向がほぼ一定であった図－3. 2. 23 に示した躯体表面の
Point1の要素について，各解析ケースの主応力の履歴図を図－3. 2. 24に示す。 
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図－3. 2. 23 主応力図（表面部） 
 
図－3. 2. 24 主応力の履歴図 
 
断面内に一律に自己収縮ひずみを入力し，CEB90を用いた有効材齢のみで自己収縮ひずみの温
度依存性を考慮した Case Bは，表面部の温度応力は自己収縮を考慮しない Case Aとほぼ同等と
なった。一方，CEB90を用いた有効材齢に加え実験値を使用することで自己収縮ひずみの温度依
存性を考慮した Case Cは，初期の表面部の引張応力は小さく，最大応力のピークが遅くなる結果
が得られた。これは，実験値を使用し自己収縮ひずみの温度依存性を考慮することにより，Case 
CL
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B に比べ同一断面内での自己収縮ひずみ分布によるひずみ差がより大きくなり，そのひずみ差に
起因した内部拘束応力により表面部に圧縮応力が発生した影響によるものであると考えられる。 
 
（3）自己収縮の鉄筋拘束による発生応力 
a）解析手法 
温度応力解析では，コンクリートと鉄筋の熱膨張係数はほぼ同等であることから，鉄筋を考慮
しないのが一般的である。しかしながら，自己収縮はコンクリートのみに発生する固有の収縮で
あることから，鉄筋の拘束の影響を受けると考えられる。そこで，自己収縮が鉄筋により拘束さ
れることでコンクリートに発生する応力（以下，鉄筋拘束応力と称する）が表面部の発生応力に
及ぼす影響について検討した。 
解析は，鉄筋周囲の温度応力をより精度良く算出するために，鉄筋を含むかぶり部の局所部に
着目し，かぶり部のコンクリート，主筋（D32＠125）および配力筋（D16＠150）をソリッド要素
でモデル化した。鉄筋のコンクリートとの節点は同一節点とし，完全剛結とした。解析モデルを
図－3. 2. 25に示す。 
 
図－3. 2. 25 解析モデル 
 
コンクリートは非発熱体とし，自己収縮ひずみによってのみ応力が発生するとした。自己収縮
ひずみは，対象部位が躯体表面に近いため，20℃一定での測定結果を使用した。 
また，前節の鉄筋を除く構造物全体の解析モデルにより算出した発生応力と鉄筋拘束応力を重
ね合わせて検討を行う上で，応力の発生方向を同方向とする必要があることから，鉄筋拘束応力
は，特に Z方向の応力に着目した。 
その他の解析条件は前節と同様とした。鉄筋の物性値を表－3. 2. 15に示す。 
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表－3. 2. 15 鉄筋の物性値 
項目 単位 鉄筋 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 
熱伝導率 W/m℃ 2.70 
密度 kg/m3 2270 
ヤング係数 ×105N/mm2 2.1 
熱膨張係数 ×10-6/℃ 12.0 
 
図－3. 2. 26 Z方向最大応力分布図 
 
Z方向の解析期間中の断面中心部の最大応力の分布を図－3. 2. 26に示す。配力鉄筋・主鉄筋の
周辺部には鉄筋の拘束により局所的に大きな応力が発生する傾向が認められる。 
図－3. 2. 26の Point2および Point3の鉄筋拘束応力の履歴図を図－3. 2. 27に示す。鉄筋拘束応
力は，材齢 7 日で 0.8～1.0N/mm2程度まで増加している。また，自己収縮ひずみおよびコンクリ
ート強度の増加に伴い，材齢 3日以降徐々に増大する傾向を示した。 
前節の鉄筋を除く構造物全体の解析モデルを用いた解析結果のうち，図－3. 2. 23の Point1背
面の鉄筋位置近傍要素での Z方向の応力の履歴図を図－3. 2. 28に示す。図－3. 2. 28の Z方向の
温度応力のうち，自己収縮を考慮した解析 Case Bおよび Case Cに対し，Point2での鉄筋拘束応力
を加算した結果を図－3. 2. 29に示す。 
温度応力のみ（Case A）や自己収縮の温度依存性を CEB90の有効材齢のみで考慮した（Case B）
Point2 
Point3 
(N/mm2)
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場合と比較して，CEB90の有効材齢と実験値により自己収縮の温度依存性を考慮した（Case C）
場合の方が応力のピーク時期が遅くなり，鉄筋拘束による影響を重ね合わせると，材齢 5～6日の
時点で表面部の引張応力がピークになることが明らかとなった。 
 
図－3. 2. 27 鉄筋拘束応力の履歴図（Z方向） 
 
図－3. 2. 28 鉄筋近傍要素 Z方向応力の履歴図 
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図－3. 2. 29 自己収縮の鉄筋拘束応力を加算した応力履歴図 
 
本検討では，若材齢時の線膨張係数やクリープの明確な値が正確に把握できていないことから，
推定値を用いた。今後は，これらの値が若材齢時の躯体表面の温度応力に及ぼす影響についても，
検討を行う必要があると考える。 
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3.3 膨張材の使用効果の考慮方法 
 近年，コンクリート構造物の高耐久化を図る上で，ひび割れの制御対策はますます重要な課題
となりつつある。この様な状況下で，有効なひび割れの制御対策として，膨張材が見直されつつ
ある。 
 膨張材は，マスコンクリートに適用した場合，ひび割れ制御やひび割れ幅の低減が期待できる
ことは経験的に知られている。しかしながら，膨張材を適用した膨張コンクリートの挙動は，膨
張材の種類や使用量，コンクリートの配合条件，適用部材の形状や拘束条件および養生条件等の
施工条件等に大きく依存することから，その使用効果を定量的に評価する手法は未だ十分に確立
されているとは言い難い。 
 マスコンクリートの温度応力解析を行う際の膨張材の評価手法については，古くから研究が進
められている。既往の研究では，計測結果を基にした方法が提案されている。比較的簡易な方法
としては，温度応力解析時の入力条件として考慮せず，膨張材を使用しない場合の解析結果に対
し，0.3～0.5N/mm2程度のケミカルプレストレスが導入されるとして発生応力から低減する方法 30)
がある。また，解析時に入力条件として考慮する手法の一つとして，熱膨張係数を補正する方法
31)～33)が比較的数多く研究されている。しかしながら，その補正方法については，温度上昇時と下
降時をともに補正する方法や上昇・下降どちらかを補正する方法など，補正値や補正方法が複数
提案されており，統一された見解はない。さらに，補正方法によっては，途中の応力履歴を正し
く評価できない可能性があり，また，熱膨張係数は膨張コンクリートの使用材料や配合等の影響
を受けることから，必ずしも汎用性が高いとは言い難い。 
さらに，温度応力解析では一般的に鉄筋はモデル化しないことから，これらの手法を用いた場
合，膨張材の鉄筋による拘束効果は考慮されない。これに対し，膨張コンクリートの基本的な概
念である鉄筋による拘束効果を考慮した仕事量一定則 34)･35)の考え方に基づき膨張ひずみを算出
し，これを入力条件として考慮する手法 36)が提案されている。本研究は，既設部材等の外部拘束
による影響が少なく，鉄筋拘束による影響が顕著な鋼橋床版を対象としていることから，外部拘
束の影響を大きく受ける構造物への適用について検討が必要であると考える。 
また近年では，マスコンクリートの特徴である温度履歴作用下での膨張材の評価手法について
も，研究が進められている 37)～39)。このうち，各検討ステップの温度履歴に応じ膨張ひずみを重ね
合わせることで温度履歴に応じた無拘束状態での自由膨張ひずみを推定する手法が提案されてい
る 40)～41)。さらに本手法では，重ね合わせ方により算出した自由膨張ひずみと，拘束状態に応じ実
測した拘束応力に寄与する膨張ひずみとの差を，ヤング係数を補正することで考慮して拘束応力
を評価できるとしている。本手法については，汎用性が高いことから今後の進展に期待できるが，
前述の場合と同様に，拘束鋼材以外に外部拘束の影響を大きく受ける構造物への適用についての
検討および実構造物での検証が課題として挙げられる。 
既往の研究からも明らかなように，様々な要因の影響を受ける膨張コンクリートの挙動に対し
て，汎用性の高い評価手法を確立するに至るまでには，検討すべき課題が多々残されている。そ
こで本節では，温度応力解析におけるより汎用性の高い膨張材の評価手法の確立を目的とし，外
部拘束の影響を大きく受ける薄肉円筒状の壁体に膨張コンクリートを適用した際の計測結果を基
に，一つの評価手法の可能性について検討した結果を報告する。 
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3.3.1 膨張材の考慮方法の考え方 
 本研究では，コンクリートに生じるひずみである温度変化による温度ひずみ，自己収縮ひずみ，
乾燥収縮ひずみおよび膨張材による膨張ひずみは，いずれも重ね合わせで考慮することができる
と仮定した。ここでは，応力の発生に実際に寄与する膨張ひずみを有効膨張ひずみと称し，この
有効膨張ひずみは，無拘束状態での自由膨張ひずみを低減することで算出できると考えた。 
膨張材の効果を考慮する方法のイメージ図を図－3. 3. 1に示す。本研究では，実構造物の測定
結果より自由膨張ひずみを低減する低減係数を算出することを試みた。 
 
図－3. 3. 1 膨張材の効果を考慮する方法のイメージ図 
 
3.3.2 自由膨張ひずみの測定 
（1）供試体の養生方法 
 自由膨張ひずみを測定するにあたり，その測定方法を設定するため，供試体の養生方法が自由
膨張ひずみに及ぼす影響について検討した。供試体の養生方法は，実施工時の養生方法を模擬し
た表－3. 3. 1に示す 3種類とした。 
 
表－3. 3. 1 養生方法 
養生方法名称 供試体養生方法 想定した実施工養生 
封かん養生 材齢１日で脱型後、アルミ箔テープでシールし、20℃、R.H80％の試験室で養生 脱型後そのまま 
水中封かん養生 
材齢１日で脱型し、20℃の水中で 1 日養生
後，アルミ箔テープでシールし、20℃、
R.H80％の試験室で養生 
温度ひび割れ制御対策として，材齢
1 日から型枠側面に散水養生を 1 日
間実施 
水中養生 材齢１日で脱型後，20℃の水中で養生 側壁全体を養生マットとシートで覆い常に水分を供給 
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供試体の養生方法の検討で使用したコンクリートの配合を表－3. 3. 2に示す。 
 
表－3. 3. 2 供試体養生方法の検討に用いたコンクリートの配合 
設計基準
強度 
(N/mm2) 
粗骨材の 
最大寸法 
(mm) 
スランプ 
フロ－ 
(cm) 
W/B 
 
(%) 
空気量 
 
(%) 
s/a 
 
(%) 
単位量(kg/m3) AD 
 
(P*×%) W C EX S G 
40 20 18 52.0 4.5 48.4 175 317 20 832 920 1.50 
*P：C+EX 
 
 ひずみの測定は，コンクリート埋込型ひずみ計を用いて，コンクリート打込み直後から行った。
供試体寸法は 100×100×400mmとし，型枠による拘束の影響を受けないよう型枠内面にポリエチ
レンフィルムを張り、両端面の内側にはポリスチレンボードを設置した。 
 養生方法の違いによるひずみの測定結果を図－3. 3. 2に示す。 
 
図－3. 3. 2 養生方法の違いが膨張ひずみに及ぼす影響 
 
材齢 1 日で脱型後水中養生をした水中封かん養生および水中養生は，膨張ひずみが 700μ以上
になっているのに対し，封かん養生は 250μ程度と他の養生方法に比べ非常に小さい値を示した。
また，材齢 1日で脱型し，水中養生を 1日行った後封かん養生をした水中封かん養生と，脱型後
ずっと水中養生を行った水中養生とでは，ほぼ同等の膨張ひずみとなった。また，両者ともに水
中養生を行った材齢 1日から 2日かけては，膨張ひずみが急激に大きくなっている。このことか
ら，材齢 2 日程度までの材齢初期の水分供給は，膨張材の効果に大きな影響を及ぼすことが推察
される。また，膨張材の使用効果を考慮する上で，養生方法に応じた評価方法についても検討を
行う必要があると考えられる。本検討においては，実施工の養生条件（7 日間鋼製型枠設置）を
考慮すると，封かん養生が最も近いと考えられる。したがって，自由膨張ひずみは，封かん養生
により計測を行うこととした。 
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（2）自由膨張ひずみの測定 
 実施工で使用するコンクリートの使用材料および配合を用いて自由膨張ひずみを計測した。計
測に用いたコンクリートの使用材料および配合を，表－3. 3. 3および表－3. 3. 4に示す。 
ひずみの測定は，供試体の養生方法の検討時と同様に，100×100×400mmの供試体中心部に設
置したコンクリート埋込型ひずみ計を用いて，コンクリートの打込み直後から行った。また型枠
による拘束の影響を受けないように，型枠内面にポリエチレンフィルムを張り、両端面の内側に
はポリスチレンボードを設置した。 
 
表－3. 3. 3 コンクリートの使用材料 
項目 記号 仕様 
水 W 上水道  
セメント C 低熱ポルトランドセメント 密度：3.24g/m3 
混和材 
EX 膨張材 低添加型 石灰系 密度：3.15g/m3 
LSP 石灰石微粉末 真比重：2.7 
細骨材 S 
海砂 表乾密度：2.53 g/m3，F.M.：2.70 
砕砂 表乾密度：2.60 g/m3，F.M.：2.70 
粗骨材 G 
硬質砂岩砕石 2015 表乾密度：2.63 g/m3，実積率：58% 
硬質砂岩砕石 1505 表乾密度：2.63 g/m3，実積率：58% 
混和剤 AD 高性能 AE減水剤（標準形） ポリカルボン酸系化合物 
 
表－3. 3. 4 コンクリートの配合 
設計基準
強度 
(N/mm2) 
粗骨材の 
最大寸法 
(mm) 
スランプ 
フロ－ 
(cm) 
W/B 
 
(%) 
空気量 
 
(%) 
s/a 
 
(%) 
単位量(kg/m3) AD 
 
(P*×%) W C EX LSP S G 
40 20 18 52.0 4.5 48.4 175 317 20 232 740 790 1.85 
*P：C+EX+LSP 
 
 ひずみは，凝結終結時を初期値として整理した。 
封かん養生の計測結果（自由膨張ひずみ）およびその回帰曲線を図－3. 3. 3に，回帰式を式[3.3.1]
に示す。 
 
   ^ `1.46exε t 264 1.0 exp 2.5 t 0.49ª º u   « »¬ ¼     [3.3.1] 
ここに， 
εex(t)： 材齢 t日における自由膨張ひずみ(×10-6) 
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図－3. 3. 3 膨張ひずみの計測値と回帰曲線 
 
 図－3. 3. 3に示した計測結果および近似式は，膨張材による膨張ひずみに加え，自己収縮ひず
みも含まれている。しかしながら，本節で検討した配合は低熱ポルトランドセメントを使用して
おり，水セメント比も比較的大きいことから，自己収縮ひずみは非常に小さく，自己収縮委員会
報告書 4)提案の予測式を用いて算出すると，膨張がほぼ終了する材齢 2日では 1μにも満たない。
そこで，本検討では自己収縮ひずみは無視できると考えた。 
 
3.3.3 実構造物の計測結果 
（1）実構造物の概要 
対象構造物は，外径が約 82m，高さが約 40mの円筒形構造物で，厚さが 1.3～1.5mの底版と幅
が 0.75mの側壁から構成されている。対象構造物の概要図を図－3. 3. 4に示す。 
対象構造物の側壁は，上部の設計基準強度を 40N/mm2とし，下部の 60N/mm2に比べ小さくする
ことで，より経済的な設計を行っている。また側壁 2 リフト以降は，断面が比較的薄肉で，鉄筋
および埋込み金物などが輻輳し，鋼材量が 170kg/m3，鉄筋比で約 1%程度となる。そのため，未
充てん部位の発生防止の観点から，コンクリートは充てん性に優れた高流動コンクリートを用い
た。実施工に用いたコンクリートの配合を，表－3. 3. 5に示す。 
 
表－3. 3. 5 実施工で使用したコンクリートの配合 
リフト 
No. 
設計基準
強度 
(N/mm2) 
粗骨材の 
最大寸法 
(mm) 
スランプ 
(フロ－) 
(cm) 
W/B 
 
(%) 
空気量 
 
(%) 
s/a 
 
(%) 
単位量(kg/m3) 
W C EX LSP S G 
1 60 20 22 39.0 4.5 46.3 175 449 0 0 759 950 
2･3 60 20 (65) 39.0 4.5 49.2 175 429 20 138 744 827 
4～ 40 20 (65) 52.0 4.5 48.5 175 317 20 252 723 827 
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図－3. 3. 4 対象構造物の概要図 
 
（2）ひび割れ制御対策の選定 
 本構造物の要求性能としては，水密性の確保の観点から貫通ひび割れの発生を防止することが
求められた。特に側壁部については，底版や既設リフト等の外部拘束による温度応力に起因した
貫通ひび割れの発生の可能性が考えられたことから，事前に実施した温度応力解析を基に，ひび
割れの制御対策を講じた。 
ひび割れの制御対策としては，温度上昇量低減・収縮低減・拘束低減の観点から以下の 4 点を
考慮した。 
 
① 低熱ポルトランドセメントの使用による温度上昇量の低減 
② 膨張材の使用による収縮量の低減とケミカルプレストレスの導入 
③ パイプクーリングによる温度上昇量の低減 
④ 施工リフト割りの変更による拘束度の低減 
 
①・②については，材料面からの対策であり，③・④は施工面からの対策となる。④について
は，図－3. 3. 8に示したように底版上から 50cmを底版と同時に施工することで，側壁 2リフト
における底版からの拘束の影響の低減を図った。事前の検討では，ひび割れ制御の目標値を設定
し，これを満足するように打設リフトに応じてひび割れの制御対策の選定を実施した。 
ひび割れ制御の目標値の指標として，式[3.3.2]に示すコンクリートの引張強度を温度応力度で
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除したひび割れ指数を用いた。目標性能は，既往の同種構造物の施工実績を考慮し，ひび割れを
防止するレベルとして，式[3.3.2]に示すひび割れ指数の最小値が 1.5 以上（Icr(t)≧1.5）となるこ
ととした。 
 
    
tk
t
f t
Icr t σ t        [3.3.2] 
ここに， 
Icr(t) ： 材齢 t日におけるひび割れ指数 
ftk(t) ： 材齢 t日におけるコンクリートの引張強度 
σt(t) ： 材齢 t日におけるコンクリート最大主引張応力度 
 
なお，温度応力としては，セメント水和熱に起因した温度応力および自己収縮応力に加え，日
射を伴う気温の日変動に起因して発生する応力についても，考慮の対象とした。 
 各打設リフトのひび割れの制御対策を，表－3. 3. 6に示す。 
 
表－3. 3. 6 ひび割れの制御対策 
対象リフト 
設計基準 
強度 
(N/mm2) 
施工時期 
ひび割れの制御対策 
①低熱ポルト 
ランドセメント ②膨張材 
③パイプ 
クーリング 
1 リフト 60 冬季 ○ － － 
2～3 リフト 60 春季 ○ ○ ○ 
4 リフト 40 春季 ○ ○ － 
5～9 リフト 40 夏季～秋季 ○ ○ ○ 
10 リフト以降 40 秋季～冬季 ○ ○ － 
 
側壁 2～3 リフトについては，底版からの拘束の影響が大きく，設計基準強度が 60N/mm2と高
く，単位セメント量が多くなることから，低熱ポルトランドセメントと膨張材の使用に加え，パ
イプクーリングを実施することとした。 
設計基準強度が 40N/mm2となる 4ロット以降については，低熱ポルトランドセメントと膨張材
の使用を基本とし，施工時期が夏季～秋季となる 5～9リフトについては，パイプクーリングを追
加することとした。 
 
（3）計測の概要 
計測は，パイプクーリングを実施しない 4 リフトを対象とした。計測項目および使用機器を，
表－3. 3. 7に示す。 
 計測では初期材齢の応力の取得を目的としていることから，特に計器設置方向やボックス内コ
ンクリート充てん時期等の計測状況による計測結果への影響を受けやすい有効応力計については，
異なる 2 断面の同位置を測定することで，計測結果の妥当性について検証した。また外気温は，
計測断面近傍の日陰で測定し，日射の影響を受けないよう留意した。 
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表－3. 3. 7 計測項目および使用機器 
リフト 
No. 計測項目 計測機器 計測箇所 計測場所 
4 
温度 熱電対 3箇所 
コンクリート断面中心：2箇所 
外気温：1箇所 
応力 有効応力計 2箇所 コンクリート断面中心：2箇所 
実ひずみ 埋設型コンクリートひずみ計 2箇所 コンクリート断面中心：2箇所 
自由ひずみ 無応力計 1箇所 コンクリート断面中心：1箇所 
 
（4）計測結果 
a）温度の計測結果 
温度の計測結果を， 図－3. 3. 5に示す。コンクリートの打込み温度は約 28℃となり，打込み
後およそ 16時間で最高温度に達している。最高温度は約 46℃となり，温度上昇量は 18℃程度と
なった。また 4リフトについては，2箇所で計測を実施したが両者ともほぼ同等の結果を示した。 
 
 図－3. 3. 5 温度の計測結果 
 
 有効応力計による応力の計測結果を，図－3. 3. 6に示す。2断面の計測値ともほぼ同程度の値
を示したことから，本計測結果は妥当であると判断した。応力は，コンクリートの打込み後，温
度上昇および膨張材の影響により圧縮応力が発生している。圧縮応力は最大で約 0.7N/mm2程度と
なった。その後の温度の低下に伴い，発生応力は引張に転じ，およそ 1.0N/mm2程度の引張応力が
発生している。また，引張側に転じたあたりから発生応力は上下に変動している。図－3. 3. 6に
併せて示した外気温との関係を見ると，外気温が下がると引張応力が増加する傾向を示すことか
ら，この変動は外気温の日変動の影響によるものと考えられる。 
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図－3. 3. 6 応力の計測結果 
 
 コンクリートの自由ひずみおよび実ひずみの計測結果を図－3. 3. 7に示す。ひずみは，コンク
リートの凝結終結を初期値として整理した。無応力系により測定した無拘束状態でのひずみであ
る自由ひずみは，初期に急激に膨張し，最大でおよそ 340μ程度となった。同位置での温度上昇
量は約 18℃程度であることから，熱膨張係数を 10×10-6とした場合，約 180μ程度が温度上昇に
よる膨張と考えられる。したがって，自由膨張ひずみとの差である 160μ程度が膨張材による影
響であると考えられる。 
 
図－3. 3. 7 コンクリートの実ひずみおよび自由ひずみ 
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3.3.4 実構造物の計測結果と事前解析結果との比較 
（1）事前解析での解析条件 
 ひび割れの制御対策を選定するため実施した事前解析と計測結果との比較を行った。事前解析
に用いた解析モデルを，図－3. 3. 8に示す。解析モデルは，2次元軸対象モデルとした。解析の
モデルーコードは、ASTEA-MACS Vol.4.0を用いた。事前解析で使用した解析条件を，表－3. 3. 8
に示す。 
 
図－3. 3. 8 解析モデル 
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表－3. 3. 8 解析条件 
項目 単位 1～3 リフト 4 リフト以上 
熱伝導率 W/m℃ 2.7 2.7 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 1.15 
熱伝達率 W/m2℃ 側壁側面：14 側壁上面：14 
側壁側面：14 
側壁上面：14 
圧縮強度 N/mm2 
f'c(t)=a×logM－b 
f’c(t)：材齢 t日のコンクリートの圧縮強度 
M：積算温度(℃･hr)=∑（T+10） 
Ｔ：コンクリート温度(℃) 
t<0.5 a=0.235，b=0.0 
0.5≦t<9.8 a=21.8，b=54.46 
9.8≦t a=48.6，b=157.6 
t<0.5 a=0.235，b=0.0 
0.5≦t<7.2 a=7.04，b=17.49 
7.2≦t a=39.5，b=138.2 
引張強度 N/mm2 
ft(t)＝a×f'c(t)b 
f’t(t)：材齢 t日のコンクリートの引張強度 
a=8260，b=0.351 a=5800，b=0.491 
ヤング係数 N/mm2 
Ec(t)＝a×f'c(t)b 
Ec(t)：材齢 t日のコンクリートのヤング係数 
a=8260，b=0.351 a=5800，b=0.491 
ポアソン比 － 0.2 0.2 
熱膨張係数 ×10-6/℃ 10 10 
 
コンクリートの熱物性値のうち，熱伝導率・比熱・熱伝達率は，土木学会「コンクリート標準
示方書」・施工編 19)に準拠した。低熱ポルトランドセメントの断熱温度上昇特性は，式[3.3.3]によ
り考慮した。 
 
^ `βQ(t) Q 1 exp( γ t )f u         [3.3.3] 
ここに， 
Q(t)： 材齢 t日の断熱温度上昇量(日) 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値(℃) 
γ･β： 温度上昇速度を表す定数 
 
Q∞，γおよびβの設定は，使用セメントのメーカー技術資料に準拠した。その際，材料のばら
つきを考慮して，Q∞およびγ値は 10％割り増した値を用いた。また，外気温は，施工都市の旬別
平年値を使用した。 
コンクリートの強度特性のうち，圧縮強度は実測値を積算温度の関数で片対数近似した式で考
慮した。材齢初期の圧縮強度は，既往の試験結果 41)を参照し，凝結始発を 0.6N/mm2として，こ
れと材齢 3 日強度から片対数近似式を算出した。ヤング係数および引張強度は，使用セメントの
メーカー技術資料に準拠し，圧縮強度の指数関数式で考慮した。 
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コンクリートのクリープによる影響については，日本コンクリート工学協会「マスコンクリー
トのひび割れ制御指針」20)に準拠し，式[3.3.4]に示す有効ヤング係数法により，ヤング係数を低減
することで考慮した。 
 
   1Ee t Ec t
1 φ(t) u       [3.3.4] 
ここに， 
Ee(t)： 材齢 t日における有効ヤング係数 (N/mm2) 
φ(t)： 材齢 t日におけるクリープ係数 
温度上昇時 φ(t)=1.25 
温度降下時 φ(t)=0.5 
 
ポアソン比および線膨張係数は，土木学会「コンクリート標準示方書」・構造性能照査編 21)に準
拠した。 
膨張材による効果は，便宜的に図－3. 3. 3に示した自由膨張ひずみを 70%に低減して考慮した。 
 
（2）温度計測結果と事前解析値との比較 
温度の計測値と事前解析結果との比較を，図－3. 3. 9に示す。計測値と事前解析結果を比較す
ると，打込み温度で約 2℃，最高温度で約 8℃程度，計測結果の方が高くなる結果を示した。 
打込み温度および外気温について計測値を使用して再解析を行った結果と計測値との比較を，
図－3. 3. 10に示す。打込み温度および外気温を補正しても，最高温度は約 6℃程度，計測値の方
が高くなる結果となった。また，計測値に比べ再解析の解析値の方が，温度上昇時の初期の立ち
上りが大きく，計測値の方はある程度材齢が進んでから温度が上昇している。また温度降下時は，
解析値に比べ計測値の方が速く降下する傾向を示した。 
これらの計測値と解析値が相違した原因としては，使用配合および使用材料による断熱特性を
考慮していないことなどが考えられるが，明確な原因について特定することはできなかった。今
後，より精度の高い温度予測を行ううえでは，この原因について明確にすることが重要であると
考えられる。 
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図－3. 3. 9 計測値と事前解析結果との比較（温度） 
 
図－3. 3. 10 計測値と再解析結果との比較（温度） 
 
（3）応力の計測結果と事前解析値との比較 
発生応力の計測値と事前解析結果との比較を，図－3. 3. 11に示す。図－3. 3. 9の温度の計測値
と事前解析結果との比較に示したように，計測値は事前解析結果に比べ温度上昇量が大きく，最
高温度以降の温度の降下速度が速いため，発生応力については，計測値の方が材齢初期に発生す
る圧縮応力が大きく，その後材齢 6日程度までの引張応力も大きくなる傾向を示した。 
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図－3. 3. 11 計測値と事前解析結果との比較（応力） 
 
図－3. 3. 12 応力計測値から算出したひび割れ指数 
 
応力の計測値を用いてひび割れ指数を算出した結果を，図－3. 3. 12に示す。図－3. 3. 11に示
した応力の計測値と事前解析結果の比較では，材齢 2 日～6 日にかけて計測値の方が事前解析結
果より応力は大きくなる結果を示したことから，この部分についてはひび割れ指数が予測に比べ
小さくなり，目標としたひび割れ指数（＝1.5）を下回る結果を示した。しかしながら，最終リフ
ト施工後約 3年が経過した現在，他リフトも含め貫通ひび割れの発生は認められない。 
したがって，本検討と同条件を用いた場合，材料のばらつきなどの不確定要素を考慮しても事
前検討において最小ひび割れ指数 1.5 以上を満足すれば，貫通ひび割れの発生を防止できると考
えられる。 
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3.3.5 クリープ係数の算出 
 実ひずみ，自由ひずみおよび応力の計測結果から，クリープ係数の算出を試みた。応力（σc）
は，実ひずみ（εms）と自由ひずみ（εfs）との差である拘束ひずみ（εre）と，式[3.3.4]で定義し
た有効ヤング係数の関係から，式[3.3.5]により算出できると考えた。 
 
    tc rsi
i 1
σ t ε Ee i
 
¦ u  
   t fsi msi
i 1
1ε ε Ec i
1 φ(i) 
¦ ª º§ ·  u u« »¨ ¸© ¹¬ ¼
    [3.3.5] 
ここに， 
εrsi： iステップにおける拘束ひずみ 
Ee(i)： iステップにおける有効ヤング係数 (N/mm2) 
εfsi： iステップにおける自由ひずみ 
εmsi： iステップにおける実ひずみ 
φ(t)： iステップにおけるクリープ係数 
 
 温度上昇時および下降時について，各計測ステップにおけるクリープ係数を含むヤング係数の
補正値 1/(1+φ(i))を算出した結果を，図－3. 3. 13に示す。なお温度下降時については，材齢 1.6
日あたりから外気温の影響により応力およびひずみの実測値が上下する挙動を示すことから，温
度下降時のクリープ係数の算出については，温度の降下が顕著になる材齢 1 日から 1.6 までの期
間で検討した。 
 温度上昇時では，クリープ係数を含むヤング係数の補正値[1/(1+φ(i))]は，材齢毎にあまりばら
つきはなく平均値は 0.45となった。下降時では，上昇時に比べややばらつきが大きく，平均値は
0.78となった。 
 平均値より算出したクリープ係数を，表－3. 3. 9に示す。また，併せて事前解析で用いた日本
コンクリート工学協会「マスコンクリートのひび割れ制御指針」20)で提案された値についても併
記する。 
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図－3. 3. 13 クリープ補正値（1/(1+Φ)） 
 
表－3. 3. 9 クリープ係数 
 
クリープ係数 
計測結果より算出した値 
事前解析で使用した値 
( )内：マスコンクリートの 
ひび割れ制御指針 
温度上昇時 1.23 1.25 （1.00～1.80） 
温度下降時 0.28 0.50 （0.50～0.60） 
 
温度上昇時においては，計測値より算出したクリープ係数と事前解析で使用した値はほぼ同程
度となった。温度降下時については，計測結果より算出した値の方が小さい値を示した。 
したがって，両者のクリープ係数の違いを同様の温度履歴となる条件で比較した場合，温度上
昇時の圧縮応力はほぼ同程度となるが，温度下降時では計測結果より算出したクリープ係数を用
いた場合の方が，引張応力が大きくなると考えられる。 
 
3.3.6 自由膨張ひずみの低減係数算出 
膨張材の使用効果は，図－3. 3. 1に示したように，無拘束状態での自由膨張ひずみに低減係数
を乗じることで算出した有効膨張ひずみにより考慮できると考え，計測結果を基に低減係数につ
いて検討した。図－3. 3. 10に示した温度に関し，計測値と解析結果が同一材齢において同等とな
るように，コンクリートの断熱温度上昇式，熱伝導率および熱伝達率をフィッティングさせた結
果を図－3. 3. 14に示す。 
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図－3. 3. 14 温度フィッティング結果 
 
 温度解析値は，計測値を良く反映していることから，本温度解析結果を用いて応力解析を行っ
た。応力解析では，前述の計測結果より算出したクリープ係数を用いた。 
 有効膨張ひずみは，式[3.3.6]に示すように材齢依存しない一定の低減係数（η）を自由膨張ひず
み乗ずることで評価できると考えた。 
 
   ^ `1.46exε ' t η 264 1.0 exp 2.5 t 0.49ª º u u   « »¬ ¼    [3.3.6] 
ここに， 
εex’(t)： 材齢 t日における有効膨張ひずみ(×10-6) 
η： 低減係数 
 
低減係数（η）を 0.5，0.7，0.9 と変化させ，前述の温度解析結果に基づき応力解析を行った。
各低減係数における解析結果と計測結果の比較を図－3. 3. 15～図－3. 3. 17に示す。 
低減係数（η）を 0.7とした場合，応力履歴の解析値は計測値を良く反映している。特に膨張材
の使用効果が現れる材齢初期の圧縮域において，解析値と計測値はほぼ同等の挙動を示している。
したがって，膨張材の使用効果は，自由膨張ひずみに低減係数（η=0.7）を乗じて算出した有効
膨張ひずみを温度，自己収縮および乾燥収縮ひずみとの重ね合わせで考慮することにより評価で
きると考えられる。 
ただし，本検討により算出した低減係数は，鉄筋の拘束による影響を含んだ係数となる。本構
造物の鉄筋比は 1.0%程度と比較的大きいため，鉄筋比が異なる構造物への適用については，今後
検討する必要があると考えられる。また，近年研究が進められている膨張効果の温度依存性につ
いては，本検討においては温度上昇量が小さいため顕著な影響はないものとして検討したが，温
度上昇量が大きい場合の適用性についても今後検討が必要と思われる。 
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図－3. 3. 15 応力の計測値と解析値の比較（η=0.5） 
図－3. 3. 16 応力の計測値と解析値の比較（η=0.7） 
図－3. 3. 17 応力の計測値と解析値の比較（η=0.9） 
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3.4 まとめ 
本章では，温度応力解析の予測精度の向上を目的として，自己収縮が温度応力に及ぼす影響，
および膨張材の使用効果の考慮方法について検討した。その結果明らかとなった知見を以下にま
とめる。 
 
自己収縮が温度応力に及ぼす影響については，次の通りである。 
1）壁状構造物を対象とした貫通ひび割れに着目した解析結果では，比較的一般的で使用頻度が高
い水セメント比が 55%のコンクリートを使用した場合，自己収縮を考慮すると，考慮しない場
合に比べ最大発生応力は，高炉セメント B種で 2～4割，早強ポルトランドセメントおよび普
通ポルトランドセメントで 1～3割，低熱ポルトランドセメントで 1～2割程度大きくなった。
また長期材齢で考慮した場合，最大発生応力までの温度降下量が小さいほど，自己収縮の影響
を大きく受ける。 
2）高炉セメント B種を用いて温度履歴を変化させて自己収縮ひずみを測定した結果，養生温度を
一定とした場合に比べて，高温履歴を与えることで自己収縮ひずみが増大した。 
3）内部拘束が卓越する部材断面の躯体表面に若材齢時に生じる温度応力は，自己収縮ひずみの温
度依存性を考慮すると，温度依存性を考慮しない場合に比べ最大応力の発生時期が遅くなり，
自己収縮の鉄筋拘束による応力を加算すると最大応力の発生時期はさらに遅くなる。 
4）鉄筋による自己収縮の拘束応力は，局所的には 1.0N/mm2程度になる場合が想定され，ひび割
れの発生原因となる可能性が考えられる。また，自己収縮の鉄筋拘束による応力は，自己収縮
およびコンクリートの強度発現の関係から，材齢３日目以降から徐々に大きくなる。そのため，
材齢 3日までは温度応力が卓越し，4日目以降より自己収縮の鉄筋拘束による応力の影響を受
け，表面の発生応力は 4日目で 0.3N/mm2程度増大する。 
 
膨張材の考慮方法については，次の通りである。 
5）無拘束状態での自由膨張ひずみは，供試体の養生方法に大きく依存し，材齢 1日で脱型したの
ち水中養生を行うと，膨張ひずみは急激に増加する。また，材齢 2日で水中養生を封かん養生
に変更しても，水中養生を継続した場合とほぼ同等の膨張ひずみとなったことから，材齢 2日
までの若材齢での養生方法の影響を大きく受ける。 
6）円筒状の薄肉の壁上構造物を対象として行った応力の計測結果より算出したひび割れ指数は，
施工前の温度ひび割れの制御対策を選定する時に目標としたひび割れ指数 1.5を下回る結果と
なった。しかしながら，最終リフト施工後約 3年が経過した現在，他リフトも含め貫通ひび割
れの発生は認められないことから，本検討と同条件を用いた場合，材料のばらつきなどの不確
定要素を考慮しても最小ひび割れ指数 1.5以上を満足すれば，貫通ひび割れの発生を防止でき
ると考えられる。 
7）実ひずみおよび自由ひずみの計測結果よりクリープ係数を算出した。日本コンクリート工学協
会「マスコンクリートのひび割れ制御指針」で定義されているクリープ係数と比較したところ，
温度上昇時はほぼ同等となったが，温度降下時は，計測結果より算出した値の方が小さい値を
示した。 
8）鉄筋比が 1.0%程度の壁状構造物に対する膨張材の使用効果を考慮する方法として，自由膨張
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ひずみに低減係数（η=0.7）を乗じて算出した有効膨張ひずみを，温度および自己収縮ひずみ
との重ね合わせで考慮することにより評価できると考えられる。 
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第 4章 施工時の養生条件が 
ひび割れの発生に及ぼす影響に関する研究 
 
4.1 はじめに 
施工時の養生がコンクリートの性状に及ぼす影響については，養生方法や養生温度がコンクリ
ートの強度発現に及ぼす影響について古くから研究が進められてきており，多数の研究成果が報
告されている 1)～4)。また，マスコンクリートのひび割れ低減対策として，事前に温度応力解析に
より養生方法について検討して実施工に適用した事例についても，いくつか紹介されている 5)～7)。
しかしながら，これらは，いずれも一つの対象とする構造物に限定して効果的な養生方法の検討
を行い，実際に施工した結果について言及したものであり，他の構造物に対しても同様の効果が
期待できるとは言い難い。 
施工時に実施できる温度ひび割れに対するひび割れ制御対策としては，①散水によって躯体表
面を冷却することにより温度上昇量を低減する方法や，②保温性の高い型枠で覆い，表面部から
の熱の逸散を少なくすることで部材内の温度差を小さくする方法が挙げられる。また，既往の研
究結果 2)からも明らかなように，コンクリートの強度発現および耐久性の確保の観点から，コン
クリート表面からの乾燥を防止し湿潤状態を保つことは重要であるとされている。そのため，③
型枠脱型後に散水により湿潤状態を保つ養生対策が実施される場合もある。 
これらの対策の温度ひび割れに対する影響は，対象とする部材に発生する温度応力が，地盤や
既設リフトによる外部拘束に起因するものか，部材内の温度差による内部拘束に起因するものか
によって異なる。そして，養生方法が不適切な場合には，反って温度ひび割れの発生を助長する
可能性も考えられる。 
本節では，施工時の温度ひび割れの低減対策として，より効果的な養生方法を選定するため，
壁厚が異なる壁状構造物を対象として，散水および保温養生による躯体表面の養生時の温度が温
度ひび割れの低減効果に及ぼす影響について，解析的に検討した結果を報告する。 
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4.2 検討概要 
4.2.1 検討ケース 
検討を行った養生方法および養生期間を表－4. 2. 1に示す。また，各種養生方法の概要を図－
4. 2. 1に示す。 
温度解析の結果，壁厚が 2.0mでは，およそ材齢 2日程度で最高温度に達することから，散水養
生は打込み直後から 2 日間実施することとした（Case1）。また，保温養生は，側面に保温性が高
い型枠を 7日間設置することとした(Case2)。さらに湿潤養生を継続するために，脱枠後に散水を
7日間実施する場合についても検討した（Case3）。 
 
表－4. 2. 1 養生方法および養生期間 
ケース 養生方法 養生期間 
Case1 散水養生 コンクリートの打込み直後～材齢 2日まで 
Case2 保温養生 コンクリートの打込み直後～材齢 7日まで（材齢 8日で脱枠） 
Case3 散水養生 型枠の取外し後（材齢 8日）～7日間 
 
図－4. 2. 1 養生方法の概要 
 
4.2.2 解析条件 
対象とした壁状構造物は，壁厚を 0.5m～2.0mの範囲で 5水準に変化させ，壁長は 10mとした。
温度応力解析は 1/4断面の解析モデルを用い，3次元 FEMにより行った。解析のモデルーコード
は、ASTEA-MACS Vol.4.0を用いた。解析で用いた解析モデル図を図－4. 2. 2に，拘束条件を図
－4. 2. 3に示す。 
 
 
散水
10.0m
0.5～2.0m 0.5～2.0m
10.0m
保温性の高い型枠
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図－4. 2. 2 解析モデル図 
 
図－4. 2. 3 拘束条件 
 
コンクリートは，普通ポルトランドセメントを用いた設計基準強度が 30N/mm2程度の配合とし，
水セメント比は 55%とした。解析上の各養生の効果は，散水養生は水温が外気温に比べ 5℃低い
X方向拘束 
X方向拘束 
Z 方向拘束 
Z 方向拘束
CL
Y 方向拘束
1500 
10
00
0 
20000
10000
5000 
5000
15000
250～1000 
（単位：mm）
C L
第 4章 施工時の養生条件がひび割れの発生に及ぼす影響に関する研究 
- 112 - 
と仮定し，散水期間中の外気温を 5℃低減することで考慮した。その際，散水に伴う散水面から
の気化潜熱は考慮しないこととした。保温養生については，型枠境界面の熱伝達率を 2W/m2℃と
小さく設定することで考慮した。 
コンクリートの熱特性および力学的特性などの解析条件については，土木学会「コンクリート
標準示方書・施工編」（2002 年制定）8)（以下，「RC 示方書・施工編」と略称する），コンクリー
ト標準示方書・構造性能照査編」（2002 年制定）9) （以下，「RC 示方書・構造性能照査編」と略
称する）および自己収縮委員会報告書 10)を参照した。検討対象とした側壁コンクリートの解析条
件を，表－4. 2. 2～表－4. 2. 3示す。なお，圧縮強度については，強度発現の温度依存性を積算
温度により考慮した。また，散水期間以外の外気温は，20℃一定とした。 
 
表－4. 2. 2 側壁コンクリートの解析条件（その 1） 
項目 単位 条 件 出 典 
セメント種類 － 普通ポルトランドセメント － 
単位水量 kg/m3 175 － 
単位セメント量 kg/m3 320 － 
コンクリートの 
打込み温度 ℃ 23.0 － 
断熱温度上昇量 ℃ 
-rt -1.311tQ(t) Q 1-e 47.9 1-ef   （ ） （ ） 
Q(t)：材齢 t日における断熱温度上昇量 
Q∞ ：断熱温度上昇量の最終値(℃) 
γ ：温度上昇速度を表す定数 
RC示方書 
・施工編 
熱伝導率 W/m℃ 2.7 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 
単位容積質量 kg/m3 2300 
熱伝達率 W/m2℃ 
側面 散水養生：14  
保温養生： 2（保温型枠設置期間 7日間）→ 14 
上面 養生無し：14 
外気温 ℃ 20℃一定 
散水養生期間：外気温－5℃ 
－ 
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表－4. 2. 3 側壁コンクリートの解析条件（その 2） 
項目 単位 条 件 出 典 
圧縮強度 N/mm2 
 c tf ' (t) 1.11 f ' 284.5 0.95 t u u u  
f’c(t)：材齢 t日におけるコンクリートの圧縮強度 
f'(28)：材齢 28日におけるコンクリートの圧縮強度 
(=36.4N/mm2) 
RC示方書 
・施工編 
引張強度 N/mm2 
t cf (t) 0.44 f ' (t) u  
ft(t)：材齢 t日におけるコンクリートの引張強度 
fc(t)：材齢 t日におけるコンクリートの圧縮強度 
有効ヤング係数 N/mm2 
3
e cE (t) φ 4.7 10 f ' (t) u u u  
eE (t) ：材齢 t日における有効弾性係数 
φ  ：温度上昇時におけるクリープの影響が 
大きいことによる弾性係数の補正係数 
材齢 3日まで；0.73，材齢 5日以降；1.00 
自己収縮ひずみ ×10-6 
 ^ `b(te)= 1 exp a te tsf ª º u   « »¬ ¼as asε γε  
εas(te)：材齢 te日での自己収縮ひずみ 
γ：セメントおよび混和材の種類を表す係数(=1.0) 
εas∞：自己収縮ひずみの最終値 
 ^ `=3070 exp 7.2 W/Cu u－  
a,b：自己収縮の進行特性を表す係数 
(a=0.01，b=0.1) 
ts：凝結の始発(日) 
自己収縮委員会 
報告書 
ポアソン比 － 0.2 RC示方書 
・構造性能照査編 線膨張係数 μ/℃ 10.0 
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4.3 検討結果 
本検討における養生効果の検討においては，ひび割れ指数を指標とすることとし，地盤や既設
リフト等の外部拘束による影響を顕著に受ける断面中心部と，部材内の温度差による内部拘束に
よる影響を受けやすい表面部についても着目した。 
 
4.3.1 打込み直後から散水養生を実施した場合 
打込み直後から散水養生により冷却した Case1 の効果について，壁厚と構造物の断面中心およ
び表面の最小ひび割れ指数の関係を図－4. 3. 1に示す。また，壁厚と式[4.3.1]に示す散水養生を
実施した場合の最小ひび割れ指数に対する散水養生を実施しない場合の最小ひび割れ指数の比で
ある最小ひび割れ指数比との関係を図－4. 3. 2に示す。 
部材内の温度差による内部拘束による温度応力が卓越する表面部については，壁厚が 0.5mを超
えると，散水しない場合と比較して最小ひび割れ指数が小さくなる傾向を示した。これは，図－
4. 3. 3に示した壁厚を 1.5mとした場合の中心部と表面部の温度の履歴図に見られるように，散水
養生を実施しても中心部の温度はおよそ 0.9℃程度しか低下しないのに対し，表面部の温度は
3.5℃程度低下することから，散水を実施することで中心部と表面部の内外温度差が大きくなるた
めであると考えられる。また，この傾向は中心部の温度が散水による表面からの熱の逸散の影響
を受けにくい壁厚が大きい場合において，より顕著になると考えられる。 
一方，中心部については，壁厚が 2.0m以下の場合，最小ひび割れ指数が大きくなった。これは，
図－4. 3. 4に示した壁厚を 0.5mとした場合の中心部の温度の履歴図に見られるように，散水によ
る表面からの熱の逸散の影響により中心部の温度上昇量が低減され，発生する温度応力が小さく
なった影響によると考えられる。 
以上より，打込み直後からの散水による温度ひび割れの影響については，壁厚が 0.5mより厚く
なると内部拘束に伴う温度応力により表面ひび割れの発生を助長する可能性がある。壁厚が 2.0m
より薄くなると，中心部の温度低減に伴う外部拘束による温度応力の低減効果が期待できると考
えられる。したがって，打込み直後からの散水により，表面および内部ともに温度ひび割れの低
減効果が期待できるのは，壁厚が 0.5m程度以下の場合であると考えられる。 
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図－4. 3. 1 壁厚と構造物の断面中心および表面の最小ひび割れ指数の関係（Case1） 
 
= 散水養生を実施した場合の最小ひび割れ指数最小ひび割れ指数比 散水養生を実施しない場合の最小ひび割れ指数  [4.3.1] 
 
図－4. 3. 2 壁厚と構造物の断面中心および表面の最小ひび割れ指数比の関係（Case1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
0.5 1.0 1.5 2.0
壁厚(m）
最
小
ひ
び
割
れ
指
数
外気温：20℃
中心
表面
無
有
無
有
部位散水
●
○
▲
△
凡例
0.8
0.9
1.0
1.1
1.2
0.5 1.0 1.5 2.0
最
小
ひ
び
割
れ
指
数
比
中心
表面
壁厚(m）
第 4章 施工時の養生条件がひび割れの発生に及ぼす影響に関する研究 
- 116 - 
図－4. 3. 3 中心部と表面部の温度の履歴図 
 
図－4. 3. 4 中心部の温度の履歴図 
 
4.3.2 打込み直後から保温養生対策を実施した場合 
打込み直後から保温養生対策を実施した Case2 について，壁厚と構造物の断面中心および表面
の最小ひび割れ指数の関係を図－4. 3. 5に，また，図－4. 3. 2と同様に，壁厚と式[4.3.2]に示し
た保温養生を実施した場合に対する養生を実施しない場合の最小ひび割れ指数の比との関係を，
図－4. 3. 6に示す。なお，表面の最小ひび割れ指数については，保温養生を終了する材齢 7日ま
での最小ひび割れ指数を抽出した。 
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図－4. 3. 5 壁厚と構造物の断面中心および表面の最小ひび割れ指数の関係（Case2） 
 
= 保温養生を実施した場合の最小ひび割れ指数最小ひび割れ指数比 保温養生を実施しない場合の最小ひび割れ指数  [4.3.2] 
 
図－4. 3. 6 壁厚と構造物の断面中心および表面の最小ひび割れ指数比の関係（Case2） 
 
保温養生を行った場合，保温養生終了前の表面の最小ひび割れ指数は，全ての壁厚において，
表面と中心の断面内の温度差が低減され，最小ひび割れ指数が大きくなる傾向が認められた。ま
たその効果は，壁厚が大きくなるにつれ大きくなる傾向を示した。これは，散水養生を実施した
Case1の場合とは逆に，図－4. 3. 7に示した壁厚を 2.0mとした場合の中心部と表面部の温度の履
歴図に見られるように，保温養生を実施しても中心部の温度はおよそ 3℃程度しか上昇しないの
に対し，表面部の温度は保温効果により 21℃程度と大きく上昇することから，保温を実施するこ
とで中心部と表面部の内外温度差が小さくなるためであると考えられる。一方，中心部の最小ひ
び割れ指数に着目すると，壁厚が 1.5mを下回ると，保温養生を実施した場合は養生を実施しない
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場合に比べて，最初ひび割れ指数は小さくなった。この原因としては，図－4. 3. 7に示した壁厚
を 2.0mとした場合の中心部の温度は，保温養生を実施することで 3℃程度の上昇で留まっている
のに対し，図－4. 3. 8に示した壁厚を 0.5mとした薄い壁厚の場合は，保温養生による中心部の温
度上昇量の影響が大きく，最高温度が保温養生を実施しない場合に比べ 14℃程度高くなり，外部
拘束による温度応力が増大したことが挙げられる。 
 
図－4. 3. 7 中心部と表面部の温度の履歴図 
 
図－4. 3. 8 中心部の温度の履歴図 
 
さらに，図－4. 3. 8に示した壁厚が 0.5mと薄い部材の中心部の温度の履歴図では，養生終了後
の温度の急激な低下が認められる。この温度の低下に伴い，図－4. 3. 9および図－4. 3. 10に示し
た応力およびひび割れ指数の履歴図に見られるように，外部拘束の影響による温度応力が増大し，
ひび割れ指数が低下している。したがって，壁厚が 1.5mを下回ると，保温養生を実施した場合は
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養生を実施しない場合に比べて最初ひび割れ指数は小さくなった原因としては，保温による中心
部の温度上昇に加え，保温養生終了に伴い発生する中心部の温度の急激な低下により外部拘束に
よる温度応力が増大したことも挙げられる。 
 
図－4. 3. 9 中心部の応力の履歴図 
 
図－4. 3. 10 中心部のひび割れ指数の履歴図 
 
表面部の最小ひび割れ指数について，保温養生終了前と終了後の関係を図－4. 3. 11に，式[4.3.2]
により算出した最小ひび割れ指数比の保温養生終了前と終了後の関係を図－4. 3. 12 にそれぞれ
示す。いずれの壁厚においても，保温養生終了前に比べて保温養生終了後に最小ひび割れ指数は
小さくなる傾向を示した。また，保温養生終了後の最小ひび割れ指数比は，壁厚がおよそ 0.8m程
度以下になると 1.0 を下回ることから，表面部のひび割れ指数は，保温養生をすると保温養生を
しない場合に比べ小さくなる傾向を示した。 
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図－4. 3. 11 保温養生終了前と終了後の表面の壁厚と最小ひび割れ指数の関係 
 
図－4. 3. 12 保温養生終了前と終了後の表面の壁厚と最小ひび割れ指数比の関係 
 
保温養生終了後に最小ひび割れ指数を示した表面部位のひび割れ指数の履歴図を図－4. 3. 13
に示す。いずれの壁厚においても，ひび割れ指数は材齢 2日から 4日前後において低下した後上
昇し，養生終了直後に急激に小さくなっている。これは，図－4. 3. 7の温度履歴図に示したよう
に，保温養生の終了により表面の温度が急激に低下し，特に壁厚が厚い 1.5m程度以上の部材につ
いては，内部拘束による温度応力が増加したためであると考えられる。また，壁厚が 1.5mを下回
る薄い部材については，前述のように保温養生の終了に伴い中心部を含めた部材全体の温度が低
下することから，内部拘束による温度応力に加え外部拘束による温度応力が増加し，ひび割れ指
数が低下したものと考えられる。 
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図－4. 3. 13 各壁厚における表面部のひび割れ指数の履歴図 
 
前述のように，壁厚が厚い場合には，保温養生の終了直後に表面の温度低下に伴う内部拘束に
よる温度応力の影響により，ひび割れ指数が急激に低下する傾向を示したことから，壁厚が 2.0m
の部材を対象として，保温養生期間を変化させた場合，保温養生期間と表面部の最小ひび割れ指
数の関係について検討を行った。表面部のひび割れ指数が最小となる部位について，各保温養生
の終了材齢におけるひび割れ指数の履歴図を図－4. 3. 14に示す。また，保温養生の終了材齢と最
小ひび割れ指数の関係を図－4. 3. 15に示す。 
 
図－4. 3. 14 各保温養生終了材齢における表面部のひび割れ指数の履歴図 
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図－4. 3. 15 保温養生終了材齢と最小ひび割れ指数の関係 
 
図－4. 3. 14に示したひび割れ指数の履歴図では，保温養生の終了を遅くするほど，養生終了時
のひび割れ指数の低下が小さくなる傾向を示した。これは，材齢が経過するに従い，部材内部の
温度が低下し，表面との温度差が小さくなるためと考えられる。したがって，中心部の温度低下
が遅い壁厚が厚い部材ほど，養生期間を長くする必要があると考えられる。また，養生終了材齢
を 20日以上とした場合，材齢 4日程度までの初期に発生するひび割れ指数が，養生終了直後に発
生するひび割れ指数よりも小さくなる結果を示した。このため，図－4. 3. 15に示した保温養生の
終了材齢と最小ひび割れ指数の関係では，保温養生の終了時期を遅くするほど最小ひび割れ指数
が大きくなる傾向を示した。しかしながら，材齢初期に最小ひび割れ指数となる保温養生の終了
材齢が 20日以降については，最小ひび割れ指数は変わらない結果となった。したがって，保温養
生の終了次期については，最適値が存在すると考えられる。 
以上より，打込み直後からの保温による温度ひび割れの影響については，壁厚が 1.5mより薄く
なると，中心部の温度上昇により外部拘束による貫通ひび割れの発生を助長する可能性が考えら
れる。また，内部拘束に伴う表面ひび割れについては，保温により壁厚に関わらず中心温度が最
高温度となる材齢の前後におけるひび割れ指数の向上は期待できる。しかしながら，保温養生の
終了時における表面部の温度の急激な低下により，反ってひび割れの発生を助長する場合も考え
られる。そのため，養生終了時期については，十分に配慮する必要があり，壁厚が厚いほど養生
期間を長く取る必要があると考えられる。したがって，打込み直後からの保温により，表面およ
び内部ともに温度ひび割れの低減効果が期待できるのは，壁厚が 1.5m程度以上で養生終了時期に
配慮した場合であると考えられる。 
 
4.3.3 型枠脱枠後から散水養生を行った場合 
脱枠後の湿潤対策として散水により冷却した場合の Case3 の効果について，壁厚と構造物の断
面中心および表面の最小ひび割れ指数の関係を図－4. 3. 16示す。壁厚と式[4.3.3]に示した散水養
生を実施した場合に対する養生を実施しない場合の最小ひび割れ指数比との関係を図－4. 3. 17
に示す。 
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図－4. 3. 16 壁厚と構造物の断面中心および表面の最小ひび割れ指数の関係（Case3） 
 
= 脱型後散水養生を実施した場合の最小ひび割れ指数最小ひび割れ指数比 脱型後散水養生を実施しない場合の最小ひび割れ指数 [4.3.3] 
 
図－4. 3. 17 壁厚と構造物の断面中心および表面の最小ひび割れ指数比の関係（Case3） 
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図－4. 3. 18 中心部の温度の履歴図 
 
表面部の最小ひび割れ指数は，いずれの壁厚の場合も脱枠前にひび割れ指数が最小となるため，
中心部の温度が既に下がり始めている材齢 8 日以降における脱枠後の散水養生による冷却の影響
はほとんど認められない。これに対して，中心部のひび割れ指数は，壁厚が 1.5m以下の場合には，
散水しない場合に比べてひび割れ指数が低下する傾向を示した。これは，図－4. 3. 18に示した部
材中心の温度の履歴に見られるように，壁厚が薄い場合，部材内の温度が降下する過程において
散水すると中心部の温度が急激に低下し，それに伴い外部拘束による温度応力が増大した影響に
よるものと考えられる。したがって，脱枠後の散水養生は，乾燥によるひび割れ低減に効果があ
る反面，温度ひび割れの発生を助長する可能性が高いと考えられる。そのため，水温を高めに設
定するなど，表面部の温度を急激に低下させないような処置が必要であると考える。 
以上より，脱枠後の湿潤対策として散水を実施する場合の温度ひび割れの影響については，壁
厚が 2.0mより薄くなると，外部拘束に伴う温度応力により貫通ひび割れの発生を助長する可能性
があることから，水温を高めに設定するなどの処置が必要である。 
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4.4 まとめ 
壁厚が異なる壁状構造物を対象として，普通ポルトランドセメントを用いた設計基準強度が
30N/mm2程度のコンクリートを使用した場合において，散水および保温養生による養生時の温度
が温度ひび割れの低減効果に及ぼす影響について解析的に検討した。その結果明らかとなった知
見を，以下にまとめる。 
 
1）打込み直後からの散水に伴う冷却による温度ひび割れの影響については，壁厚が 0.5mより厚
くなると内部拘束に伴う温度応力により，表面ひび割れの発生の可能性が大きくなり，壁厚が
2.0mより薄くなると中心部の温度低減に伴う外部拘束による温度応力の低減効果が期待できる
と考えられる。したがって，打込み直後からの散水により，表面および内部ともに温度ひび割
れの低減効果が期待できるのは，壁厚が 0.5m程度以下の場合であると考えられる。 
2）打込み直後からの保温による温度ひび割れの影響については，壁厚が 1.5mより薄くなると，
中心部の温度上昇により外部拘束による貫通ひび割れの発生を助長する可能性が考えられる。
また，内部拘束に伴う表面ひび割れについては，保温により壁厚に関わらず中心温度が最高温
度となる材齢の前後におけるひび割れ指数の向上は期待できるが，保温養生終了時の表面部の
温度の急激な低下により反ってひび割れの発生を助長する場合も考えられる。そのため，養生
終了時期については，十分に配慮する必要があり，壁厚が厚いほど養生期間を長く取る必要が
あると考えられる。したがって，打込み直後からの保温により，表面および内部ともに温度ひ
び割れの低減効果が期待できるのは，壁厚が 1.5m程度以上で，養生終了時期に配慮した場合で
あると考えられる。 
3）脱枠後の湿潤対策として散水を実施する場合の温度ひび割れの影響については，壁厚が 2.0m
より薄くなると外部拘束に伴う温度応力により貫通ひび割れの発生を助長する可能性があるこ
とから，水温を高めに設定するなどの処置が必要である。 
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第 5章 温度ひび割れの簡易評価手法に関する研究 
 
5.1 はじめに 
セメント硬化時に生じるセメントの水和熱や自己収縮に起因した温度ひび割れの発生に対する
照査は，CP法や有限要素法等を用いた温度応力解析により算出したひび割れ指数を基に行うのが
一般的である。ひび割れ指数とは，所定の材齢における温度応力により発生する最大主引張応力
度に対するコンクリートの引張強度の比であり，式[5.1.1]により定義されている。 
 
    
tk
t
f t
Icr t σ t        [5.1.1] 
ここに， 
Icr(t) ： 材齢 t日におけるひび割れ指数 
ftk(t) ： 材齢 t日におけるコンクリートの引張強度 
σt(t) ： 材齢 t日におけるコンクリート最大主引張応力度 
 
温度応力解析は，コンクリートの時間依存する非定常な物性をも考慮することができることか
ら，精度良い結果が得られる。その反面，対象構造物をモデル化し，多くの解析条件の設定と入
力を行い，逐次変化する材料特性を考慮した逐次解析を実施し，その解析結果を評価するという
一連の作業が必要となることから，非常に多大な労力と時間を要する。そのため，施工時期や施
工リフト割などの施工条件の変更や異常気象などの，事前の温度応力解析時には予測できない不
測の事態が発生した場合に対して迅速に対応するには不向きである。 
また温度ひび割れの発生には，温度変化や拘束状態など複数の要因が影響することから，構造
物の形状のみからひび割れの制御対策を検討することの要否を判断することは難しい。しかしな
がら，全ての構造物を対象として多大な労力と時間を必要とする温度応力解析を実施することは，
合理的とは言い難い。 
そのため，CP法や有限要素法などによる温度応力解析を実施することなく，簡易な計算のみで
温度ひび割れ発生の目安が得られる温度ひび割れの簡易評価手法を確立することは，非常に実用
的であり有益であると考える。既往のひび割れの簡易評価手法の研究は，これまで少数ではある
が実施されており，評価指標としてひび割れ指数の最小値を算出する場合と，ひび割れ幅を算出
する場合が挙げられる。 
ひび割れ指数の最小値を算出する簡易式の一つとして，2002 年制定の(社)土木学会「コンクリ
ート標準示方書・施工編」1)の式が挙げられる。本示方書では，自己収縮の影響を考慮しない場合
には，外部拘束が卓越する場合のひび割れ指数 Icrを，式[5.1.2]により算定しても良いとしている。 
 
   0Icr t 10 / R T  '       [5.1.2] 
ここに， 
ΔT0： 部材平均最高温度と外気温平衡時温度との差（℃） 
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R： 外拘束の拘束度 
柔らかい岩盤は 0.5，中程度の硬さの岩盤は 0.65，硬い岩盤は 0.8，
既設コンクリートは 0.6としてよい 
 
 本手法では，部材最高温度と外気温平衡時の温度を何らかの手法により算出する必要があるう
え，外部拘束が卓越する場合のひび割れ指数に対して大きな影響を及ぼすと考えられる対象構造
物の形状を考慮する要因が含まれていないことから，適用できる範囲が限定されていると考えら
れる。また，壁状構造物を対象として温度応力解析を行った結果と比較すると，式[5.1.2]による
結果の方が，ひび割れ指数が小さくなり安全側の結果を算出する傾向が高い。 
 また，(社)日本コンクリート工学協会「マスコンクリートのひび割れ制御に関する研究委員会報
告書」2)では，高炉セメント Bを使用し，単位セメント量が 300kg/m3，水セメント比が 55%とし
た場合のひび割れ指数の簡易評価式が提案されている。本手法では，構造物の形状，打込み温度
および外気温をひび割れ指数の算出因子として用いることから，これらの変動については考慮で
きる。しかしながら，コンクリートの発熱特性や強度特性，養生方法などが異なった場合，本簡
易式は適用できないことから，今後これらの要因についての検討が必要であると考える。 
ひび割れ幅を簡易に算出する手法 3)～5)では，ひび割れ指数からひび割れ幅を精度良く算出する
手法が確立されていないこともあり，いずれも実測結果を基に統計学的アプローチを用いた多変
量解析により影響因子を特定し，回帰式を算出する手法が採られている。このうち小野らは，130
の実構造物における調査結果を基に，多変量解析により簡易にひび割れ幅およびひび割れ発生間
隔を算出する手法を提案している 3),4)。本手法は，コンクリートの性状，構造形式，施工環境等の
数多くの影響因子を考慮することができることから，実用的な手法であると考えられる。しかし
ながら，本手法が検討された以降に使用頻度が増した低熱ポルトランドセメントや高流動コンク
リートには対応していない。また，予測精度向上を図るためには，母集団のサンプル数を多くす
る必要がある。実構造物のデータを使用する本手法の場合，データの取得に多大な時間を要し，
精度の向上や新しい要因の考慮は容易には行えない。 
そこで，本章では，壁状構造物を対象とし，CP法による解析結果を基に，温度応力の発生メカ
ニズムに基づいた算出ステップを踏むことにより，汎用性があり精度の高いひび割れ指数の最小
値の簡易算定手法について提案し，検討した結果をまとめる。 
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5.2 ひび割れの簡易評価手法の概要 
本研究で対象とした構造物は，一般に温度ひび割れが発生しやすい図－5. 2. 1に示すような壁
状構造物で，擁壁やボックスカルバートの側壁など，下端を底版により連続的に拘束された部材
とした。また，着目したひび割れは，外部拘束に起因した貫通ひび割れとし，算出するひび割れ
指数は，対象部材の最小となるひび割れ指数（以下，「最小ひび割れ指数」と称する）とした。 
 
図－5. 2. 1 検討対象の構造物の概要 
 
 外部拘束応力が卓越する場合，ひび割れ指数の定義式[5.1.1]は，式[5.2.1]のように変換できると
考えられる。 
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   [5.2.1] 
ここに， 
Icr(t) ： 材齢 t日におけるひび割れ指数 
ftk(t) ： 材齢 t日におけるコンクリートの引張強度 
（材齢 t日における圧縮強度 f’ck(t)の関数として算定可能） 
σt(t) ： 材齢 t日におけるコンクリート最大主引張応力度 
R ： 拘束条件 
Δεtdi ： 材齢 i-1から材齢 iにおける温度変化に起因したひずみの変化量 
Δεasi ： 材齢 i-1から材齢 iにおける自己収縮に起因したひずみの変化量 
Eci ： 材齢 iにおけるヤング係数 
被拘束体：側壁 
(ヤング係数：Ec) 
拘束体：地盤･底版 
(ヤング係数：Er) 
温度分布 
高さ(H) 
幅(B) 
長さ(L) 
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（材齢 t日における圧縮強度 f’ck(t)の関数として算定可能） 
ΔTi ： 材齢 i-1から材齢 iにおける温度の変化量 
α ： 熱膨張係数 
φ ： クリープを考慮したヤング係数の補正係数 
f’ck ： 材齢 t日におけるコンクリートの圧縮強度 
 
式[5.2.1]のうち、変数は拘束条件（R），コンクリートの打込みによる部材温度の変化量（ΣΔT），
熱膨張係数（α），自己収縮ひずみ（Δεas）および圧縮強度（f’ck）である。このうち，圧縮強
度（f’ck）は，分子および分母の両方の項に存在することから，他の変数に比べ影響度は小さいと
考えられる。したがって，最小ひび割れ指数に直接影響を及ぼす主な要因としては，コンクリー
トの打込みによる部材の温度変化とセメントの水和反応に伴う自己収縮に伴うひずみ，およびそ
れらのひずみを拘束する拘束条件が挙げられ，これらを考慮することにより，最小ひび割れ指数
を簡易に算定できると考えた。 
本検討では，躯体の温度変化に影響を及ぼす要因としてはセメントの水和熱を考慮し，外気温
の季節変動による影響については考慮しないこととした。したがって，検討の対象期間はコンク
リートの打込み後 1ヶ月間（30日間）とした。また，構造物の拘束条件として CP法で定義され
ている拘束係数（RN, RM1, RM2）を用いた。 
想定した最小ひび割れ指数の簡易算出手法の概略フローを，図－5. 2. 2に示す。検討ステップ
として，まず STEP1で対象部材の温度降下量を算出する。自己収縮を考慮しない場合，一般にひ
び割れ指数が最小となるのは，打ち込んだコンクリートの躯体温度が上昇した後，外気温と同程
度まで降下した時点であると考えられる。そこで、ここでの温度降下量は，図－5. 2. 3に示すよ
うに，部材の中心部の最高温度から最小ひび割れ指数時の外気温の最低温度までの変化量とした。 
次に STEP2 では，温度変化に基づく最小ひび割れ指数（Icrtd）を算出する。これは，水セメン
ト比が大きい配合では，自己収縮ひずみの影響を考慮する必要がない場合もあることを想定した
ためである。最後に STEP3として，自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数（Icras）を算出する。 
STEP1の温度降下量（ΔTtd）は，壁厚（B），側面の養生条件，式[5.2.2]で定義される使用する
コンクリートの断熱温度上昇式の定数（Q∞・γ）から推定した温度上昇量（ΔTin）と補正温度
（ΔTre）を用いて，算出できると考えた。なお，補正温度（ΔTre）は，コンクリートの打込み
温度（Tin）と最小ひび割れ指数発生時の外気温の日平均気温（Tat）との差と，外気温の日変動を
考慮した値であり，本検討においては 10℃と仮定した。 
 
^ `Q(t) Q 1 exp( γ t)f u          [5.2.2] 
ここに， 
Q(t)： 材齢 t日の断熱温度上昇量(℃) 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値(℃) 
γ： 温度上昇速度を表す定数 
 
STEP2 のコンクリートの温度降下量に基づく最小ひび割れ指数（Icrtd）は，STEP1 で求めた温
度降下量（ΔTtd）に熱膨張係数（α）を乗じることにより算出したひずみ（以下，「温度降下ひ
ずみ（Δεtd）」と称する）と拘束係数（RN, RM1, RM2）および壁厚（B）の関係から，算出できる
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と考えた。 
最後に STEP3として，自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数（Icras）を算出する。この Icrasは，
図－5. 2. 4のイメージ図に示す自己収縮ひずみ（Δεas）および温度降下ひずみ（Δεtd）を用い，
STEP2 で算出した温度変化に基づく最小ひび割れ指数（Icrtd）を補正することにより，算出でき
ると考えた。 
 
図－5. 2. 2 簡易評価手法の概略フロー 
 
セメントの種類
単位セメント量（C）
打込み温度（Tin）
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対象部材の壁厚（B）
側面の養生条件
温度上昇量（ΔTin）の算出
温度降下量（ΔTde）の算出
温度降下ひずみ（Δεtd）の算出
補正温度（ΔTre）
任意に定義した温度変化による
最小ひび割れ指数（Icrtd0）の算出
拘束係数
（RN1,RM1,RM2）
温度変化に基づく
最小ひび割れ指数（Icrtd）の算出 対象部材の壁厚（B）
自己収縮ひずみ（Δεas）の算出
Ec/Er
L/H
自己収縮を考慮した
最小ひび割れ指数（Icras）の算出
STEP3
STEP1
STEP2 熱膨張係数（α）
セメントの種類
打込み温度（Tin）
外気温（Tat）
水セメント比（W/C）
対象部材の壁厚（B）
側面の養生条件
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図－5. 2. 3 温度降下量（ΔTtd）の算出イメージ図 
 
図－5. 2. 4 ひずみのイメージ図 
 
本研究では，図－5. 2. 5に示す 1/2断面をモデル化した解析モデルを用いて，主要要因を変化
させた数百ケースの CP 法による温度応力解析を行い，解析結果のデータベースを作成し，その
データベースを基にして，それぞれのステップにおける算定項目の算定手法について検討した。
なお，データベースの作成に当たり，対象部材のコンクリートの熱物性や力学的特性などの解析
条件は，「コンクリート標準示方書・施工編」（2002 年制定）1)（以下，「RC 示方書・施工編」と
略称する）および「コンクリート標準示方書・構造性能照査編」（2002 年制定）6) （以下，「RC
示方書・構造性能照査編」と略称する）を参照した。 
本研究で使用した主な解析条件を，表－5. 2. 1～表－5. 2. 3に示す。 
 
 
材齢(日)
最小ひび割れ 
指数時の材齢(日)
温度降下ひずみ 
(Δεtd)
自己収縮ひずみ 
(Δεas)
Δεtd+Δεas 
0 
圧縮ひずみ
引張ひずみ
－ 温度変化によるひずみ（Δεtd）
－ 自己収縮ひずみ（Δεas） 
－ Δεtd＋Δεas 
温度上昇量
(ΔTin) 温度降下量
(ΔTtd) 
材齢(日)
補正温度 
(ΔTre) 
温度(℃) 
最低温度
(Tmin) 
最高温度 
(Tmax) 
打込み温度
(Tin) 外気温
(Tat) 
最小ひび割れ 
指数時の材齢(日)
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図－5. 2. 5 解析モデル（CP法） 
 
表－5. 2. 1 解析条件 
項目 単位 条 件 出 典 
熱伝導率 W/m℃ 2.7 
RC示方書 
・施工編 
比熱 kJ/kg℃ 1.15 
単位容積質量 kg/m3 2300 
熱伝達率 W/m2℃ 
側壁側面   鋼製型枠      ：14 
合板型枠      ： 8 
断熱性の高い型枠： 2 
 その他：14 
引張強度 N/mm2 
t cf (t) 0.44 f ' (t) u  
ft(t)：材齢 t日におけるコンクリートの引張強度 
fc(t)：材齢 t日におけるコンクリートの圧縮強度 
有効弾性係数 N/mm2 
3
e cE (t) φ 4.7 10 f ' (t) u u u  
eE (t)：材齢 t日における有効弾性係数 
φ  ：温度上昇時におけるクリープの影響が
大きいことによる弾性係数の補正係数
   材齢 3日まで；0.73，材齢 5日以降；1.00 
ポアソン比 － 0.2 RC示方書 
・構造性能照査編 線膨張係数 μ/℃ 10.0 
壁厚：200～1500
2500 側壁 
（検討対象部位）
 
1500 底版
10000 地盤
4500 5000 
CL
（単位：mm）
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表－5. 2. 2 断熱温度上昇量 
セメント 
種類 
打込み時 
の温度 
-rtQ(t) Q 1-ef （ ） 
出 典 Q a bf ＝ Ｃ * g hｒ＝ Ｃ * 
a b g h 
普通 
10 0.120 11.0 0.00150 0.135 
RC示方書 
・施工編 
20 0.110 13.0 0.00380 -0.036 
30 0.110 12.0 0.00400 0.337 
中庸熱 
10 0.110 6.0 0.00030 0.303 
20 0.100 9.0 0.00150 0.279 
30 0.110 9.0 0.00210 0.299 
早強 
10 0.130 15.0 0.00160 0.478 
20 0.130 12.0 0.00250 0.650 
30 0.130 10.0 0.00140 1.720 
高炉Ｂ種 
10 0.110 14.0 0.00140 0.073 
20 0.100 15.0 0.00250 0.207 
30 0.100 15.0 0.00350 0.332 
低熱 
10 0.096 11.7 0.00053 0.098 
セメントメーカー 
技術資料より 20 0.095 11.2 0.00087 0.092 
30 0.097 10.2 0.00119 0.121 
*C：単位セメント量(kg/m3) 
 
表－5. 2. 3 圧縮強度 
セメント種類 Ｗ/Ｃ （％） 
圧縮強度 (N/mm2) 
3日 7日 14日 28日 56日 91日 
高炉 B種 
55.0 15.3 25.2 33.3 39.7 43.9 45.8 
50.0 16.5 27.2 35.9 42.8 47.4 49.4 
48.0 17.1 28.3 37.4 44.6 49.3 51.4 
45.0 18.2 30.0 39.6 47.2 52.3 54.5 
40.0 20.3 33.5 44.3 52.8 58.4 60.9 
普通 
ポルトランド 
55.0 16.4 25.3 31.7 36.3 39.1 40.3 
50.0 18.3 28.1 35.2 40.3 43.5 44.8 
48.0 19.1 29.4 36.8 42.1 45.4 46.8 
45.0 20.4 31.4 39.3 45.0 48.5 50.0 
40.0 23.2 35.7 44.8 51.2 55.2 56.9 
低熱 
ポルトランド 
55.0 7.88 11.3 19.6 28.0 36.3 42.3 
50.0 9.63 13.9 22.9 32.0 41.1 47.6 
48.0 10.4 15.0 24.4 33.8 43.1 49.9 
45.0 11.8 17.0 27.0 36.9 46.8 54.0 
40.0 14.4 21.0 32.0 43.1 54.1 62.0 
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5.3 温度降下量の推定 
温度降下量（ΔTtd）は，図－5. 2. 3に示したイメージ図から，式[5.3.1]より算出できる。 
 
Ttd Tin Tre'  ' Δ       [5.3.1] 
ここに， 
ΔTtd： 温度降下量（℃） 
ΔTin： 温度上昇量（℃） 
ΔTre： 補正温度（℃）（=10℃） 
 
式[5.3.1]において，補正温度は 10℃と定めたことから，ここでは，温度上昇量（ΔTin）の算定
方法について検討した。 
 
5.3.1 温度上昇量の算定方法の検討 
温度上昇量に影響を及ぼす要因としては，表－5. 3. 1に示す各項目について考慮した。 
 
表－5. 3. 1 温度上昇量のへの影響要因 
要 因 項 目 検討範囲 
部材要因 壁厚 0.4～3.0m 
配合要因 
セメント種類 
普通ポルトランドセメント(N) 
中庸熱ポルトランドセメント(M) 
早強ポルトランドセメント(H) 
高炉セメント B種(BB) 
低熱ポルトランドセメント(L) 
単位セメント量 260～550kg/m3 
施工要因 
打込み温度 13～35℃ 
外気温 10～30℃ 
側面の型枠種類 
鋼製型枠（熱伝達率：14W/m2℃） 
合板型枠（熱伝達率：8W/m2℃） 
断熱性の高い型枠（熱伝達率：2W/m2℃） 
 
使用するコンクリートの温度上昇特性は，前述の式[5.2.2]に示す断熱温度上昇式を用いるのが
一般的である。このうち，断熱温度上昇に関する特性値（Q∞・γ）は，セメントの種類，単位セ
メント量および打込み温度の関数で定義されることから，Q∞およびγを温度上昇量（ΔTin）の
評価要因とすることで，これら要因の影響を考慮できると考えた。 
温度上昇量には Q∞とγが相互に作用していると考え，式[5.3.2]に示すように断熱温度上昇の最
終値（Q∞値）に対する温度上昇量（ΔTin）の割合を Tとして定義し，この Tとγとの関係につ
いて整理した。 
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Tin Q Tf'  u        [5.3.2] 
ここに， 
ΔTin： 温度上昇量（℃） 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値（℃） 
T： 断熱温度上昇の最終値に対する温度上昇量の割合 
 
壁面の型枠は鋼製型枠を使用し，セメント種類および単位セメント量を変化させた場合の Tと
γとの関係を図－5. 3. 1に示す。Tとγは高い相関関係を示したことから，セメントの種類に関
わらず一義的に算出できることが明らかとなった。 
次に，Ｔとγとの関係について，外気温および打込み温を変化させた場合の影響について検討
した。その結果，図－5. 3. 2に示すように，外気温および打込み温度によらず，Tとγとの関係
はほぼ同様となった。 
 
図－5. 3. 1 Tとγの関係 
図－5. 3. 2 Tとγの関係（外気温・打込み温度の影響） 
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したがって，温度上昇量（ΔTin）は，セメント種類，外気温およびコンクリートの打込み温度
に関わらず，壁厚および型枠の種類ごとに分類した Tとγの関係を用いて算出できると考えられ
る。 
そこで，各壁厚および型枠の種類ごとの Tとγの関係を図－5. 3. 3に示す。いずれの壁厚およ
び型枠種類においても，Tとγは高い相関関係を示し，本検討範囲において式[5.3.3]で示す 2次関
数で近似できる。 
2
1 2 3T a γ a γ a u  u        [5.3.3] 
ここに， 
a1～3： 係数 
 
 式[5.3.3]のうち，係数 a1～a3は型枠の種類ごとに壁厚によって異なることから，壁厚（B）の関
数で定義できる。そこで，係数 a1～a3と壁厚（B）の関係について検討した結果を図－5. 3. 4に示
す。係数 a1～a3と壁厚（B）との間には相関関係があり，係数 a1および a2は壁厚（B）の 5 次の
多項式で，係数 a3は壁厚（B）の 3次の多項式で近似できることが明らかとなった。 
以上より，温度上昇量は壁部材の型枠の種類ごとに設定したTとγの関係を近似した式[5.3.4]よ
り算出することができると考えられる。式[5.3.4]の係数 a (B) 1～a (B) 3は，壁厚（B）の関数で，
式[5.3.5]で表せる。このうち，式[5.3.5]の側面の型枠の種類ごとについて，係数（b1～b5）を表－
5. 3. 2に示す。 
     ^ `21 2 3Tin Q a B γ a B γ a Bf'  u u  u      [5.3.4] 
  4 3 21 2 3 4 51 3a B b B b B b B b B b        ～    [5.3.5] 
ここに， 
a(B)1～3： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
b1～5： 係数（表－5. 3. 2参照） 
 
表－5. 3. 2 係数（b1～b5） 
型枠の種類* 係数 b1 b2 b3 b4 b5 相関係数 
鋼製型枠 
a1(B) 0.00270 -0.02937 0.12321 -0.22055 0.01830 0.999 
a2(B) -0.01886 0.17766 -0.62829 0.91939 0.04378 0.998 
a3(B) － － -0.05684 0.42083 -0.18580 0.999 
合板型枠 
a1(B) 0.00266 -0.02753 0.10966 -0.18505 -0.00926 0.999 
a2(B) -0.01529 0.14279 -0.49728 0.69977 0.16314 0.997 
a3(B) － － -0.06442 0.43082 -0.13924 0.999 
断熱性の 
高い型枠 
a1(B) 0.00169 -0.01462 0.04801 -0.06389 -0.08003 0.982 
a2(B) -0.00366 0.03298 -0.10797 0.11079 0.41777 0.996 
a3(B) － － -0.06462 0.35938 0.10029 0.991 
＊型枠の種類：側面の型枠の種類 
第 5章 温度ひび割れの簡易評価手法に関する研究 
 
- 138 - 
図－5. 3. 3 各壁厚および型枠種類ごとの Tとγの関係 
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図－5. 3. 4 係数（a1～a3）と壁厚（B）の関係 
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式[5.3.4]，および式[5.3.5]を用いて算出した温度上昇量の簡易算定手法による推定値と，2次元
FEMによる解析値との関係を図－5. 3. 5に示す。温度上昇量が 60℃を超える高温域では解析値の
方が大きくなる場合が一部認められるが，概ね±2.0℃程度の誤差に収まる結果を示した。 
 
図－5. 3. 5 温度上昇量の簡易算定手法による推定値と 2次元 FEMによる解析値の比較 
 
以上より，温度降下量（ΔTtd）は，式[5.3.6]により簡易的に算出できると考えられる。 
 
Ttd Tin Tre'  ' Δ  
 f Q , γ,B, Tref '  
     ^ `21 2 3Q a B γ a B γ a B Tref u u  u   '    [5.3.6] 
ここに 
Q∞： 断熱温度上昇量の最終値(℃) 
γ： 温度上昇速度を表す定数 
B： 壁厚(m) 
a(B)1～3： 係数 （壁厚 B(m)の関数） 
4 3 2
1 2 3 4 5b B b B b B b B b          
bi： 係数（表－5. 3. 2参照） 
ΔTre： 補正温度(℃)（=10℃） 
 
5.3.2 適用範囲の検討 
 前述した簡易算定手法は，側面からの放熱の影響が顕著な場合を想定している。したがって，
施工リフトの高さが低く，上面からの放熱の影響を大きく受ける場合，本手法が適用できない可
能性が考えられることから，打込み高さと温度上昇量の関係を検討することで，本手法の適用範
囲を明確化した。 
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 十分な打込み高さとした場合の中心部の温度上昇量を 1.0 とした場合において，温度上昇量の
比と打込み高さの関係を図－5. 3. 6～図－5. 3. 7に示す。 
 
図－5. 3. 6 打込み高さと温度上昇量の関係 1 
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図－5. 3. 7 打込み高さと温度上昇量の関係 2 
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温度上昇量がほぼ 1.0となる打込み高さと壁厚の関係を図－5. 3. 8に示す。 
 
図－5. 3. 8 温度上昇量が 1.0となる打込み高さと壁厚の関係 
 
図－5. 3. 8より，近似式を算出すると，式[5.3.7]となる。 
 
3 2H 0.1541 B 1.1683 B 3.4365 B 0.0479 u  u  u     [5.3.7] 
ここに， 
H： 打込み高さ(m) 
B： 壁厚(m) 
 
したがって，打込み高さが式[5.3.7]を上回った場合，本簡易手法は適用できると考えられる。 
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5.4 最小ひび割れ指数の推定 
5.4.1 温度変化に基づく最小ひび割れ指数の算定 
コンクリートの温度降下量に基づく最小ひび割れ指数（Icrtd）は，STEP1 で求めた温度降下量
（ΔTtd）に熱膨張係数（α）を乗じることにより算出したひずみ（以下，「温度降下ひずみ（Δ
εtd）」と称する）と拘束係数（RN, RM1, RM2）および壁厚（B）の関係から算出できると考えた。
本検討では，コンクリートの温度降下量に基づく最小ひび割れ指数（Icrtd）に及ぼす影響要因とし
て，温度降下ひずみ（Δεtd）に加え，表－5. 4. 1に示す要因を考慮した。 
 
表－5. 4. 1 温度降下量に基づく最小ひび割れ指数への影響要因 
項 目 単位 検討条件 
壁厚 m 0.4～3.0 
セメントの種類 － 
高炉セメントＢ種(BB) 
普通ポルトランドセメント(N) 
低熱ポルトランドセメント(L) 
単位セメント量 kg/m3 260～550 
水セメント比 % 40～55 
拘束条件(Ec/Er) － 1～50 
 
拘束条件については，被拘束体の剛性（Ec）と拘束体の剛性（Er）の比（以下，Ec/Erと略称す
る），および壁の長さ（L）と高さ（H）の比（以下，L/Hと略称する）ならびに，Ec/Erおよび L/H
から設定される CP法の拘束係数（RN，RM1，RM2）を算出因子として考慮した。 
拘束係数（RN，RM1，RM2）と最小ひび割れ指数（Icrtd）の関係について検討した結果を，図－
5. 4. 1に示す。各拘束係数のうち，RM2と最小ひび割れ指数（Icrtd）の間には高い相関が認められ，
近似曲線との相関係数は 0.998とほぼ 1に近い値を示した。 
次に，水セメント比（以下，W/C と略称する）が最小ひび割れ指数（Icrtd）に及ぼす影響につ
いて検討を行った。単位セメント量を 310kg/m3と一定とし，W/Cを変化させた場合について，拘
束係数 RM2と最小ひび割れ指数（Icrtd）の関係を，図－5. 4. 2に示す。本検討では，コンクリート
の強度発現の温度依存性については最小ひび割れ指数に及ぼす影響は小さいと考え，温度依存性
は考慮しないこととした。このため，温度降下量が同値であれば，W/Cを変化させても最小ひび
割れ指数（Icrtd）はほぼ同等となることから，W/Cは影響要因として考慮しないこととした。 
以上より，温度変化に基づく最小ひび割れ指数の算出にあたっては，拘束係数 RM2との関係を
用いることとした。 
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図－5. 4. 1 拘束係数と最小ひび割れ指数の関係 
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図－5. 4. 2 拘束係数(RM2)と最小ひび割れ指数の関係（W/Cの影響） 
 
各壁厚およびセメントの種類において，単位セメント量を 310kg/m3とした場合の温度変化に起
因した最小ひび割れ指数を任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数（Icrtd0）とし，この
最小ひび割れ指数（Icrtd0）と RM2との関係について求めた結果を， 図－5. 4. 3に示す。セメント
の種類によらず，RM2 と任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数（Icrtd0）の間には高い
相関が認められ，Ec/Erおよび L/Hにかかわらず，式[5.4.1]を用いて近似することができる。 
 
 td0 1 2 M2Icr c exp c R u u       [5.4.1] 
ここに， 
Icrtd0： 任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数 
（単位セメント量：310kg/m3）
c1～2： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
RM2： 拘束係数 
 
式[5.4.1]のうち，係数 c1と c2はセメントの種類ごとに壁厚によって異なることから，壁厚（B）
の関数で定義できると考えられる。そこで，係数 c1および c2と壁厚（B）の関係について検討し
た結果を図－5. 4. 4に示す。係数 c1および c2と壁厚（B）との間には相関関係があり，係数 c1と
c2は壁厚（B）の 2～3次の多項式で近似できることが明らかとなった。 
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 図－5. 4. 3 拘束係数(RM2)と最小ひび割れ指数の関係 
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図－5. 4. 4 係数（c1および c2）と壁厚（B）の関係 
 
以上より，任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数（Icrtd0）はセメントの種類ごとに
設定した拘束係数(RM2)との関係を近似した式[5.4.2]より算出することができると考えられる。式
[5.4.2]の係数 c (B) 1と c (B) 2は，壁厚の関数で，式[5.4.3]で表せる。式[5.4.3]のセメントの種類ご
との係数（d1～d4）を表－5. 4. 2に示す。 
 
   ^ `td0 M21 2Icr c B exp c B R u u      [5.4.2] 
  3 21 2 3 41 2c B d B d B d B d      ～     [5.4.3] 
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表－5. 4. 2 係数（d1～d4） 
係数 セメントの 種類* 
壁厚 
(m) 
d1 d2 d3 d4 相関係数 
c (B)1 
BB 
0.4～1.0 -0.48813 2.55050 -4.26747 3.37460 0.999 
1.0～2.0 － 0.27918 -1.20047 2.09079 1.000 
2.0～3.0 － 0.08978 -0.52647 1.50039 1.000 
N 
0.4～1.0 － 1.36419 -3.19845 2.96516 1.000 
1.0～2.0 － 0.28526 -1.21755 2.06344 1.000 
2.0～3.0 － 0.08174 -0.47047 1.38336 1.000 
L 
0.4～1.0 -1.26146 5.08337 -7.08737 4.89957 0.999 
1.0～2.0 － 0.31396 -1.38574 2.70590 1.000 
2.0～3.0 － 0.10564 -0.62766 2.02302 1.000 
c (B)2 
BB 
0.4～1.0 -0.61354 1.81325 -1.89436 0.12517 0.998 
1.0～2.0 － 0.03814 -0.11095 -0.49667 1.000 
2.0～3.0 － -0.02334 0.16393 -0.80051 1.000 
N 
0.4～1.0 -0.64188 1.78675 -1.82493 0.09318 0.998 
1.0～2.0 － 0.03856 -0.09628 -0.52915 1.000 
2.0～3.0 － -0.05922 0.30265 -0.93589 1.000 
L 
0.4～1.0 -0.46375 1.31638 -1.46278 0.10620 0.999 
1.0～2.0 － 0.07924 -0.28198 -0.30121 1.000 
2.0～3.0 － -0.05838 0.29213 -0.89895 1.000 
＊セメントの種類 BB：高炉セメント B種，N：普通ポルトランドセメント 
L：低熱ポルトランドセメント 
 
式[5.4.2]により任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数（Icrtd0）は、ある一定の温度
降下量における最小ひび割れ指数である。したがって、温度変化に基づく最小ひび割れ指数(Icrtd)
を算出するためには、温度降下量に応じたひび割れ指数を算出する必要がある。そこで、式[5.4.2]
により算出した任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数（Icrtd0）を温度降下量に応じて
補正することで、温度変化に基づく最小ひび割れ指数(Icrtd)が算出できると考え、式[5.4.4]を定義
した。 
 
td td0Icr Icr P u        [5.4.4] 
ここに， 
Icrtd： 温度変化に基づく最小ひび割れ指数 
Icrtd0： 任意に定義した温度変化による最小ひび割れ指数 
P： 温度降下量による補正係数 
 
ここで，最小ひび割れ指数に寄与する温度降下量は，式[5.3.1]より算出した温度降下量（ΔTde）
により考慮できると考えた。そこで，温度降下量（ΔTde）にコンクリートの線膨張係数（α）を
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乗じた値を温度降下ひずみ（Δεtd）とし，この温度降下ひずみ（Δεtd）と補正係数 Pとの関係
について整理した。 
壁厚 1.0m とし，高炉セメント B 種を使用した場合において，単位セメント量を変化させて温
度降下ひずみ（Δεtd）を変化させた場合について，拘束係数 RM2と補正係数 Pの関係を図－5. 4. 
5に示す。 
 
図－5. 4. 5 拘束係数 RM2と補正係数 Pの関係 
 
拘束係数 RM2によらず，壁厚および温度降下ひずみが同値である場合，温度降下ひずみの補正
係数 Pはほぼ同等となる。したがって，温度変化に基づく最小ひび割れ指数(Icrtd)は，式[5.4.4]で
定義でき，補正係数 Pは，温度降下ひずみ（Δεtd）との関係から算出できると考えられる。 
そこで，各セメントの種類における温度降下ひずみ（Δεtd）と補正係数 Pの関係を，図－5. 4. 
6に示す。 
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図－5. 4. 6 温度降下ひずみ（Δεtd）と補正係数 Pの関係 
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図－5. 4. 6より，温度降下ひずみ（Δεtd）と補正係数 Pは高い相関関係を示し，式[5.4.5]によ
り精度良く近似できることが明らかとなった。 
 
   2 2e e6 61 1P e εtd 10 e Ttd α 10 u u  u u uΔ Δ     [5.4.5] 
ここに， 
P： 温度降下量による補正係数 
e1～2： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
ΔTtd： 温度降下量 式[5.3.1]より 
α： 熱膨張係数 
Δεtd： 温度降下ひずみ 
 
式[5.4.5]のうち，係数 e1と e2はセメントの種類ごとに壁厚によって異なることから，壁厚（B）
の関数で定義できる。そこで，係数 e1および e2と壁厚（B）の関係について検討した結果を図－
5. 4. 7に示す。係数 e1および e2と壁厚（B）との間には相関関係があり，係数 e1と e2は壁厚（B）
の 2～3次の多項式で近似できることが明らかとなった。 
以上より，温度降下量の補正係数 P は温度降下量に熱膨張係数を乗じた温度降下ひずみとの関
係を近似した式より算出することができると考えられ，式[5.4.6]の係数 e (B) 1と e (B) 2は，壁厚の
関数で式[5.4.7]で表せる。式[5.4.7]の係数 e1と e2のセメントの種類ごとの係数（f1～f4）を，表－
5. 4. 3に示す。 
 
           2 2e B e B6 61 1P e B εtd 10 e B Ttd α 10 u u  u u uΔ Δ   [5.4.6] 
  3 21 2 3 41 2e B f B f B f B f      ～      [5.4.7] 
 
表－5. 4. 3 係数（f1～f4） 
係数 セメント 種類* 
壁厚 
(m) 
f1 f2 f3 f4 相関係数 
e(B)1 
BB 
0.4～1.0 30.3542 -46.4750 85.6758 44.7390 1.000 
1.0～3.0 － -25.3635 251.241 -111.583 1.000 
N 
0.4～0.8 － -65.1250 145.295 28.8360 1.000 
0.8～3.0 -35.7583 191.601 -127.811 101.325 1.000 
L 
0.4～1.0 238.938 -705.613 711.800 -119.729 1.000 
1.0～3.0 － 25.2855 -21.3875 121.498 1.000 
e(B)2 
BB 
0.4～1.0 0.10437 -0.36975 0.38072 -0.93788 1.000 
1.0～3.0 － 0.03242 -0.21108 -0.64387 1.000 
N 
0.4～0.8 － 1.46675 -1.71770 -0.37999 1.000 
0.8～3.0 0.01708 -0.07184 -0.01760 -0.76411 1.000 
L 
0.4～1.0 -0.74458 1.84088 -1.36339 -0.66360 1.000 
1.0～3.0 － -0.03388 0.11175 -1.00857 1.000 
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図－5. 4. 7 係数（e1および e2）と壁厚（B）の関係 
 
以上より，温度変化に基づく最小ひび割れ指数(Icrtd)は，式[5.4.8]を用いて推定できると考えら
れる。 
 
 td M2Icr =f R , Ttd,α,B'  
   M2=f R ,B f Ttd,α,Bu '  
   ^ `^ `      2e B6M21 2 1c B exp c B R e B Ttd α 10­ ½ u u u u ' u u® ¾¯ ¿ [5.4.8] 
 
ここに， 
Icrtd： 温度変化に基づく最小ひび割れ指数 
c(B)1～2： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
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di： 係数（表－5. 4. 2参照） 
RM2： 拘束係数 
e(B)1～2： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
3 2
1 2 3 4f B f B f B f        
fi： 係数（表－5. 4. 3参照） 
ΔTtd： 温度降下量 式[5.3.6]より 
α： 熱膨張係数 
 
式[5.4.8]を用いて算出した温度変化に基づく最小ひび割れ指数の簡易算定手法による推定値と，
CP法による解析値との関係を，図－5. 4. 8に示す。簡易算定手法による推定値は，CP法による
解析値に比べ概ね±0.05程度の誤差に収まる結果を示した。 
 
図－5. 4. 8 温度変化に基づく最小ひび割れ指数の 
             簡易算定手法による推定値と CP法による解析値の比較 
 
5.4.2 自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数の算出 
検討対象の期間（材齢１ヶ月まで）における自己収縮ひずみ（Δεas）と，前節で検討した温
度降下ひずみ（Δεtd）を合算したひずみが，自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数（Icras）の算
出要因となると考えた。そこで，自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数（Icras）は，これらのひず
みと温度変化に基づく最小ひび割れ指数（Icrtd）を用いた式[5.4.9]により，算出できると仮定した。 
 
as td
εIcr Icr
td+ as
 uΔ tdΔε Δε       [5.4.9] 
ここに， 
Icras： 自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数 
Δεtd： 温度降下ひずみ 
Δεas： 最小ひび割れ指数時の自己収縮ひずみ 
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Icrtd： 温度変化に基づく最小ひび割れ指数 
 
このうち，自己収縮ひずみ（Δεas）は自己収縮委員会報告書 7)に準拠し，式[5.4.10]を使用し
た。 
 
 ^ `b(te)= 1 exp a te tsf ª º u   « »¬ ¼εas γεas     [5.4.10] 
ここに， 
εas(te)： 材齢 te日での自己収縮ひずみ 
γ： セメントおよび混和材の種類を表す係数 
高炉セメント B種：1.3 
普通ポルトランドセメント：1.0 
低熱ポルトランドセメント：0.3 
εas∞： 自己収縮ひずみの最終値 
 ^ `=3070 exp 7.2 W/Cu u－  
a,b： 自己収縮の進行特性を表す係数 
W/C=50%以上：a=0.01，b=0.1 
W/C=40%：a=0.1，b=0.7 
ts： 凝結の始発(日) 
 
式[5.4.10]において，材齢 te は式[5.4.11]で定義される有効材齢で考慮することから，温度履歴
の影響を受ける。最小ひび割れ指数を算出する材齢(t)における有効材齢(te)は，図－5. 4. 9に示す
ように，最小ひび割れ指数時の日平均外気温(Tat)を一定とした場合の有効材齢に，コンクリート
の温度履歴を考慮した材齢の増加分(Δte)を加算した式[5.4.12]を用いて，算出できると考えた。
さらに，このコンクリートの温度履歴を考慮した材齢の増加分(Δte)は，式[5.4.13]により算出し
たコンクリート温度が最高温度から外気温になるまでの降下量(ΔTde’)との関係により算出でき
ると考えた。 
 
 
n
i
i 1 i 0
4000te t exp 13.65
273 T t / T 
¦ § · '  ¨ ¸¨ ¸ '© ¹
    [5.4.11] 
4000t exp 13.65 te
273 Tat
§ ·#    '¨ ¸© ¹      [5.4.12] 
ここに， 
Δti： コンクリート温度が T℃である期間の日数 
T0： 1（℃） 
t： 最小ひび割れ指数算出材齢（日） 
Tat： 最小ひび割れ指数算出時の日平均外気温 
Δte： 温度上昇による材齢の増加分 
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図－5. 4. 9 有効材齢の算出イメージ図 
 
Tde ' Tin Tin Tat'   '        [5.4.13] 
ここに， 
Tin ： コンクリートの打込み温度(℃) 
ΔTin ： 温度上昇量(℃) 式より 
Tat ： 最小ひび割れ指数算出時の日平均外気温(℃) 
 
コンクリート温度が最高温度から外気温となるまでの降下量(ΔTde’)と材齢の増加材齢(Δte)と
の関係を，図－5. 4. 10に示す。ΔteとΔTde’は高い相関が認められ，Δteは式[5.4.14]で表され
る多項式で定義できる。また，高炉セメント B種と普通ポルトランドセメントは同様の傾向にあ
り，一義的に定義できると考えられる。 
 
   21 2 3te g Tde ' g Tde ' g'   '   '       [5.4.14] 
ここに， 
Δte： コンクリートの温度履歴を考慮した材齢の増加材齢(日) 
g1～3： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
ΔTde’： 温度降下量(℃) 式[5.4.13]より 
 
式[5.4.14]のうち，係数 g1～g3は側面の型枠の種類ごとに壁厚によって異なることから，壁厚（B）
の関数で定義できる。そこで，係数 g1～g3と壁厚（B）の関係について検討した結果を，図－5. 4. 
11 に示す。係数 g1～g3と壁厚（B）との間には相関関係があり，係数 g1～g3は壁厚（B）の 2 次
の多項式で近似できることが明らかとなった。 
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図－5. 4. 10 温度降下量(ΔTde’)と材齢の増加材齢(Δte)との関係 
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図－5. 4. 11 係数（g1～g3）と壁厚（B）の関係 
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以上より，コンクリートの温度履歴を考慮した材齢の増加分(Δte)は，コンクリート温度が最高
温度から外気温になるまでの降下量(ΔTde’)との関係を近似した式[5.4.15]より算出することがで
きると考えられ，式の係数 g (B) 1～g(B) 3は，壁厚の関数式[5.4.16]で表せる。式[5.4.16]の g (B) 1
～g(B) 3の側面の型枠の種類ごとの係数（h1～h3）を表－5. 4. 4に示す。 
 
         21 2 3te g B Tde ' g B Tde ' g B'   '   '     [5.4.15] 
  21 2 31 3g B h B h B h    ～      [5.4.16] 
 
表－5. 4. 4 係数（h1～h3） 
係数 
セメント
種類*1) 型枠
*2) h1 h2 h3 相関係数 
g(B)1 
BB・N 
鋼製 0.00033 0.00318 -0.00136 1.000 
合板 0.00006 0.00419 -0.00134 1.000 
断熱 -0.00108 0.00783 -0.00011 1.000 
g(B)2 
鋼製 -0.02791 0.17860 0.04083 1.000 
合板 -0.03006 0.17562 0.06828 1.000 
断熱 0.00336 0.03793 0.19547 1.000 
g(B)3 
鋼製 0.01024 0.04777 0.00642 1.000 
合板 0.00194 0.07697 -0.00387 1.000 
断熱 -0.01938 0.14638 -0.00277 1.000 
g(B)1 
L 
鋼製 -0.00059 0.00691 -0.00597 1.000 
合板 0.00006 0.00419 -0.00134 1.000 
断熱 -0.00108 0.00783 -0.00011 1.000 
g(B)2 
鋼製 -0.04521 0.27456 0.10457 1.000 
合板 -0.01418 0.22100 0.14763 1.000 
断熱 0.01305 0.08174 0.26587 1.000 
g(B)3 
鋼製 -0.00788 0.05148 -0.00600 1.000 
合板 0.00002 0.03919 0.00031 1.000 
断熱 -0.00367 0.04662 -0.00195 1.000 
 
以上より，自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数（Icras）は，次式を用いて推定できる。 
 
 as tdIcr f εtd, εas, Icr ' '  
td
ε Icr
td+ as
 uΔ tdΔε Δε       [5.4.17] 
 
ここに， 
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^ `b= 1 exp a te tsf ª º'  u   « »¬ ¼εas γεas  
 ^ `εas =3070 exp 7.2 W/Cf u u－  
4000te t exp 13.65 te
273 Tat
§ ·    '¨ ¸© ¹  
         21 2 3te g B Tde ' g B Tde ' g B'   '   '   
 
Icras： 自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数 
Δεtd： 温度降下ひずみ(×10-6) 
Ttd α ' u  
ΔTtd： 温度降下量(℃) 式[5.3.6]より 
α： 熱膨張係数(10-6/℃) 
Δεas： 最小ひび割れ指数時の自己収縮ひずみ(×10-6) 
Icrtd： 温度変化に基づく最小ひび割れ指数 
γ： セメントおよび混和材の種類を表す係数 
高炉セメント B種：1.3 
普通ポルトランドセメント：1.0 
低熱ポルトランドセメント：0.3 
εas∞： 自己収縮ひずみの最終値(×10-6) 
a,b： 自己収縮の進行特性を表す係数 
W/C=50%以上：a=0.01，b=0.1 
W/C=40%：a=0.1，b=0.7 
ts： 凝結の始発(日) 
te： 最小ひび割れ指数時材齢（有効材齢）(日) 
W/C： 水セメント比(%) 
t： 最小ひび割れ指数時材齢(日) 
Tat： 最小ひび割れ指数算出時の日平均外気温(℃) 
Δte： コンクリートの温度履歴を考慮した材齢の増加材齢(日) 
g(B)1～3： 係数（壁厚 B(m)の関数） 
2
1 2 3h B h B h      
hi： 係数（表－5. 4. 4参照） 
ΔTde’： 温度降下量(℃) 式[5.4.13]より 
 
式[5.4.17]を用いて算出した自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数の簡易計算手法による推定
値と CP法による解析値の関係を，図－5. 4. 12に示す。簡易計算手法による推定値は解析値とほ
ぼ一致しており，概ね±0.1程度の誤差で推定できることが確認された。 
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図－5. 4. 12 自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数の 
             簡易算定手法による推定値と CP法による解析値の比較 
 
以上の結果より，本章で提案した手法によれば，CP法による解析結果とほぼ同等のひび割れ指
数の最小値を簡便に算定することができる。 
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5.5 まとめ 
温度応力解析によらず簡易に温度ひび割れ発生の可能性を評価するために，壁状構造物を対象
に最小ひび割れ指数の算定手法について提案した。その結果明らかとなった知見を，以下にまと
める。 
 
1）本章で提案した最小ひび割れ指数の評価手法によれば，「コンクリート標準示方書・施工編」
を参照した CP 法による解析結果とほぼ同等のひび割れ指数の最小値を簡便に算定することが
できる。 
2）温度上昇量は，外気温および打込み温度によらず，断熱温度上昇式の定数（Q∞・γ），壁厚お
よび側面の養生条件から，精度良く推定できる。 
3）温度変化に基づく最小ひび割れ指数は，水セメント比によらず，拘束係数 RM2，温度降下量，
線膨張係数および壁厚の関係から，推定することができる。 
4）自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数は，温度降下ひずみと，温度降下ひずみと自己収縮ひず
みを加算したひずみの比を，温度変化に基づく最小ひび割れ指数に乗じることで，算出するこ
とができる。 
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高耐久・高品質のマスコンクリート構造物を構築する一助とするため，本研究ではセメントの
水和熱に起因する温度応力解析の解析精度の向上について，また簡易な温度ひび割れの発生評価
手法について検討を行った。各章で得られた知見を以下にまとめる。 
 
【第 2章 温度解析の精度向上に関する研究】 
温度解析の精度向上についてはコンクリートの断熱温度上昇量に着目し，温度制御を行わない
簡易な温度の計測装置により計測した温度の計測結果を基に，最小二乗法を用いた逆解析により
断熱温度上昇量を求める手法について提案した。 
①最小二乗法を用いた逆解析による断熱温度上昇量の算定手法について，解析データを基にその
適用性について検証を行った結果，セメント種類に関わらず，仮定した断熱温度上昇量と逆解
析により算出した断熱温度上昇量はよく一致したことから，本逆解析手法による断熱温度上昇
量の推定は解析的には可能である。 
②作業性を考慮してコンクリート供試体は直径が 150mm，高さが 300mm の円柱供試体の周りを
厚さが 8mmの塩化ビニール管および 200mmの発泡スチロールで覆うことで，熱の急激な逸散
を防止した簡易断熱試験装置を用いた実測値により，提案した手法の適用性について検証を行
った結果，初期材齢での断熱温度上昇量は，普通ポルトランドセメントを使用した場合，温度
制御を行う断熱温度上昇試験装置により測定した結果と比較すると，簡易断熱試験装置による
逆解析による推定値の方がわずかではあるが小さくなる傾向を示した。 
③コンクリート供試体の寸法を直径が 400mm，高さが 400mm と大きくした場合に同様の検討を
行った結果，初期材齢において逆解析で求めた断熱温度上昇量の推定値が大きくなり，温度制
御を行う断熱温度上昇試験装置により測定した結果に近づいたことから，断熱温度上昇量には，
その温度履歴による依存性の影響があると考えられる。 
④低熱ポルトランドセメントを使用した場合は，温度制御を行う断熱温度上昇試験装置による計
測結果では認められた材齢 3 日以降の断熱温度上昇の急激な上昇が，逆解析による推定値には
認められなかった。この差が生じた原因については，明らかにすることができなかったことか
ら，今後更に検討が必要である。 
⑤温度制御を行う断熱温度上昇試験装置による計測結果と逆解析による断熱温度上昇量の推定結
果が、3 次元 FEM による温度応力の解析結果に及ぼす影響について、壁厚が 1m、長さが 10m
の壁状構造物を対象として比較検討を行った結果，直径が 150mmの簡易断熱試験装置の逆解析
による推定値を用いた場合，温度制御を行う断熱温度上昇試験装置による計測結果に比べて最
高温度が 2℃程度低くなり，貫通ひび割れに対する最小ひび割れ指数は 1 割程度大きくなる結
果を示した。 
 
【第 3章 温度応力解析の精度向上に関する研究】 
温度応力解析の精度向上を図る上で，コンクリートの体積変化（膨張・収縮）の予測精度の向
上を図ることが重要である。そこで本章では，コンクリートの体積変化に影響を及ぼす自己収縮
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および膨張材による膨張に着目し，自己収縮が温度応力に及ぼす影響および膨張材の使用効果の
考慮方法について検討した。 
①壁状構造物を対象とした貫通ひび割れに着目した解析結果では，水セメント比が 55%のコンク
リートを使用した場合，自己収縮を考慮すると考慮しない場合に比べて，最大発生応力は，高
炉セメント B種で 2～4割，早強ポルトランドセメントおよび普通ポルトランドセメントで 1～
3割，低熱ポルトランドセメントで 1～2割程度大きくなる結果を示した。 
②高炉セメント B種を用いて温度履歴を変化させて自己収縮ひずみを測定した結果，養生温度を
一定とした場合に比べて，高温履歴を与えることで自己収縮ひずみが増大する結果を示した。 
③内部拘束が卓越する部材断面の躯体表面に若材齢時に生じる温度応力について解析により検討
した結果，自己収縮ひずみの温度依存性を考慮した場合は，温度依存性を考慮しない場合に比
べて最大応力の発生時期が遅くなり，自己収縮の鉄筋拘束による応力を加算すると最大応力の
発生時期はさらに遅くなる結果を示した。 
④躯体表面近傍に配置される鉄筋による自己収縮の拘束の影響について検討した結果，自己収縮
の鉄筋拘束の影響により，鉄筋近傍のコンクリートには局所的に 1.0N/mm2程度の応力が発生す
る場合が想定され，自己収縮の鉄筋による拘束がひび割れの発生原因となる可能性が明らかと
なった。 
⑤無拘束状態での自由膨張ひずみを供試体の養生方法を変えて測定した結果，材齢 1 日で脱型し
た後に水中養生を行うと，膨張ひずみは急激に増加し，また，材齢 2 日で水中養生を封かん養
生に変更しても，水中養生を継続した場合とほぼ同等の膨張ひずみとなったことから，自由膨
張ひずみは材齢 2日までの若材齢での養生方法の影響を大きく受けることが明らかとなった。 
⑥鉄筋比が 1.0%程度の壁状構造物を対象とした温度応力の計測結果を比較検討した結果，膨張材
の使用効果を考慮する方法として，自由膨張ひずみに低減係数（η=0.7）を乗じて算出した有
効膨張ひずみを，温度ひずみおよび自己収縮ひずみと重ね合わせて考慮することにより評価で
きることが明らかとなった。 
 
【第 4章 施工時の養生条件がひび割れの発生に及ぼす影響に関する研究】 
施工時に実施できる温度ひび割れに対するひび割れ制御対策としては，散水によって躯体表面
を冷却することにより温度上昇量を低減する方法や，保温性の高い型枠で覆い，表面部からの熱
の逸散を少なくすることで部材内の温度差を小さくする方法が挙げられる。また，表面の湿潤状
態の確保のため，脱型後に散水を行う場合もある。そこで本章では，壁厚が異なる壁状構造物を
対象として，普通ポルトランドセメントを用いた設計基準強度が 30N/mm2程度のコンクリートを
使用した場合，これらの散水および保温養生による躯体表面の養生時の温度が温度ひび割れの低
減効果に及ぼす影響について解析的に検討した。 
①打込み直後からの散水に伴う冷却による温度ひび割れの影響については，壁厚が 0.5mより厚く
なると内部拘束に伴う温度応力により，表面ひび割れの発生の可能性が大きくなり，壁厚が2.0m
より薄くなると中心部の温度低減に伴う外部拘束による温度応力の低減効果が期待できる。 
②打込み直後からの保温による温度ひび割れの影響については，壁厚が 1.5mより薄くなると，中
心部の温度上昇により外部拘束による貫通ひび割れの発生を助長する可能性が高い。また，内
部拘束に伴う表面ひび割れについては，保温により壁厚に関わらず中心温度が最高温度となる
材齢の前後におけるひび割れ指数の向上は期待できるが，保温養生終了時の表面部の温度の急
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激な低下により反ってひび割れの発生を助長する場合も考えられることから，保温養生の終了
時期に留意する必要がある。 
③脱枠後の湿潤対策として散水を実施する場合は，壁厚が 2.0mより薄くなると外部拘束に伴う温
度応力により貫通ひび割れの発生を助長する可能性が高くなることから，水温を高めに設定す
るなどの処置が必要である。 
 
【第 5章 施工時の養生条件がひび割れの発生に及ぼす影響に関する研究】 
温度応力解析は，コンクリートの時間依存する非定常な物性をも考慮することができることか
ら，精度良い結果が得られる反面，非常に多大な労力と時間を要することから，迅速な対応には
不向きである。そこで，温度応力解析を実施することなく，簡易な計算のみで温度ひび割れ発生
の目安が得られる温度ひび割れの簡易評価手法を提案した。 
①温度上昇量は，外気温および打込み温度によらず，断熱温度上昇式の定数（Q∞・γ），壁厚お
よび側面の養生条件から，精度良く推定できる。 
②温度変化に基づく最小ひび割れ指数は，水セメント比によらず，拘束係数 RM2，温度降下量，
線膨張係数および壁厚の関係から，推定することができる。 
③自己収縮を考慮した最小ひび割れ指数は，温度降下ひずみと，温度降下ひずみと自己収縮ひず
みを加算したひずみの比を，温度変化に基づく最小ひび割れ指数に乗じることで，算出するこ
とができる。 
④本章で提案した最小ひび割れ指数の評価手法によれば，土木学会「コンクリート標準示方書・
施工編」を参照した CP 法による解析結果とほぼ同等のひび割れ指数の最小値を簡便に算定で
きる。 
 
【今後の検討課題】 
マスコンクリート構造物の温度応力解析の精度を更に向上させるためには，今後次の課題を検
討することが重要である。 
①コンクリートの断熱温度上昇量の検討においては，温度制御を行わない簡易断熱試験装置の温
度計測結果から最小二乗法を用いた逆解析による算定方法を提案し，精度の検討を行った。そ
の結果，普通ポルトランドセメントを使用した場合，従来の温度制御を行う断熱温度上昇試験
装置による計測結果とほぼ遜色のない程度の断熱温度上昇量が本算定手法により得られること
が明らかとなった。しかしながら，低熱ポルトランドセメントを使用した場合，その挙動が異
なったことから，この点については，今後は更なるデータの蓄積を図り，検討を行う必要があ
る。また，セメント種類，単位セメント量および打込み温度などの条件が異なった場合につい
ても，本手法の適用性を更に検証する必要がある。 
②自己収縮の影響について，高炉セメント B種を使用した自己収縮ひずみの測定結果から，有効
材齢では考慮しきれない自己収縮ひずみの温度依存性が認められた。この温度依存性は本研究
からも明らかなように温度応力の解析結果に影響を及ぼすと考えられることから，今後この温
度依存性の評価方法について検討する必要がある。 
③膨張材の使用効果の考慮方法については，本評価手法の適用範囲が，鉄筋比が 1.0%程度の構造
物に限定されることから，今後この評価手法の汎用化に向けて，更なるデータの取得および検
討が必要である。 
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④養生方法が温度ひび割れに及ぼす影響については，本研究では養生方法を限定して壁厚をパラ
メータとして検討を行ったが，より最適な養生方法の選定のため，今後は養生期間や養生温度
についてパラメータスタディーを行う必要がある。また，散水養生については気化潜熱の影響
についても検討を行う必要がある。 
⑤温度ひび割れの簡易評価手法を提案し，本研究では壁状構造物を対象としてその精度を確かめ
た。今後は，スラブ状構造物についても検討を行う予定である。 
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